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 四 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
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国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 




























































































   第４章 法令の制定 
第18条 この法律に規定する諸条項を実施するため，必要な法令が制定されなければならない。 
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 四 高等学校の定時制教育及び通信教育振興法（昭和28年法律第238号）第１条 
 五 義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法（昭和29年法律第157号）第
１条 
 六 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第37条第１項 




 一 放送大学学園法（平成14年法律第156号）第18条 
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２ 社会教育法［関係部分］ 
 
                               昭和24年6月10日 法律第207号 
                               最近改正 
                               平成26年6月20日 法律第67号  
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書館に関する科目を履修する者の司書となる資格に関し必要な経過措置は，文部科学省令で定める。 
 












































































   附 則 （平成23年12月14日法律第122号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この法律は，公布の日から起算して２月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す
－  － 12
る。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 
一 附則第６条，第８条，第９条及び第13条の規定 公布の日 
 
   附 則 （平成24年８月22日法律第67号） 抄 
 この法律は，子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。 
 







































 第１章 総則（第１条―第９条の２） 
 第２章 登録（第10条―第17条） 
 第３章 公立博物館（第18条―第26条） 
 第４章 私立博物館（第27条・第28条） 
 第５章 雑則（第29条） 
 附則  
 



























































































































































































   附 則 
（施行期日） 
１ この法律は，公布の日から起算して３箇月を経過した日から施行する。 


























   附 則 （昭和34年４月30日法律第158号） 抄 
（施行期日） 
１ この法律は，公布の日から施行する。  
 








   附 則 （昭和58年12月２日法律第78号） 抄 
１ この法律（第一条を除く。）は，昭和59年７月１日から施行する。 
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   附 則 （平成18年６月２日法律第50号）  
 この法律は，一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。  
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一 附則第６条，第８条，第９条及び第13条の規定 公布の日 
 




















 一 日本赤十字社 
 二 日本放送協会（施設，設備に要する経費の範囲） 
第２条 法第24条第１項に規定する博物館の施設，設備に要する経費の範囲は，次に掲げるものとする。 
 一 施設費 施設の建築に要する本工事費，附帯工事費及び事務費 
 二 設備費 博物館に備え付ける博物館資料及びその利用のための器材器具の購入に要する経費 
   附 則 この政令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則［昭和28年９月８日 政令第275号］ 
 この政令は，公布の日から施行し，昭和28年９月１日から適用する。 
   附 則［昭和30年８月24日 政令第192号］抄 
１ この政令は，公布の日から施行し，昭和30年７月22日から適用する。 
   附 則［昭和31年６月30日 政令第222号］抄 
 (施行期日) 
１ この政令は，昭和31年10月１日から施行する。 
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５ 博物館法施行規則 
 
昭和 30 年 10 月４日 文部省令第 24 号 
最近改正 
平成 26 年 9 月 3 日 文部科学省令第 26 号 
 
 博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）第５条及び第 29 条の規定に基き，博物館法施行規則（昭和 27
年文部省令第 11 号）の全部を改正する省令を次のように定める。 
 第１章 博物館に関する科目の単位（第１条・第２条） 
 第２章 学芸員の資格認定（第３条―第 17 条） 
 第３章 博物館協議会の委員の任命の基準を条例で定めるに当たつて参酌すべき基準（第 18 条） 
 第４章 博物館に相当する施設の指定（第 19 条―第 24 条） 
 第５章 雑則（第 25 条―第 29 条） 
 附則 
 
   第１章 博物館に関する科目の単位  
（博物館に関する科目の単位） 

















は法第 29 条の規定に基づき文部科学大臣若しくは都道府県若しくは指定都市（地方自治法（昭和 22
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二 大学に２年以上在学して 62 単位以上を修得した者で２年以上学芸員補の職（法第５条第２項 に
規定する職を含む。以下同じ。）にあつた者 












































ロ 大学に２年以上在学し，62 単位以上を修得した者であつて，６年以上学芸員補の職にあつた者 
ハ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 90 条第１項の規定により大学に入学することのできる
者であつて，８年以上学芸員補の職にあつた者 
ニ その他 11 年以上学芸員補の職にあつた者 
四 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者  
（審査認定の方法） 
第 10 条 審査認定は，次条の規定により願い出た者について，博物館に関する学識及び業績を審査して
行うものとする。 
（受験の手続） 
第 11 条 資格認定を受けようとする者は，受験願書（別記第１号様式により作成したもの）に次に掲げ
る書類等を添えて，文部科学大臣に願い出なければならない。この場合において，住民基本台帳法 （昭


















第 12 条 試験科目（試験科目の免除を受けた者については，その免除を受けた科目を除く。）の全部に







第 13 条 第 10 条の規定による審査に合格した者を審査認定合格者とする。  
（合格証書の授与等） 














第 16 条 次表の上欄に掲げる者は，それぞれその下欄に掲げる額の手数料を納付しなければならない。 
上欄 下欄 
１ 試験認定を願い出る者 １科目につき 1,300 円 
２ 審査認定を願い出る者  3,800 円 
３ 試験認定の試験科目の全部について免除を願い出る者         800 円 
４ 合格証書の書換え又は再交付を願い出る者         700 円 
５ 合格証明書の交付を願い出る者         700 円 
６ 筆記試験合格証明書の交付を願い出る者         700 円 
７ 筆記試験科目合格証明書の交付を願い出る者         700 円 
２ 前項の規定によつて納付すべき手数料は，収入印紙を用い，収入印紙は，各願書にはるものとする。





第 17 条 虚偽若しくは不正の方法により資格認定を受け，又は資格認定を受けるにあたり不正の行為を
行つた者に対しては，受験を停止し，既に受けた資格認定の成績を無効にするとともに，期間を定め








   第３章 博物館協議会の委員の任命の基準を条例で定めるに当たつて参酌すべき基準 
第 18 条 法第 22 条の文部科学省令で定める基準は，学校教育及び社会教育の関係者，家庭教育の向上
に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任命することとする。 
 
   第４章 博物館に相当する施設の指定  
（申請の手続） 
第 19 条 法第 29 条の規定により博物館に相当する施設として文部科学大臣又は都道府県若しくは指定
都市の教育委員会の指定を受けようとする場合は，博物館相当施設指定申請書（別記第９号様式によ
り作成したもの）に次に掲げる書類等を添えて，国立の施設にあつては当該施設の長が，独立行政法





















第 21 条 文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会の指定する博物館に相当する施設
（以下「博物館相当施設」という。）が第 20 条第１項に規定する要件を欠くに至つたときは，直ちに
その旨を，国立の施設にあつては当該施設の長が，独立行政法人が設置する施設にあつては当該独立





第 22 条 削除 
第 23 条 文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会は，その指定した博物館相当施設に
対し，第 20 条第１項に規定する要件に関し，必要な報告を求めることができる。 
（指定の取消） 




   第５章 雑則  
（学士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者） 
第 25 条 第５条第一号及び第九条第三号イに規定する学士の学位を有する者には，次に掲げる者を含む
ものとする。 
一 旧大学令（大正７年勅令第 388 号）による学士の称号を有する者 
二 学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）第 155 条第１項第二号から第八号までのいず
れかに該当する者 
（短期大学士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者） 
第 26 条 第５条第二号及び第９条第三号ロに規定する大学に２年以上在学し，62 単位以上を修得した
者には，次に掲げる者を含むものとする。 
一 旧大学令，旧高等学校令（大正７年勅令第 389 号），旧専門学校令（明治 36 年勅令第 61 号）又
は旧教員養成諸学校官制（昭和 21 年勅令第 108 号）の規定による大学予科，高等学校高等科，専
門学校又は教員養成諸学校を修了し，又は卒業した者 
二 学校教育法施行規則第 155 条第二項各号のいずれかに該当する者 
（修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者） 
第 27 条 第９条第一号に規定する修士の学位を有する者には，学校教育法施行規則第 156 条各号のいず
れかに該当する者を含むものとする。 
（博士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者） 
第 28 条 第９条第一号に規定する博士の学位を有する者には，次に掲げる者を含むものとする。 
一 旧学位令（大正９年勅令第 200 号）による博士の称号を有する者 
二 外国において博士の学位に相当する学位を授与された者 
（専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者） 
第 29 条 第９条第一号に規定する専門職学位を有する者には，外国において専門職学位に相当する学位
を授与された者を含むものとする。 
 
   附 則 
１ この省令は，公布の日から施行する。 
２ 試験認定を受ける者のうち，博物館法の一部を改正する法律（昭和 30 年法律第 81 号）附則第３項




   附 則 （昭和 41 年 11 月２日文部省令第 42 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （昭和 42 年 11 月９日文部省令第 19 号） 抄 
（施行期日） 
１ この省令は，昭和 42 年 11 月 10 日から施行する。 
 
   附 則 （昭和 46 年６月１日文部省令第 22 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和 47 年４月 27 日文部省令第 16 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和 50 年７月 26 日文部省令第 27 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和 56 年３月 23 日文部省令第８号） 
 この省令は，昭和 56 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （昭和 58 年５月 10 日文部省令第 21 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和 59 年３月 23 日文部省令第２号） 
 この省令は，昭和 59 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （昭和 62 年３月 28 日文部省令第４号） 
 この省令は，昭和 62 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成元年３月 29 日文部省令第８号） 
 この省令は，平成元年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成元年４月１日文部省令第 18 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （平成３年３月 16 日文部省令第３号） 
 この省令は，平成３年４月１日から施行する。 
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   附 則 （平成３年６月 19 日文部省令第 31 号） 
 この省令は，平成３年７月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成５年４月 23 日文部省令第 24 号） 
１ この省令は，公布の日から施行する。 
２ この省令による改正後の学位規則第 12 条の規定にかかわらず，同条に規定する報告の様式について
は，平成６年３月 13 日までの間は，なお従前の例によることができる。 
 
   附 則 （平成６年３月 22 日文部省令第４号） 
 この省令は，平成６年４月１日から施行する。 
 







社会教育概論 １単位 生涯学習概論 １単位 




視聴覚教育 １単位 視聴覚教育メディア論 １単位







   附 則 （平成９年３月 18 日文部省令第１号） 
 この省令は，平成９年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成 10 年 12 月 18 日文部省令第 45 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （平成 12 年２月 29 日文部省令第７号） 
 この省令は，平成 12 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成 12 年 10 月 31 日文部省令第 53 号） 抄  
－  － 34
（施行期日） 
第１条 この省令は，内閣法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 88 号）の施行の日（平成 13 年１
月６日）から施行する。 
 
   附 則 （平成 15 年３月 28 日文部科学省令第 10 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （平成 15 年３月 31 日文部科学省令第 15 号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この省令は，平成 15 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成 15 年 12 月 19 日文部科学省令第 56 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （平成 16 年３月 30 日文部科学省令第 13 号） 
 この省令は，平成 16 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成 16 年３月 31 日文部科学省令第 15 号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この省令は，平成 16 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成 18 年３月 31 日文部科学省令第 11 号） 
（施行期日） 






三 大学設置基準第 14 条第四号 
四 高等専門学校設置基準第 11 条第三号 
五 短期大学設置基準第 23 条第五号 
 
   附 則 （平成 20 年６月 11 日文部科学省令第 18 号） 
 この省令は，社会教育法等の一部を改正する法律（平成 20 年法律第 59 号）の施行の日（平成 20 年６
月 11 日）から施行する。 
 
   附 則 （平成 21 年４月 30 日文部科学省令第 22 号） 
１ この省令は，平成 24 年４月１日から施行する。 
２ この省令の施行の日前に，改正前の博物館法施行規則（以下「旧規則」という。）第１条に規定する









新科目 単位数 旧科目 単位数
生涯学習概論 ２ 生涯学習概論 １ 
博物館概論 ２ 博物館概論 ２ 
博物館経営論 ２ 博物館経営論 １ 
博物館資料論 ２ 博物館資料論 ２ 
博物館教育論 ２ 教育学概論 １ 
博物館情報論 １ 博物館情報・メディア論 ２ 
視聴覚教育メディア論 １ 


























旧科目 単位数 新科目 単位数
生涯学習概論 １ 生涯学習概論 ２ 
博物館概論 ２ 博物館概論 ２ 
博物館経営論 １ 博物館経営論 ２ 
































































































   附 則 （平成 23 年 12 月１日文部科学省令第 44 号） 抄 
（施行期日） 
１ この省令は，平成 24 年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成 24 年３月 30 日文部科学省令第 16 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （平成 24 年６月 29 日文部科学省令第 24 号） 
（施行期日） 
１ この省令は，住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成 21 年法律第 77 号）の一部及び出入国管
理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関す







４条の規定による廃止前の外国人登録法（昭和 27 年法律第 125 号）に規定する登録原票の写し若し
くは登録原票記載事項証明書）」とする。 
 
   附 則 （平成 26 年９月３日文部科学省令第 26 号） 
 この省令は，平成 27 年４月１日から施行する。 
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 （試験認定受験願書） 
受   験   願   書 
                                    年  月  日 
 収入印紙 
      文部科学大臣殿 
                            ふりがな 
                            氏  名 
                                   年  月  日生 
                 住 所 
下記により博物館法施行規則による学芸員の資格認定を受けたいので必要な書類を 
添 え て 願 い 出 ま す 。 






















































  試験の免除を受けたい試験科目名 
 （注）1 受験資格中の該当番号を○印で囲むこと。 
     2  受験科目欄の該当欄を○印で囲むこと。 
     3  受験者は，収入印紙の消印を押さないこと。 
 
 （審査認定受験願書） 
受   験   願   書 
                                    年  月  日 
 収入印紙 
      文部科学大臣殿 
                            ふりがな 
                            氏  名 
                                   年  月  日生 
                 住 所 
 下記により博物館法施行規則による学芸員の審査認定を受けたいので必要 
な書類を添えて願い出ます。 
 受験資格 博物館法施行規則第 9 条，第 1 号 第 2 号 第 3 号 第 4 号に該当 
 
 （注）1 受験資格中の該当号数を○印でかこむこと。 
    2  受験者は，収入印紙の消印を押さないこと。 
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別記第２号様式（用紙の大きさは日本工業規格Ａ４） 
 
履     歴     書 
性  別       男     女 
生年月日       年   月   日 
    
（ふりがな）         
 
氏 名               
技能，免許状その他の資格 取得年月日 
  住 所 
  
学         歴 
学   校   名 修  業  期  間 卒業（修了）（中退） 
   
   
   
   
職              歴 受験上配慮を要すること
年 月 日 所属官庁（会社）名 職  名 備  考 
    
    
    
    
    
    
 




試 験 認 定 合 格 申 請 書 
  
                                     年  月  日 
  
 文 部 科 学 大 臣 殿 
 




                         氏  名           印 
生年月日 
                         住  所 
                         電話番号 
        
※以下所属長記載欄 
１ 在職期間等について 
在 職 期 間 職 名 
１週間当たりの
勤務日数・時間数
職   務   内   容 
自   年  月 
至   年  月 
   
２ 勤務先の施設について 
施設の区分 
 ア 登録博物館（博物館法第１０条）   （   年  月 登録） 
 イ 博物館相当施設（博物館法第２９条） （   年  月 指定） 
 ウ ア・イに準ずる施設         （   年  月 設置） 
常勤職員の 
勤務形態 
１週間当たり   日勤務 






    年  月  日 
           （博物館名・役職・氏名）                印 
 




合    格    証    書         証第  号
 
氏  名 
 
年   月   日生
    上記の者は博物館法施行規則により学芸員の（試験認定）（審査認定）に合格し， 
学芸員となる資格を有することを証する。 
 
         年   月   日 
 
 












筆 記 試 験 合 格 証 書         証第  号
 
氏  名 
 
年   月   日生
   上記の者は博物館法施行規則第６条第３項に規定する試験認定の試験科目の全部に 
ついて合格点を得たことを証する。 
      本証書を有する者は博物館法施行規則第 12 条第１項の規定に基づき１年間学芸員補の職 
  にあつた後に文部科学大臣に認定されることにより試験認定合格者となるものとする。 
 
         年   月   日 
 











合  格  証  明  書        平 証第  号 
 
氏  名 
 
年   月   日生
   上記の者は  年  月博物館法施行規則による学芸員の（試験認定）（審査認定）に 
合格し学芸員となる資格を有することを証明します。 
 
         年   月   日 
 
 












筆 記 試 験 合 格 証 明 書      平 証第  号
 
氏  名 
 
年   月   日生
   上記の者は博物館法施行規則第６条第３項に規定する試験認定の試験科目の全部に 
ついて合格点を得たことを証明します。 
   本証明書を有する者は博物館法施行規則第 12 条第１項の規定に基づき１年間学芸員補の 
  職にあつた後に文部科学大臣に認定されることにより試験認定合格者となります。 
 
 
         年   月   日 
 















に つ い て 合 格 点 を 得 た こ と を 証 明 し ま す 。 
 
記 
施 行 年 月 合 格 点 を 得 た 受 験 科 目 
  
  
         年   月   日 
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別記第９号様式（用紙の大きさは日本工業規格Ａ４） 
 
博 物 館 相 当 施 設 指 定 申 請 書 
 
記号番号 
年  月  日 
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６ 独立行政法人国立科学博物館法 
                              平成11年12月22日 法律第172号 
                              最終改正 
                              平成26年6月13日 法律第67号 
 
 第１章 総則（第１条―第５条） 
 第２章 役員及び職員（第６条―第11条） 
 第３章 業務等（第12条・第13条） 
 第４章 雑則（第14条） 
 第５章 罰則（第15条・第16条） 
 附則 
 

























   第２章 役員及び職員 
（役員） 
第６条 科学博物館に，役員として，その長である館長及び監事２人を置く。 






















































   第４章 雑則 
（主務大臣等） 
第14条  科学博物館に係る通則法 における主務大臣及び主務省令は，それぞれ文部科学大臣及び文
部科学省令とする。 
 





























































   附 則 （平成12年５月26日法律第84号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この法律は，平成12年６月１日から施行する。 
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７ 博物館の設置及び運営上の望ましい基準 
 
                                   平成23年12月20日 
















































































































































－  － 61
８ 「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」の告示について 
 
                             平成23年12月20日 23文科生第660号 
                             各都道府県教育委員会教育長あて 






























































































































































   その際，私立博物館については，その性格に照らし，設置者の自主性や独自性を十分に活かした
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９ 学芸員補の職と同等以上の職の指定 
                                             



































－  － 68
10 社会教育法の解釈について（博物館等の所管） 
 
                  昭和25年１月10日 委社第324号 



























                         昭和27年２月９日 文社施第62号 












 (1) 登録原簿の様式（別紙参照） 







 (1) 登録申請書の提出 
 (2) 登録申請書の様式 






 (1) 登録審査方法 
 (2) 博物館資料目録の様式 
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様式を定めることも必要であろう。 
Ⅳ 登録事項等の変更に関すること。 
 (1) 登録変更 
 (2) 添附書類の変更届 









 (1) 陳述の方法 






 (1) 博物館の登録及び登録変更 
 (2) 博物館の取消 





     （様式）博物館登録原簿 
登   録 登 録 変 更 登 録 変 更 
年 月 日 年 月 日
事 項 
記号番号 第 号
年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 
設置者の名
称又は住所 
   
名 称    
所 在 地    
備 考    
     （用紙寸法は，縦26センチ，横18センチとする。） 
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12 博物館の登録審査基準要項について 
 
                     昭和27年５月23日 文社施第191号 
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13 私立博物館の登録要件の審査について 
 
            昭和40年３月12日 40委社社第一号 

















                         昭和42年１月24日 文社社第48号 
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15 博物館に相当する施設の指定について 
 
                  昭和46年６月５日 文社社第22号 















設 置 者 名 施 設 名 所 在 地 




  博物館に相当する施設指定審査要項 
１ 施設 
 (1) 総合博物館，歴史博物館，民俗博物館，考古博物館，美術博物館，科学博物館について 
  ア 建物はおおよそ132㎡以上の延面積を有すること。 
  イ 陳列室，資料保管室，事務室等が整備されていること。 
 (2) 動物，植物園について 
  ア おおよそ1,320㎡以上の土地があること。 
  イ 動物収容施設，植栽園，事務室等が整備されていること。 
 (3) 水族館について 
  ア 展示用水槽が４個以上でかつ水槽面積の合計は360㎡以上であること。 
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 (2) 所蔵資料は常に整理分類され保管されていること。 
３ 職員 
  職員は一般職員のほか，専門職員としてつぎのいずれかに該当する職員を有すること。 
 (1) 学芸員有資格者 
 (2) 学芸員に相当する者 
   学芸員に相当する職員は少くともつぎによるものとする。 
  ア 高等学校卒の職員は   10年以上の経験を有する者 
  イ 短期大学卒の職員は   ７年以上    〃 
  ウ 大学卒の職員は     ５年以上    〃 
４ 事業 
 (1) 展示は常設展はもとより，特別展なども行なつていること。 
 (2) 案内書，パンフレット，解説書等印刷物を定期的に刊行していること。 
 (3) 各種の講習会，講演会，映画会等が行なわれていること。 
 (4) 資料について調査研究活動が行なわれていること。 
 (5) その他各種の教育活動が配慮されていること。 
５ 運営 
 (1) 館園の設置規程，利用規則，職員組織規定等館園の運営に必要な諸規定が整備されていること。 
 (2) 開館日数が年間を通じ100日以上であること。 
 (3) 館の運営が年間を通じて一般に公開されていること。 
 (4) 年間利用者は，当該地域の人だけでなく，他地域の人にもわたつていること。 
 （注） (1) 当該施設の指定の審査にあたつては，必要に応じて実施について審査するものとする。 
     (2) 公立の施設にあつては，「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第32条（教育機関
の所管）の規程にもとづき，教育委員会が所管しなければならない。 




   博物館法施行規則第20条の官報公告参考例 
  ○○県教育委員会告示第○号 
  博物館法（昭和26年法律第285号）第29条に規定する博物館に相当する施設として昭和○○○年○月
○日次のとおり指定した。 
          昭和○○○年○月○日 
                            ○○県教育委員会 
 
施 設 名 所 在 地 設 置 名 
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16 博物館法施行規則の一部改正等について 
 
                              昭和58年６月24日 文社社第71号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 

















 ① 博物館登録原簿記載写 
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17 博物館の整備・運営の在り方について 
 
                                    平成２年６月29日 
                                    社会教育審議会 




























 (1) 教育普及活動の多様化と充実 
   博物館における人々の学習活動を推進するためには，特に教育普及活動の充実が今後の重要な課
題である。また，学習相談の実施など学習のための各種のサービス提供等を行うよう努めることが
必要である。 












   さらに博物館は，資料・情報のネットワーク化を推進し，催物等の案内情報，所蔵資料の情報や
学習の機会・内容の情報等を来館者だけでなく，学習グループへの貸出など館外へサービスするこ
とも求められよう。 















 (2) 資料の充実と展示の開発 




   我が国の博物館は，欧米の博物館に比べて歴史が浅く，実物資料も十分ではない。実物資料の収
集が困難な場合など必要に応じ，生涯学習を支援する観点から，実物資料に関する模型，模造，模
写または複製の資料についても一層の活用を図ることが求められている。 






   そのためには，博物館の展示についての研究を奨励するとともに，研究誌等に展示に関する評価
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が掲載されるようにしたり，国や地方公共団体等は，優れた展示を表彰することなどが望まれる。
また，学芸員の養成又は研修において展示に関する内容を充実する必要がある。 






 (3) 研究活動の充実 
   博物館における研究活動は，教育普及活動の基礎として一層の充実が望まれる。研究に基づいて
教育的価値の高い資料の収集に努めたり，研究の成果を展示その他の事業に生かして，人々の学習
活動の促進に資することが重要である。 




   博物館は研究活動の促進のため，国や民間等における助成制度を一層活用することが望まれるこ
とはいうまでもない。 
 
 (4) 学校教育との関係の緊密化 









   さらに，博物館が教員向けの講座を開設したり，教育委員会や学校と連携し，教員研修の一部に
博物館に関する内容が導入されるよう努めたり，また，学校に対する巡回展や資料の貸出などの博
物館と学校との連携事業も積極的に行うよう留意する必要がある。 




 (1) 博物館施設の整備・充実 
   博物館は人々の生涯学習を支援する上で極めて大きな可能性をもっている。博物館の整備の現状
をみると，地域により格差があり，人々の学習要求に十分に応える状況にはない。人々の多様な学
習を適切に援助していくためには，今後一層の施設の整備充実が必要である。博物館の整備に当た








 (2) 情報ネットワークの形成 
   近年，博物館においては利用者へのサービスとしてコンピュータを用いた検索システムを作成し，
所蔵資料に関する情報や催物の案内情報を提供しているところもあるが，ごく一部の例にとどまっ
ており不十分な状況にある。 
   そのため，博物館はコンピュータ等の情報メディアを活用し，博物館の概要，所蔵資料，事業活
動などの情報，さらには，博物館に関する種々の情報について利用者に提供できる体制を整備して
いくことが重要な課題となっている。 
   博物館は，生涯学習を振興するための重要な社会教育施設として，地域内の他の生涯学習関連施
設と協力して，生涯学習に関する情報提供を行うためのシステム構築に積極的に参画することが望
まれる。 
   このようなことから，今後博物館は情報化時代に応じた施設・設備の計画的な整備とともに，博
物館相互間や他の生涯学習関連施設との情報ネットワークの形成に努めることが必要である。 
   また，各国の博物館との情報ネットワークの形成も望まれる。 
 
 (3) 職員資質の向上 
   博物館が果たすべき役割の進展に対応して，博物館職員に求められる知識技術は多様化し，高度
化する傾向にある。 




   保存，修復などにあたる職員にあっては保存技術の進歩，情報処理技術の進展等に伴い，絶えず
新たな知識・技術を身につける必要に迫られている。 
   このことから，設置者はもとより，国，地方公共団体，博物館関係団体等においては，研修事業
の内容の拡充と館種別研修等の各種研修機会の一層の充実に努めるほか，民間資金等によるグルー
プや個人に対する研究助成の拡充や国内外の博物館相互の交換留学の導入も検討する必要がある。 
   また，学芸員の養成の在り方についての見直しを行うなど開かれた施設としての博物館職員の資
質の向上に努めることは多言を要しない。 
 
 (4) 運営基盤の充実等 
   博物館は，その活動を着実かつ継続的に実施するため，財源確保に努めるとともに，より一層効
果的な事業を行っていくことが必要であり事業内容・方法等について絶えず見直しを行うことが望
まれる。 
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   また，税制上の優遇措置を積極的に活用するとともに，博物館活動に対する社会の理解を深め，
寄附の拡大などに努力することは当然である。 
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18 博物館法施行規則の一部改正について 
 
                              平成８年９月13日 文生社第135号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 















































 １ 博物館学     ４単位 
 ２ 教育原理     １単位 
 
















































 ４ ５年以上学芸員補の職にあつた者 
 ３ 社会教育概論   １単位 
 ４ 視聴覚教育    １単位 
 




























第５条   （同上） 
 
 １    （同上） 







 ４ ６年以上学芸員補の職にあつた者 



































 文 化 史 







考 古 学 
民 俗 学 
自 然 科 学 史 
物 理 
化 学 


























 ５    （同上） 
 
（試験認定の方法及び試験科目） 
第６条   （同上） 
 














博 物 館 学
 
教 育 原 理
社会教育概論














































 ２    （同上） 
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19 博物館法施行規則の一部改正について 
 
                              平成８年９月13日 文生社第135号 
                              各国公私立大学長他あて 























生涯学習概論              １単位
博物館概論               ２単位
博物館経営論              １単位
博物館資料論              ２単位
博物館情報論              １単位
博物館実習               ３単位
視聴覚教育メディア論          １単位




















































































旧  規  則 新  規  則 
社会教育概論         １単位 生涯学習概論         １単位 
博物館学           ４単位 博物館概論          ２単位 
博物館経営論         １単位 
博物館資料論         ２単位 
博物館情報論         １単位 
視聴覚教育          1単位 視聴覚教育メディア論     １単位 
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学芸員養成科目の改善 
 
科目名・単位数 ね  ら  い 内     容 















































































    また，博物館経営論以下の３科目は，「博物館学各論」として統合して実施することができる。
ただし，その単位数は４単位を下らないものとする。 
  ２．博物館実習の単位数には，博物館実習に係る大学における事前及び事後の指導の１単位を含む。 
－  － 90
20 私立博物館における青少年に対する学習機会の充実に関する基準 
 
                                     平成９年３月31日 
                                     文部省告示第54号 
 





















   附 則 
 この告示は，平成９年４月１日から施行する。 




   附 則［平成14年８月29日 文部科学省告示第173号］ 
 この告示は，公布の日から施行する。 
 
 ［参照条文］ 所得税法施行令の一部を改正する政令（平成９年３月31日政令第103号）（抄） 
     第217条第１項第三号中…（略）…次のように加える。 
      カ 博物館法第２条第１項に規定する博物館（青少年教育への支援を行うものとして大蔵
省令で定める要件を満たすものに限る。）の設置運営に関する業務を行うことを主たる
目的とする法人 
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         ※法人税法施行令についても同趣旨の改正あり（平成９年３月31日政令第104号）。 
 
        所得税法施行規則の一部を改正する省令（平成９年３月31日大蔵省令第26号）（抄） 
      第40条の７…（略）…第１項の次に次の一項を加える。 









                              平成10年４月17日 文生社第194号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 



















                                   平成10年３月31日 
                                   生涯学習局長裁定 











  ① 財産処分がやむを得ない事情によるものであること。 
  ② 従前行ってきた社会教育活動を確保すること。 
  ③ 住民サービスの低下を招かないものであること。 
 
 (1) 取り壊し 
   施設の全部又は一部について取り壊しの処分をする場合は，次の①～④のいずれかの条件を充た
すものとする。 
  ① 構造上危険な建物。（危険建物の判定については，公立学校施設に準ずる耐力度調査の結果によ
る） 
  ② 取り壊しする施設の従前行ってきた社会教育活動を代替施設において確保する場合。（その際，
耐用年数の残存期間については，代替施設で活動を維持することを条件とする。）ただし，当該代
替施設については，国庫補助を受けずに，地方公共団体単独で整備した施設であること。 
  ③ 法令等に基づき処分することが必要となり，その移転補償費等により代替施設を整備するなど，
社会教育活動を確保する場合。 
  ④ 災害又は火災により全壊，半壊，流失，全焼又は半焼した建物。 
 
 (2) 転 用 
   施設の全部又は一部について転用の処分をする場合は，次の①～③のいずれかの条件を充たすも
のとする。 




  ② 施設の全部又は一部を他の社会教育施設又は文部科学省が別に定める同種の事業を実施する類
似施設として無償で転用する（条例設置）場合。 
  ③ 施設の一部を当該施設本来の業務に支障のない範囲で，社会福祉施設，庁舎等の公的施設とし
て無償で転用する（条例設置）場合。 
 
 (3) 目的外使用 




 (4) 譲渡又は貸与 
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   他の地方公共団体へ無償で譲渡又は貸与する場合は，次のいずれかの条件を充たすものとする。 




  ② 施設の全部を社会教育施設又は文部科学省が別に定める同種の事業を実施する類似施設として
譲渡又は貸与する（条例設置）場合。 
 
 (5) 代替施設の確保に関する扱い 
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  ① 公民館を公民館類似施設に転用する場合 
  ② 公民館の一部を他の社会教育施設，文化施設，社会体育施設に転用する場合 
  ③ 図書館を図書館同種施設に転用する場合 





   ただし，地方公共団体単独で概ね従前の施設機能を上回る代替施設を整備又は別途文部科学大臣
の承認を受けた場合はこの限りではない。 
 










 (2) この場合において，都道府県教育委員会は意見を付するものとする。 
 
６ 附 則 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                             平成14年８月28日 14文科生第419号 
                             各都道府県教育委員会教育長あて 
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（様式１） 
        「私立博物館における青少年に対する学習機会の充実に関する基準」 
        （平成９年文部省告示第54号）第２条（望ましい基準）を満たして 
         いることの確認希望 
 
                                  平成  年  月  日 
 
 文 部 科 学 大 臣  殿 
 
                                   博 物 館 名 






博物館名 館長名 登録年月日 所在地 
   〒 
設置法人名 代表者名 設立許可年月日 所在地 








  １ 「登録年月日」には，博物館法（昭和26年法律第285号）第10条の規定により，都道府県教育委
員会に備える博物館登録原簿に登録を受けた年月日を記入すること。 
  ２ 「望ましい基準に係る取組の概要」には，適宜参考となる資料を添付すること。 
 （備考）用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。 
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24 動物の愛護及び管理に関する法律 
 
                               昭和48年10月１日 法律第105号  
                               最終改正 
                               平成26年5月30日 法律第46号 
 
 
 第１章 総則（第１条―第４条） 
 第２章 基本指針等（第５条・第６条） 
 第３章 動物の適正な取扱い 
  第１節 総則（第７条―第９条） 
  第２節 第１種動物取扱業者（第10条―第24条） 
  第３節 第２種動物取扱業者（第24条の２―第24条の４） 
  第４節 周辺の生活環境の保全等に係る措置（第25条） 
  第５節 動物による人の生命等に対する侵害を防止するための措置（第26条―第33条） 
  第６節 動物愛護担当職員（第34条） 
 第４章 都道府県等の措置等（第35条―第39条） 
 第５章 雑則（第40条―第43条） 
 第６章 罰則（第44条―第50条） 
 附則  
 



























   第２章 基本指針等  
（以下略） 
 
   第３章 動物の適正な取扱い 















































一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては代表者の氏名  




































































































一 死亡した場合 その相続人 
二 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員であつた者 
三 法人が破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管財人  
四 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した場合 その清算人  
















































































































３ 第１項の規定による立入検査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  
 























































   附 則 （平成18年６月２日法律第50号） 
 この法律は，一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。  
 
   附 則 （平成23年６月24日法律第74号） 抄  
（施行期日） 
第１条 この法律は，公布の日から起算して20日を経過した日から施行する。  
 
   附 則 （平成23年８月30日法律第105号） 抄  
（施行期日） 






































































































－  － 115
25 展示動物の飼養及び保管に関する基準 
                                平成16年４月30日 
                                環境省告示第33号 
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第２ 定 義 
 
 この基準において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 





 (2) 展示 飼養及び保管している動物を，不特定の者に見せること又は触れ合いの機会を提供するこ
とをいう。 
 (3) 販売 事業者が，動物を譲り渡すことをいう（無償で行うものを含む。）。 
 (4) 展示動物 次に掲げる動物をいう。 
  ア 動物園，水族館，植物園，公園等における常設又は仮設の施設において飼養及び保管する動物
（以下「動物園動物」という。） 
  イ 人との触れ合いの機会の提供，興行又は客よせを目的として飼養及び保管する動物（以下「触
れ合い動物」という。） 
  ウ 販売又は販売を目的とした繁殖等を行うために飼養及び保管する動物（畜産農業に係るもの及
び試験研究用又は生物学的製剤の製造の用に供するためのものを除く。以下「販売動物」という。） 
  エ 商業的な撮影に使用し，又は提供するために飼養及び保管する動物（以下「撮影動物」という。） 
 (5) 施設 動物を飼養及び保管するための施設をいう。 
 (6) 管理者 展示動物又は施設を管理する者（販売動物の販売を仲介する者を含む。）をいう。 





 (1) 飼養及び保管の方法 
   管理者及び飼養保管者は，動物の飼養及び保管に当たっては，次に掲げる事項に留意しつつ，展
示動物に必要な運動，休息及び睡眠を確保するとともに，健全に成長し，かつ，本来の習性が発現
できるように努めること。 
  ア 展示動物の種類，数，発育状況及び健康状態に応じて適正に給餌及び給水を行うこと。また，
展示動物の飼養及び保管の環境の向上を図るため，種類，習性等に応じ，給餌及び給水方法を工
夫すること。 








  エ 群れ等を形成する動物については，その規模，年齢構成，性比等を考慮し，できるだけ複数で
飼養及び保管すること。 
  オ 異種又は複数の展示動物を同一施設内で飼養及び保管する場合には，展示動物の組合せを考慮
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した収容を行うこと。 
  カ 幼齢時に社会化が必要な動物については，一定期間内，親子等を共に飼養すること。 




 (2) 施設の構造等 
   管理者は，展示動物の種類，生態，習性及び生理に適合するよう，次に掲げる要件を満たす施設
の整備に努めること。特に動物園動物については，当該施設が動物本来の習性の発現を促すことが
できるものとなるように努めること。 
  ア 個々の動物が，自然な姿勢で立ち上がり，横たわり，羽ばたき，泳ぐ等日常的な動作を容易に
行うための十分な広さと空間を備えること。また，展示動物の飼養及び保管の環境の向上を図る
ため，隠れ場，遊び場等の設備を備えた豊かな飼養及び保管の環境を構築すること。 
  イ 排せつ場，止まり木，水浴び場等の設備を備えること。 
  ウ 過度なストレスがかからないように，適切な温度，通風及び明るさ等が保たれる構造にするこ
と，又はそのような状態に保つための設備を備えること。 
  エ 屋外又は屋外に面した場所にあっては，動物の種類，習性等に応じた日照，風雨等を遮る設備
を備えること。 




 (3) 飼養保管者の教育訓練等 











 (1) 施設の構造並びに飼養及び保管の方法  
   管理者及び飼養保管者は，展示動物の飼養及び保管に当たり，次に掲げる措置を講じることによ
り，展示動物による人への危害及び環境保全上の問題等の発生の防止に努めること。 
  ア 施設は，展示動物が逸走できない構造及び強度とすること。 
  イ 施設の構造並びに飼養及び保管の方法は，飼養保管者が危険を伴うことなく作業ができるもの
とすること。 
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  ウ 施設について日常的な管理及び保守点検を行うとともに，定期的に巡回を行い，飼養及び保管
する展示動物の数及び状態を確認すること。 
 
 (2) 有毒動物の飼養及び保管 




 (3) 逸走時対策 








 (4) 緊急事態対策 














































 (1) 展示方法 
   動物園動物又は触れ合い動物の展示に当たっては，次に掲げる事項に留意しつつ，動物本来の形
態，生態及び習性を観覧できるようにすること。 
  ア 障害を持つ動物又は治療中の動物を展示する場合は，観覧者に対して展示に至った経緯等に関
する十分な説明を行うとともに，残酷な印象を与えないように配慮すること。 
  イ 動物園動物又は触れ合い動物の飼養及び保管を適切に行う上で必要と認められる場合を除き，
本来の形態及び習性を損なうような施術，着色，拘束等をして展示しないこと。 
  ウ 動物に演芸をさせる場合には，演芸及びその訓練は，動物の生態，習性，生理等に配慮し，動
物をみだりに殴打し，酷使する等の虐待となるおそれがある過酷なものとならないようにするこ
と。 
  エ 生きている動物を餌として与える場合は，その必要性について観覧者に対して十分な説明を行
うとともに，餌となる動物の苦痛を軽減すること。 
  オ 動物園動物又は触れ合い動物を展示施設において繁殖させる場合には，その繁殖が支障なく行
われるように，適切な出産及び営巣の場所の確保等必要な条件を整えること。 
  カ 動物園等の役割が多様化している現状を踏まえ，動物の生態，習性及び生理並びに生息環境等
に関する知見の集積及び情報の提供を行うことにより，観覧者の動物に関する知識及び動物愛護
の精神についての関心を深めること。 
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 (2) 観覧者に対する指導 
   動物園動物又は触れ合い動物の観覧に当たっては，観覧者に対して次に掲げる事項を遵守するよ
うに指導すること。 
  ア 動物園動物又は触れ合い動物にみだりに食物等を与えないこと。 
  イ 動物園動物又は触れ合い動物を傷つけ，苦しめ，又は驚かさないこと。 
 
 (3) 観覧場所の構造等 
  ア 人に危害を加えるおそれ等のある動物園動物が観覧者に接触することができない構造にすると
ともに，動物園動物を観覧する場所と施設との仕切りは観覧者が容易に越えられない構造にする
こと。 





 (4) 展示場所の移動 








 (5) 展示動物との接触 
  ア 観覧者と動物園動物又は触れ合い動物が接触できる場合においては，その接触が十分な知識を
有する飼養保管者の監督の下に行われるようにするとともに，人への危害の発生及び感染性の疾
病への感染の防止に必要な措置を講ずること。 
  イ 観覧者と動物園動物及び触れ合い動物との接触を行う場合には，観覧者に対しその動物に過度
な苦痛を与えないように指導するとともに，その動物に適度な休息を与えること。 
 
２ 販 売 
  管理者及び飼養保管者は，販売に当たっては，次に掲げる事項に留意するように努めること。 
 
 (1) 展示方法 
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 (2) 繁殖方法 
   遺伝性疾患が生じるおそれのある動物，幼齢の動物又は高齢の動物を繁殖の用に供さないこと。
また，みだりに繁殖させることによる過度の負担を避け，その繁殖の回数を適切なものとすること。 
 
 (3) 販売方法 
  ア 販売の方法は，幼齢の動物における社会化期の確保等，販売動物の種類に応じ，その生態，習
性及び生理に配慮した適切なものとすること。 
  イ 販売に当たっては，動物が命あるものであることにかんがみ，販売先における終生飼養の実施
の可能性を，確実な方法により確認すること。 












３ 撮 影 
  管理者及び飼養保管者は，撮影に当たっては，次に掲げる事項に留意するように努めること。 
 
 (1) 撮影方法 




 (2) 情報提供 
   撮影動物の貸出しに当たっては，撮影動物の健康及び安全の確保がなされるように，その取扱い
方法等についての情報の提供を詳細に行うこと。 
 










       平成19年12月３日 19生社教第72号 国総観資第96号 
       厚生労働省産業安全研究所附属産業安全技術館長，独立行政法人国立科学博物館長 
       独立行政法人国立文化財機構理事長，独立行政法人国立美術館理事長，博物館相当 
       各都道府県教育委員会，博物館担当所管課長，施設設置国立大学法人秋田大学長外あて 
       文部科学省生涯学習政策局社会教育課長，文化庁文化財部美術学芸課長，国土交通省 




















  （一）外国人観光客の来訪の促進 
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27 社会教育法等の一部を改正する法律等の施行について 
 
                            平成20年６月11日 20文科生第167号 
                            内閣府政策統括官（共生社会政策担当） 
                            国立国会図書館長あて 
























 １ 社会教育法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備等（第３条及び第５条関係） 
   ① 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たって，国民の学習に対する多様な
需要を踏まえ，これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うこと
により，生涯学習の振興に寄与するものとなるよう努めるものとすること。 
   ② 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たっての配慮事項として，社会教育
が学校，家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよ
う努めることを加えること。 
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   ③ 教育委員会の事務に，次の事務を規定すること。 
   （ⅰ）家庭教育に関する情報の提供に関する事務 
   （ⅱ）情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に関する学習の機会
を提供するための講座の開設等の事務 
   （ⅲ）主として学齢児童及び学齢生徒に対する，学校の授業の終了後等に学校等を利用して行う
学習等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅳ）社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
その他地域において行う教育活動等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅴ）社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関する事務 
  イ 公民館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第32条及び第32条の２関
係） 
    公民館はその運営状況の評価及び改善並びにその運営に関する地域住民等関係者への情報提供
に努めるべきこととすること。 
  ウ 社会教育関係団体に対する補助金の交付に係る諮問の例外（第13条関係） 




  エ 社会教育主事となる資格を得るために必要な実務経験の範囲の拡大（第９条の４関係） 
    社会教育主事となる資格を得るために必要な３年以上の実務経験の対象として，司書，学芸員
等，学校や社会教育施設における一定の職を加えること。 
  オ その他（第９条の３関係） 
   ① 社会教育主事は，学校が社会教育関係団体等の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には，
その求めに応じて助言を行うことができることとすること。 
 
 ２ 図書館法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備（第３条及び第15条関係） 
   ① 図書館が行う事項として，社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用
して行う教育活動等の活動の機会を提供・奨励する事項を加えること。 
   ② 図書館の事項の実施における配慮事項として家庭教育の向上に資することを加えるとともに，
図書館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供等（第７条の２から第７条
の４まで関係） 
   ① 文部科学大臣は，図書館の設置及び運営上望ましい基準を定め，これを公表することとする
こと。 
   ② 図書館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 司書等の資格取得要件の見直し及び資質の向上等（第５条及び第７条関係） 
   ① 司書となる資格を得るために大学において履修すべき図書館に関する科目を，文部科学省令
で定めることとすること。 
   ② 司書となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
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   ③ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすること。 
   ④ 文部科学大臣及び都道府県教育委員会は，司書及び司書補に対し，その資質の向上のために
必要な研修を行うよう努めることとすること。 
  エ その他（第３条関係） 
   ① 図書館が収集し一般の公衆の利用に供する「図書館資料」について，「電磁的記録」を含むこ
とを明示すること。 
 
 ３ 博物館法の一部改正関係（第３条及び第21条関係） 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備 
   ① 博物館が行う事業として，２のアの①と同様の改正を行うこと。 
   ② 博物館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 博物館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第９条及び第９条の２関
係） 
    博物館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 学芸員等に関する資格取得要件の見直し及び資質の向上（第５条及び第７条関係） 
   ① 学芸員となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ② 学芸員及び学芸員補の研修について，２のウの④と同様の改正を行うこと。 
  エ その他（第２条関係） 
   ① 博物館が収集・展示等を行う「博物館資料」について，２のエの①と同様の改正を行うこと。 
 
 ４ 施行期日等 
  ア この法律は，公布の日から施行すること。ただし，２のウの①に定める事項については，平成
22年４月１日から施行すること。（附則関係） 




 １ 社会教育主事講習等規程の一部改正関係 




 ２ 図書館法施行規則の一部改正関係 
  ア 司書の資格要件に関して，実務経験が必要とされる場合に，当該実務経験として評価されるも
のに官公署，学校又は社会教育施設において社会教育主事や学芸員その他の一定の職を加えるこ
とに伴い，司書講習の受講資格の必要な実務経験において所要の改正を行うこと。（第２条関係） 
  イ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすることに伴い所要の改正を行うこと。
（第３条及び第11条関係） 
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 ３ 博物館法施行規則の一部改正関係 





 ４ 施行期日等 
  ア この省令は，公布の日から施行すること。（附則関係） 






  ア 社会教育法第９条の４第１号ロに規定する社会教育主事補の職と同等以上の職として以下の職
を追加又は削除すること。（一関係） 
   ① 内閣府及び文部科学省において青少年の健全な育成に関する事項の企画及び立案又は総合調
整に関する事務に従事する者の職を削除すること。 
   ② 大学等において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の機会の
提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
   ③ 社会教育施設において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の
機会の提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
  イ 社会教育法第９条の４第１号ハに規定する社会教育に関係のある事業における業務であって，
社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして以下の業務を追加すること。
（二関係） 
   ① アの②と同様の改正を行うこと。 
   ② アの③と同様の改正を行うこと。 
  ウ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ２ 司書補の職と同等以上の職の指定関係（平成20年告示第90号） 
  ア 図書館法第５条第１項第３号ハに規定する司書補の職と同等以上の職として以下の職を指定す
ること 
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行政法人国立青少年教育振興機構において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事す
る職員の職 
   ② 地方公共団体の教育委員会において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員
の職 
   ③ 学校において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ④ 社会教育施設において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ⑤ 社会教育主事の職 
   ⑥ 学芸員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ３ 学芸員補の職に相当する職等の指定の一部改正関係（平成20年告示第91号） 
  ア 博物館法第５条第２項に規定する学芸員補の職と同等以上の職として以下の職を追加すること。 
   ① 文部科学省（文化庁及び国立教育政策研究所を含む。），大学共同利用機関法人，独立行政法
人国立科学博物館及び独立行政法人国立美術館において博物館資料に相当する資料の収集，保
管，展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 
   ② 社会教育施設において博物館資料に相当する資料の収集，保管，展示及び調査研究に関する
職務に従事する職員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ４ 公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準の一部改正関係（平成20年告示第92号） 
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28 博物館法施行規則第７条第１項に規定する学修を定める件 
 
                                   平成21年８月３日 









 二 図書館法施行規則第５条に規定する司書の講習のうち生涯学習概論に係る学修 
 三 社会教育主事講習等規程（昭和26年文部省令第12号）第３条に規定する社会教育主事の講習のう
ち生涯学習概論に係る学修 






   附 則 
 この告示は，平成24年４月１日から施行する。 
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１ 文部科学省設置法 
 
                               平成11年７月16日 法律第96号 
                               最近改正 












   第２章 文部科学省の設置並びに任務及び所掌事務  
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三十一 私立学校教職員の共済制度に関すること。 











































































































   附 則 （平成21年３月31日法律第18号） 抄  
（施行期日） 
第１条 この法律は，平成21年４月１日から施行する。  
 








一 次条の規定 公布の日 




















   附 則 （平成24年８月22日法律第67号） 抄 
 この法律は，子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。 
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２ 文部科学省組織令[関係部分] 
 
                               平成12年6月7日 政令第251号 
                               最近改正 




  生涯学習政策局 
  初等中等教育局 
  高等教育局 
  科学技術・学術政策局 
  研究振興局 
  研究開発局 



























































      第２目 生涯学習政策局 
（生涯学習政策局に置く課等） 
第 26 条 生涯学習政策局に，次の五課及び参事官１人を置く。 
  政策課 
  生涯学習推進課 
  情報教育課 
  社会教育課 
  男女共同参画学習課 
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（政策課の所掌事務） 




































第 29 条 情報教育課は，次に掲げる事務（第一号から第三号まで及び第七号から第九号までに掲げる事
務にあっては，高等教育局の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 





















































      第５目 科学技術・学術政策局 
（科学技術・学術政策局に置く課） 
第 54 条 科学技術・学術政策局に，次の五課を置く。 
  政策課 
  企画評価課 
  人材政策課 
  研究開発基盤課 
  産業連携・地域支援課 
（政策課の所掌事務） 
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七 放射性同位元素の利用の推進に関すること。 
（産業連携・地域支援課の所掌事務） 











      第６目 研究振興局 
（研究振興局に置く課等）  
第 61 条 研究振興局に，次の五課及び参事官二人を置く。 
  振興企画課 
  基礎研究振興課 
  学術機関課 
  学術研究助成課 
  ライフサイエンス課  
（以下略） 
（学術機関課の所掌事務） 











      第８目 スポーツ・青少年局  
（スポーツ・青少年局に置く課等） 
第 78 条 スポーツ・青少年局に，次の五課及び参事官２人（うち１人は，関係のある他の職を占める者
をもって充てられるものとする。）を置く。 
  スポーツ・青少年企画課 
  スポーツ振興課 
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  競技スポーツ課 
  学校健康教育課 
  青少年課 
（スポーツ・青少年企画課の所掌事務） 



































－  － 148
（学校健康教育課の所掌事務） 






第 83 条 青少年課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
一 青少年教育の振興に関する企画及び立案並びに援助及び助言に関すること。 
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   第２章 文化庁 
    第１節 特別な職 
（次長） 
第 93 条 文化庁に，次長１人を置く。 
 
    第２節 内部部局  
     第１款 長官官房及び部の設置等 
（長官官房及び部の設置） 
第 94 条 文化庁に，長官官房及び次の二部を置く。 
  文化部 
  文化財部  
（以下略） 
 
      第３目 文化財部 
（文化財部に置く課等） 
第 107 条 文化財部に，次の３課及び参事官１人を置く。 
  伝統文化課 
  美術学芸課 
  記念物課 
（伝統文化課の所掌事務）  



















第 111 条 参事官は，次に掲げる事務（伝統文化課の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 




   附 則 （平成 26 年３月 31 日政令第 107 号） 
 この政令は，平成 26 年４月１日から施行する。 
   附 則 （平成 26 年３月 31 日政令第 124 号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この政令は，平成 26 年４月１日から施行する。 
   附 則 （平成 26 年５月 16 日政令第 184 号） 
 この政令は，内閣府設置法の一部を改正する法律の施行の日（平成 26 年５月 19 日）から施行する。 
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３ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律［関係部分］ 
 
                               昭和31年6月30日 法律第162号  
                               最近改正 

































   第４章 教育機関 
    第１節 通則 
（教育機関の設置） 
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４ 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律 
 
                               平成２年６月29日 法律第71号  
                               最近改正 
                               平成14年３月31日 法律第15号 
 


















 二 住民の学習に対する需要及び学習の成果の評価に関し，調査研究を行うこと。 
 三 地域の実情に即した学習の方法の開発を行うこと。 




















































 一 生涯学習に係る機会の総合的な提供に関する基本的な事項 
 二 前条第１項に規定する地区の設定に関する基本的な事項 
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 三 総合的な提供を行うべき生涯学習に係る機会（民間事業者により提供されるものを含む。）の種類
及び内容に関する基本的な事項 
 四 生涯学習に係る機会の総合的な提供に必要な事業に関する基本的な事項 


































    （以下略） 
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５ 地方自治法 
 
                              昭和22年４月17日 法律第67号 
                              最近改正 
                              平成25年12月13日 法律第111号  
   第 10 章 公の施設  
（公の施設） 










































第 244 条の４ 普通地方公共団体の長がした公の施設を利用する権利に関する処分に不服がある者は，
都道府県知事がした処分については総務大臣，市町村長がした処分については都道府県知事に審査請
求をすることができる。この場合においては，異議申立てをすることもできる。 














   附 則 （平成 25 年 12 月 13 日法律第 106 号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この法律は，平成 26 年 10 月１日から施行する。 
 










                               昭和37年9月6日 法律第150号 
                               最近改正 













































  令［関係部分］ 
 
                               昭和37年10月10日 政令第403号 
                               最近改正 
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８ 文部科学省所管公立社会教育施設災害復旧費補助金調査要領 
 
                             昭和45年12月７日 文体体第221号 
                             最近改正 
                             平成23年5月10日 23文科生第124号  
 
第 1 趣旨 
 文部科学省所管の公立社会教育施設災害復旧費算定の基礎となる調査については，
「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（昭和 37 年法律第 150
号。以下「法」という。）及び同法施行令（昭和 37 年政令第 403 号。以下「令」とい
う。）に定めるもののほか，この要領の定めるところによる。 
第 2 災害原因の調査 
 災害原因については法第 2 条第 1 項の規定により激甚災害の指定を受けた災害（以下
「激甚災害」という。）による被害であるかどうかを確認するとともに被災施設の原形
および被災状況を調査するものとする。 
第 3 災害復旧事業の対象となる施設 
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第 8 の 3 に定める 1 平方メートル当たりの新築単価を乗じて得た額とする。 
(2) 補修復旧 
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 建物の被災状態が新築復旧の必要のない場合においては，当該補修に要する経費を要




第 8 の 4 の歩掛りにより算出する。 
3 土地 
 土地が被災した場合においては，その復旧に要する経費を要領第 8 の 4 の歩掛りによ
り算出する。 
4 設備 
 (1) 令第 34 条第 3 項により算定するものとする。ただし，同項により算定した額が
実被害額（調査時の購入価格）より上回るときは実被害額とする。 
 (2) 設備の被害が令第 34 条第 4 項に該当すると認められる場合には，設備の実被害
額（調査時の購入価格）および建物の被害程度その他参考となる書類を添付して本省あ
て報告する。 













































 令第 34 条第 2 項に規定する事務費は，事業を施行するために必要な経費とする。 













 別紙報告書様式 1 により調査終了後 5 日以内に本省あて報告書を提出すること。ただ
し，次の各号に該当する場合は別紙様式 2 により報告書を提出すること。 
(1) 災害復旧事業の採否については事務上又は技術上更に検討を加える必要があると
考えられる場合。 
(2) 1 施設当たりの調査額が 1 億円以上となる場合。 
第 9 適用除外 
 次の各号に掲げるものは，適用除外とする。 





第 10 附則 



























－  － 175
１ 文化芸術振興基本法 
 




 第１章 総則（第１条－第６条） 
 第２章 基本方針（第７条） 






















   第１章 総 則 
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５ 前２項の規定は，基本方針の変更について準用する。 
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 第１章 総則（第１条―第４条） 
 第２章 削除 
 第３章 有形文化財 
  第１節 重要文化財 
   第１款 指定（第27条―第29条） 
   第２款 管理（第30条―第34条） 
   第３款 保護（第34条の２―第47条） 
   第４款 公開（第47条の２―第53条） 
   第５款 調査（第54条・第55条） 
   第６款 雑則（第56条） 
  第２節 登録有形文化財（第57条―第69条） 
  第３節 重要文化財及び登録有形文化財以外の有形文化財（第70条） 
 第４章 無形文化財（第71条―第77条） 
 第５章 民俗文化財（第78条―第91条） 
 第６章 埋蔵文化財（第92条―第108条） 
 第７章 史跡名勝天然記念物（第109条―第133条） 
 第８章 重要文化的景観（第134条―第141条） 
 第９章 伝統的建造物群保存地区（第142条―第146条） 
 第10章 文化財の保存技術の保護（第147条―第152条） 
 第11章 文化審議会への諮問（第153条） 
 第12章 補則 
  第１節 聴聞，意見の聴取及び審査請求（第154条―第161条） 
  第２節 国に関する特例（第162条―第181条） 
  第３節 地方公共団体及び教育委員会（第182条―第192条） 
 第13章 罰則（第193条―第203条） 
 











































   第２章 削除  
第５条 削除  
第６条 削除  
第７条 削除  
第８条 削除  
第９条 削除  
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第10条 削除  
第11条 削除  
第12条 削除  
第13条 削除  
第14条 削除  
第15条 削除  
第16条 削除  
第17条 削除  
第18条 削除  
第19条 削除  
第20条 削除  
第21条 削除  
第22条 削除  
第23条 削除  
第24条 削除  
第25条 削除  
第26条 削除  
 
   第３章 有形文化財 
    第１節 重要文化財 
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   第12章 補則  





















































































































































































































































































































－  － 235
第55条第３項又は第131条第２項 
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従わなかつた者 






































































































































































   附 則 （昭和28年８月10日法律第194号） 抄 
１ この法律は，公布の日から施行する。 
 



























   附 則 （昭和31年６月12日法律第148号） 抄 
１ この法律は，地方自治法の一部を改正する法律（昭和31年法律第147号）の施行の日から施行する。 
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   附 則 （昭和58年12月２日法律第78号） 
１ この法律（第１条を除く。）は，昭和59年７月１日から施行する。 
２ この法律の施行の日の前日において法律の規定により置かれている機関等で，この法律の施行の日






























































































































































































   附 則 （平成14年２月８日法律第１号） 抄  
（施行期日） 
第１条 この法律は，公布の日から施行する。  
 








   附 則 （平成16年６月９日法律第84号） 抄 
（施行期日） 
第１条 この法律は，公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行す
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－  － 253
４ 美術品の美術館における公開の促進に関する法律 
 
                               平成10年６月10日 法律第99号  
                               最終改正 
                               平成12年５月31日 法律第91号 
 
 （目 的） 
第１条 この法律は，美術品について登録制度を実施し，登録美術品における公開を促進することによ
って，国民の美術品を鑑賞する機会の拡大を図り，もって文化の発展に寄与することを目的とする。 
 （定 義） 
第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
 一 美術品 絵画，彫刻，工芸品その他の有形の文化的所産である動産をいう。 
 二 美術品 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項に規定する博物館又は同法第29条の規定
により博物館に相当する施設として指定された施設のうち，美術品の公開及び保管を行うものをい
う。 
 三 登録美術品 次条第１項の登録を受けた美術品をいう。 
 四 登録美術品公開契約 登録美術品の所有者が美術館の設置者に対して登録美術品を引き渡すこと
を約し，美術館の設置者が美術館において当該登録美術品を公開することを約する契約であって，
次の要件を満たすものをいう。 
  イ ５年以上の期間にわたって有効であること。 
  ロ 当事者が解約の申入れをすることができない旨の定めがあること。 

















 （承 継） 
第５条 登録美術品の所有者について相続，又は合併又は分割（登録美術品を承継させるものに限る。）





























 一 登録美術品の引渡しを受けたとき。 
 二 登録美術品の引渡しを受けた後に，当該登録美術品の全部若しくは一部が滅失し，若しくはき損
し，又はこれを亡失し，若しくは盗み取られたとき。 
 三 登録美術品公開契約の内容を変更したとき。 


































   附 則［抄］ 
 （施行期日） 
１ この法律は，公布の日から起算して６箇月を経過した日から施行する。 













最終改正 平成26年6月13日 法律第67号 
 
 第１章 総則（第１条―第５条） 
 第２章 役員及び職員（第６条―第11条） 
 第３章 業務等（第12条―第14条） 
 第４章 雑則（第15条・第16条） 
 第５章 罰則（第17条・第18条） 
 附則 
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 一 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名 
 二 美術品の名称，員数及び種類 
 三 美術品の寸法，重量，材質その他の特徴 
 四 美術品に附属物がある場合は当該附属物の概要 
 五 美術品の制作者の氏名，生年及び死亡年並びに制作時期 
 六 美術品が文化財保護法（昭和25年法律第214号）第27条により重要文化財（国宝を含む。以下同じ。）
に指定されたものである場合は，当該指定年月日及び指定書の記号番号 
 七 美術品の由来及び歴史上，芸術上又は学術上の価値 
 八 美術品の権利関係 





 十二 その他参考となるべき事項 
２ 前項に規定する登録申請書の様式は，別記様式第一号によるものとする。 
３ 第１項の登録申請書には，次に掲げる書類及び資料を添付するものとする。 
 一 申請者が個人である場合においては，戸籍抄本及び住民票の写し 
 二 申請者が法人である場合においては，登記事項証明書 
 三 申請者の印鑑証明書 



















 一 登録年月日及び登録番号 
 二 美術品の名称，員数及び種類 
 三 美術品の寸法，重量，材質その他の特徴 
 四 美術品の制作者の氏名，生年及び死亡年並びに制作時期 
 五 所有者の氏名又は名称及び住所 
 六 契約美術館の名称及び所在地並びに設置者の氏名又は名称 










 一 登録美術品の名称，員数及び種類 
 二 登録年月日及び登録番号 
 三 届出時における登録美術品の所在の場所 
 四 承継人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，代表者の氏名 
 五 被承継人の氏名又は名称及び住所 
 六 承継人と被承継人との関係 
 七 承継の発生の年月日 
 八 承継の発生事由 
 九 登録美術品の権利関係 
 十 その他参考となるべき事項 
２ 前項に規定する承継届出書の様式は，別記様式第四号によるものとする。 
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３ 第１項の承継届出書には，次に掲げる書類を添付するものとする。 
 一 当該承継に係る登録美術品の登録通知書の写し 
 二 承継人が個人である場合においては，戸籍謄本及び住民票の写し 
 三 承継人が法人である場合においては，登記事項証明書 
 四 承継人の印鑑証明書 



























 一 登録美術品の名称，員数及び種類 
 二 登録年月日及び登録番号 
 三 所有者の氏名又は名称及び住所 
 四 契約美術館の名称及び所在地並びに設置者の氏名又は名称 
 五 滅失，き損，亡失又は盗難（以下「滅失等」という。）の事実の生じた日時及び場所 
 六 滅失等の事実の生じた当時における管理の状況 
 七 滅失等の原因並びにき損の場合には，その箇所及び程度 
 八 滅失等の事実を知った日 
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 九 滅失等の事実を知った後に取られた措置その他参考となるべき事項 
２ 前項に規定する引渡前滅失等報告書の様式は，別記様式第七号によるものとする。 
３ 第１項の引渡前滅失等報告書には，次に掲げる書類又は資料を添付するものとする。 
 一 滅失又はき損の場合にあっては，その状況を示す明瞭な写真 














 一 登録美術品の名称，員数及び種類 
 二 登録年月日及び登録番号 
 三 所有者の氏名又は名称及び住所 
 四 契約美術館の名称及び所在地並びに設置者の氏名又は名称 
 五 滅失等の事実の生じた日時及び場所 
 六 滅失等の事実の生じた当時における管理の状況 
 七 滅失等の原因並びにき損の場合には，その箇所及び程度 
 八 滅失等の事実を知った日 
 九 滅失等の事実を知った後に取られた措置その他参考となるべき事項 
２ 前項に規定する引受後滅失等報告書の様式は，別記様式第十号によるものとする。 
３ 第一項の引受後滅失等報告書には，次に掲げる書類又は資料を添付するものとする。 
 一 滅失又はき損の場合にあっては，その状況を示す明瞭な写真 




































   附 則 
この省令は，法の施行の日（平成10年12月10日）から施行する。 
 
   附 則 （平成15年３月28日文部科学省令第10号） 
この省令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則 （平成17年３月３日文部科学省令第二号） 
 この省令は，不動産登記法の施行の日（平成17年３月７日）から施行する。 
 











 一 美術品 絵画，彫刻，工芸品その他の有形の文化的所産である動産をいう。 
 二 展覧会 美術品を公衆の観覧に供するための催しで，次に掲げる施設において行われるものをい
う。 
  イ 独立行政法人国立美術館が設置する美術館 
  ロ 独立行政法人国立文化財機構が設置する博物館 





















































 一 政府が支払った補償金の額 




 一 当該補償契約に係る展覧会が第３条第２項に規定する要件を満たさなくなったとき。 
 二 当該補償契約の相手方である展覧会の主催者が次のいずれかに該当するとき。 
  イ 第３条第３項に規定する要件を満たさなくなったとき。 
  ロ 第６条の規定に違反したとき。 
  ハ 第７条の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をしたとき。 
  ニ 当該補償契約の条項に違反したとき。 
 （業務の管掌） 
第12条 この法律に規定する政府の業務は，文部科学大臣が管掌する。 








































 一 補償金の支払の請求の受付 




   附 則 抄 
 （施行期日） 
１ この政令は，法の施行の日（平成23年６月１日）から施行する。  
 






































































































































   附 則 
 この省令は，法の施行の日（平成23年６月１日）から施行する。 
 
   附 則 （平成26年４月10日文部科学省令第19号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 













 一 絵画，彫刻，工芸品その他の有形の文化的所産である動産 



























   附 則 
 この法律は，公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 











 一 化石 





 一 国際文化交流の振興の観点から我が国における公開の円滑化を図る必要性が高いと認められること。 
 二 文化財の不法な輸出入等の規制等に関する法律 （平成14年法律第81号）第３条第２項の規定により特
定外国文化財として指定されたものでないこと。 










   附 則 
 この政令は，法の施行の日（平成23年９月15日）から施行する。 
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12 海外の美術品等の我が国における公開の促進に関する 
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   附 則 
 この省令は，法の施行の日（平成 23 年９月 15 日）から施行する。  
 
  附 則（平成 25 年５月１日文部科学省令第 16 号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 





平成26 年6月13日 法律第67号 
 第１章 総則（第１条―第５条） 
 第２章 役員及び職員（第６条―第10条） 
 第３章 業務等（第11条―第13条） 
 第４章 雑則（第14条） 
 第５章 罰則（第15条） 
 附則 
 

























































































































































































































































































































10 第１項の規定により青年の家等が解散した場合における解散の登記については，政令で定める。  
（独立行政法人国立青少年教育振興機構への出資） 
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14 市町村立歴史民俗資料館の設置・運営のあり方 
 
                                    昭和52年 














 (1) 用 地 






 (2) 施 設 
   施設は次の二種のうち，いずれかとする。ただし併用してもさしつかえない。 
  ア．耐火構造として新設するもの。 
  イ．地方的特色を示す民家，または郷土にとって歴史的に重要な建造物などの既存の建物を利用す
るもの。 




 (3) 収蔵品 
   その地域の特色を示す民俗文化財，地域の歴史の流れを裏づける文書・遺物等の歴史資料，考古
資料。 
 
 (4) 資料館活動 
   各市町村立歴史民俗資料館は，国立歴史民俗博物館，都道府県立歴史民俗資料館との連絡協力関
係を強めるとともに，相互の連携を密にし，情報資料の交換や次に掲げるような資料館活動を活発
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に行うことが望ましい。 
  ア．収集保存活動 実物資料の収集保存，視聴覚資料の収集保存，台帳，調査票の作成。 
  イ．調査研究活動 調査研究，研究成果の発表，収蔵品目録・図録の刊行，調査報告書，研究紀要
の刊行，映画の製作。 
  ウ．公開展示活動 常設展示の開催，民俗芸能等の公開，展示に関する解説目録・図録・案内書等
の刊行。 
  エ．学習活動 
   Ⅰ．設置の趣旨に基づき，地域の特性を考慮して以下に掲げる学習活動を継続的に実施すること
が望ましい。 
   Ⅱ．学習活動の内容 
    ａ．文化財見学（学習）会の開催 
      市町村内に所在する遺跡・建造物・美術工芸品・伝統工芸・有形の民俗文化財等を現地に
訪ねて実際に見て理解を深める。 
    ｂ．文化財研修会（研究会）の開催 
      文化財の概論，市町村所在の文化財の理解を深めるための研修会・講習会あるいは講演会
等の開催で，たとえば文化財に係る読書会，遺物・美術工芸品・生活用具等の収集整理の実
務研修会，古文書講習会等の開催。 
    ｃ．物づくり実演（研究）会の開催 
      焼き物・漆芸・染織等の伝統的工芸技術の研修会，藁・竹・木製品等生活用具の制作技術
の研修会の開催。 
    ｄ．民俗芸能等の伝習会の開催 
      神楽・田楽・（予祝行事・田植踊等）・風流（太鼓踊・念仏踊・盆踊等）・人形芝居・歌舞伎
芝居等の伝習会の開催。 
    ｅ．口頭伝承の研修会 
      伝説・昔話・民謡・ことわざ等の伝習及び研修会。 
    ｆ．生活文化財の研修会（伝習会・体験学習会） 
      生業（農業・漁業・山樵・養蚕等の過程を体験し共同作業の意義を習得），衣食住生活（在
来の服物・郷土食・屋敷構え等），年中行事（正月行事・祭礼・盆行事等）等に係わる理解を
深め，体験学習会を開催する。 
    ｇ．その他 
      芸術文化に関する住民の参加する活動。 
   Ⅲ．学習活動推進のための職員等の配置 
     上記の学習活動を推進するため専任の職員を置くことが望ましい。 
     また，市町村内より広く人材をもとめ，地元の有識者，経験者（古老）を指導者（講師）に
起用し学習活動を充実させることがのぞましい。 
 
－  － 298
15 文化財公開施設の計画に関する指針 
                                    平成７年８月 













































 (1) 建物設計 






  エ．収蔵庫・展示室は，外部の環境からの影響を極力受けにくい設計とする。 
 
 (2) 設備設計 
  ア．空気調和設備 
   (ｱ) 空気調和（以下「空調」という。）設備は，四季を通じて温度と相対湿度を調整できるものを
採用することが望ましい。 
   (ｲ) 空調系統は，展示室と収蔵庫とに分離する。特に，収蔵庫の内部についても文化財の材質等
に応じて分離することが望ましい。 
   (ｳ) 収蔵庫の空調は，庫内だけでなく，二重壁内の空気層にも行うように配慮する。 
   (ｴ) 騒音・振動を発生する設備機器は，展示室及び写場の近くには設置しない。 
  イ．照明設備 
    文化財が置かれる空間には，紫外線除去を施した蛍光灯や白熱灯など紫外線を出さない光源を
用い，温度上昇を避けるとともに，文化財の材質に応じて調光可能な装置を備える。 
  ウ．防火・防犯設備 
   (ｱ) 展覧区画，保存区画，管理区画の動線は重ならないようにする。 
   (ｲ) 展覧区画については，文化財の安全とともに，観覧者の安全に配慮した防火・防犯設備が必
要である。 
   (ｳ) 保存・管理区画については，防火・防犯に係る管理を十分に行う必要がある。 
 
 (3) 各部屋の配置設計 
  ア．展覧区画，保管区画，管理区画を明確に分ける。 
  イ．収蔵庫・展示室等各部屋の配置に当たっては，文化財の移動を安全，かつ機能的に行えるよう
に，複雑な動線や段差を避ける。 
  ウ．文化財が置かれる部屋の防火区画は，個々に完全な独立区画とする。 
 















 (4) 通路設計 
  ア．通路は，文化財の移動が安全かつ効率的に行われるようにできるだけ短くするとともに曲がり
角を少なくし，段差や斜面は極力避ける。 
  イ．通路の有効幅は，２メートル以上とすることが望ましい。 
 
 (5) 施工等 















 (1) 搬出入口 
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する。 
 





  ウ．輸送車の排気ガス処理を図るため，換気設備を設ける。 
  エ．荷解場は，梱包資材等の整理・保管及び文化財移動時の安全性を考慮し，荷解作業等を行う上
で，文化財にとって安全かつ十分なスペースを確保する。 
  オ．荷解場の床高は，文化財の搬出入に差し支えないよう考慮する。 
 


















  キ．収蔵庫の扉は，出入口は原則として１ヵ所とし，密閉性，防火性に優れたものを設置する。 
  ク．収納棚等は，地震等による移動，転倒，落下及び収納品の落下防止を考慮したものとする。 
  ケ．収納棚等は，空調の吹出・吸込口の位置を考慮して配置するとともに，庫内の出入口付近のス
ペースは広くとる。 
  コ．漏電防止のため，収蔵庫内の機器類の電源は，収蔵庫外から切れるように設計する。 
 
 (5) 調査・整理・修理室・写場等 
   これらの部屋は，いずれも直接文化財を取り扱う場所であり，温湿度・照明については収蔵庫の
条件にできるだけ近く調整できるように設計する。 
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 (6) 燻蒸施設 
  ア．搬出入口の近くで，建物内の他の施設から独立した専用の施設として設置するのが望ましい。 
  イ．原則として建物の外壁に接して設置するとともに，前室を設ける。 
  ウ．燻蒸室及び前室には，それぞれ排気設備を設置する。 
  エ．燻蒸室内には，減圧燻蒸釜や燻蒸庫を設置することも有効である。 
  オ．扉，壁などは，気密性に留意して設計する攪拌装置等を設置する場合は，電気系統を防爆系と
する。 
  カ．燻蒸後の排ガス処理装置を設置するとともに，配管は極力短くなるように考慮する。 
  キ．建物の空調・電気等の配管が燻蒸室を通らないように考慮する。 
 
 (7) 展示室・展示ケース 
  ア．外光の入る開口部は，原則として設けない。 
  イ．観覧者の出入等より，展示室が著しい外部環境の影響を受けることがないように設計する。 
  ウ．収蔵庫と同一の保存環境を実現するとともに，防犯上からも展示ケースの使用が必要である。
展示ケースの設計については，以下の点に留意すること。 
   (ｱ) 展示物の大きさや展示作業上の安全性，機能性及び耐震性を考慮して設計をする。 
   (ｲ) ケース内の温湿度調整法にはおおむね次の方式があるが，環境や施設計画，将来の管理・運
営を十分に考慮した上で，採用することが望ましい。 
    (a) 調湿剤使用方式 
      密閉度の高いケースを用い，調湿剤で湿度を一定に保つ方式である。 
      調湿剤の管理を適切に行う必要がある。 
    (b) 空調方式 
      空調によってケース内の温湿度を一定に保つ方式である。 
      吹き出し口からの風が直接文化財に当たらないように考慮し，かつ恒常的に空調を行う必
要がある。 
    (c) 自然換気方式 
      自然換気により，展示室内の空気をケース内に導入する方式である。 
      展示室内を恒常的に空調して温湿度を一定に保ち，かつ室内の空気の汚れがケース内に直
接流入しないように，フィルターの交換を適切に行う必要がある。 
   (ｳ) 展示ケースのガラス等は，十分な強度を持ったものを使用する。また，地震等の災害や不慮
の事故を考慮して，張り合わせガラス等を使用することなどは有効である。 






   Ａ．文化，スポーツ施設等との複合。 
   Ｂ．各種事務所との複合。 
   Ｃ．デパート・商業施設等との複合。 
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 (1) Ａ及びＢに該当する施設 
  (ｱ) 建設上，防火・防犯区画が画然とし，他の施設の部分と隔絶されていること。 
  (ｲ) 空調・電気・消火設備等が独立して機能していること。 
  (ｳ) 適正な文化財の保存環境が保てる展示室・収蔵庫が設置されていること。 
  (ｴ) 文化財の搬出入経路が明確で，防火・防犯上に支障のないこと。 
  (ｵ) 文化財公開施設専用の出入口を設けていること。 
 
 (2) Ｃに該当する施設 
  (ｱ) 上記の(1)の事項を充足していること。 
  (ｲ) 文化的展観を行う専用施設として商業施設等から隔絶（避難通路を除く）されていること。し
たがって，出入口は展示施設の専用口であること。 








                            平成８年８月２日 文化庁告示第９号 
                            最近改正 
                            平成８年８月30日 文化庁告示第12号 
 
 （趣 旨） 
第１条 文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下「法」という。）第53条第１項ただし書の規定に基
づく公開承認施設の承認に関しては，この規程の定めるところによる。 











 二 博物館等の施設の組織等が，次に掲げる要件を満たすものであること。 
  イ 重要文化財の保存及び活用について専門的知識又は識見を有する施設の長が置かれていること。 
  ロ 博物館法（昭和26年法律第285号）第５条１項に規定する学芸員の資格を有する者であり，文化
財の取扱いに習熟している専任の者が二名以上置かれていること。 
  ハ 博物館等の施設全体の防火及び防犯の体制が確立していること。 
 三 博物館等の施設の建物及び施設が，次に掲げる要件を満たし，文化財の保存又は公開のために必
要な措置が講じられていること。 
  イ 建物が，耐火耐震構造であること。 
  ロ 建物の内部構造が，展示，保存及び管理の用途に応じて区別され，防火のための措置が講じら
れていること。 
  ハ 温度，相対湿度及び照度について文化財の適切な保存環境を維持することができる設備を有し
ていること。 
  ニ 防火及び防犯のための設備が適切に配置されていること。 
  ホ 観覧者等の安全を確保するための十分な措置が講じられていること。 
  ヘ 博物館等の施設が同一の建物内で他の施設（商業施設を除く。）と併設して設置されているとき
は，文化財の保存又は公開に係る設備が，当該博物館等の施設の専用のものであること。 
  ト 博物館等の施設が同一の建物内で商業施設と併設して設置されているときは，当該博物館等の
施設が，文化財の公開を行う専用の施設として商業施設から隔絶（非常口を除く。）しているこ  
と。 







 一 博物館等の施設の設置に関する規約 
 二 博物館等の施設の組織並びに防火及び防犯の体制を記載した書類 





 六 申請日の属する事業年度の直前３年間の事業の実施状況 
 七 申請前５年間に行われた重要文化財の公開状況 


















 一 第３条に規定する承認の基準に適合しなくなったとき。 
 二 第５条第１項の規定により文化庁長官の承認を受けなければならない場合において，その承認を
受けなかったとき。 
 三 第５条第２項及び第６条の規定により文化庁長官に提出すべき書類の題出を怠ったとき。 
平成８年10月１日から施行する。 
 




















 二 博物館等の施設の組織等が，次に掲げる要件を満たすものであること。 
  イ 重要有形民俗文化財の保存及び活用について専門的知識又は識見を有する施設の長が置かれて
いること。 
  ロ 博物館法（昭和26年法律第285号）第５条第１項に規定する学芸員の資格を有する者であり，文
化財の取扱いに習熟している専任の者が２名以上置かれていること。 
  ハ 博物館等の施設全体の防火及び防犯の体制が確立していること。 
 三 博物館等の施設の建物及び設備が，次に掲げる要件を満たし，文化財の保存又は公開のために必
要な措置が講じられていること。 
  イ 建物が，耐火耐震構造であること。 
  ロ 建物の内部構造が，展示，保存及び管理の用途に応じて区分され，防火のための措置が講じら
れていること。 
  ハ 温度，相対湿度及び照度について文化財の適切な保存環境を維持することができる設備を有し
ていること。 
  ニ 防火及び防犯のための設備が適切に配置されていること。 
  ホ 観覧者等の安全を確保するための十分な措置が講じられていること。 
  へ 博物館等の施設が同一の建物内で他の施設（商業施設を除く。）と併設して設置されているとき
は，文化財の保存又は公開に係る設備が，当該博物館等の施設の専用のものであること。 









 一 博物館等の施設の設置に関する規約 
 二 博物館等の施設の組織並びに防火及び防犯の体制を記載した書類 





 六 申請日の属する事業年度の直前３年間の事業の実施状況 
 七 申請前５年間に行われた重要有形民俗文化財等の公開状況 
























 一 第３条に規定する事前の届出の免除の基準に適合しなくなったとき。 
 二 第５条第１項の規定により文化庁長官に提出すべき書類の提出を怠り，又は文化庁長官の免除を
受けなかったとき。 
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 三 第５条第２項及び第６条の規定により文化庁長官に提出すべき書類の提出を怠ったとき。 
   附 則 
 この規程は，平成８年10月１日から施行する。 
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18 重要文化財（建造物）の活用について 
 
                              平成８年12月25日庁保健第161号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 




























































 (1) 文化財の活用 





 (2) 公 開 





   文化財の外観の公開について一層効果を高めるには，文化財の所在やその内容を容易に知ること
ができるような標識や解説資料などの充実，また文化財の外観をより引き立てるような周辺地区の
整備等が今後望まれる。 
   一方，外観の公開にとどまらず，文化財の内部を公開したり，広大な敷地内に所在する文化財の
外観を公開する場合には，所有者のプライバシー保護や宗教建築としての性格の保持，管理方法な




 (3) 機能や用途の維持 
   次に，文化財がもつ機能や用途を維持し，使い続けることは活用のひとつの在り方である。例え
ば民家建築に住み続けること，社寺建築を宗教行事に用いることなどが該当する。 













 (4) 新しい機能や用途の付加 
   一方，公共建築や民家の一部を喫茶店として使用することや，工場建築をショールームとして用
いるなど，建物が本来持っていた機能や用途が失われてしまった後に，新しい機能や用途を加えて
積極的に活用する方法もある。 
   これらの方法は，特に本来の機能や用途を維持できなくなった近代の建造物や民家建築にあって
は，公開の機会の拡大につながるので，文化財の魅力を広く伝える手法として極めて有効と言えよ
う。 





 (5) 活用と文化財的価値との両立 
   文化財は，建設後長い年月を経ていることから，後世の改変が加えられている場合が少なくな 
 い。改変部分を含めて構造・空間構成・部材・各部の技法などあらゆる部分に，独自の価値を見出
すことができる。 
   しかし，あらゆる面に価値があることを強調して現状を変えることを頑なに否定することは，改
造を伴う活用の有効性を全く否定してしまうこととなる。 
   文化財に新しい機能や用途を加えて活用する場合はもちろん，本来の機能や用途を維持する場合
でも，部分的な現状の変更は避けられないことがある。 
   文化財保護の要である保存と活用の両立を目指す際には，文化財の現状を変更してはならない部
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分と，変更もやむを得ない部分を十分に議論して認知しておく必要がある。 









 (1) 景観や環境と一体となった文化財 
   建造物は，その建設時における景観や環境を前提条件として作られたものであり，同時に，文化
財の存在が周囲に影響を与え，景観や環境が形成されてきている。このような文化財を中心とする
歴史的景観や環境に対しても，保全と活用が求められる。 








 (2) 活用の対象となる範囲 








 (3) 景観や環境への配慮 
   文化財を中心とした景観や環境は，土地の形質・敷地の区画・植生・水系・その他の建造物など，
多くの要因が絡み合って形成されている。したがって，その保全に当たっては，文化財が最も魅力
的な存在であった時期の景観や環境を前提としながら，活用を図る必要がある。 
   特に，駐車場・管理施設・商業施設など文化財の活用のために便益施設を整備しようとする場合
には，文化財とその周囲の景観や環境に対して十分に調和を図ることが必要である。 
   また，やむを得ず文化財を移築する際にも，移築先が本来の立地条件を想起させるものであるこ
とが望ましい。 
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４ 文化財の活用を進めるための施策 
 (1) 文化財に対する公的規制の在り方 




   そのような規制の代表的なものが，文化財保護法第43条に定める「現状の変更」及び「保存に影
響を及ぼす行為」に対しての文化庁長官の許可制度である。 
   文化財の現状を変更する行為は，「維持の措置」と「非常災害のために必要な応急措置」に該当す
る行為を除けば，全て予め許可を必要とする。「維持の措置」には，文化財がき損している場合の原
状復旧と，き損拡大防止のみが該当するものとされている。 




   現状の変更時の規定の運用については，今後とも，許可制度の意義を踏まえつつ，文化財の価値
の所在点や実状に応じて活用に資するという視点を考慮し，一層適切な措置を図るようにすべきで
ある。 










   今後，規制の範囲を明確にして運用の仕方について分かり易く所有者等に示していくことが必要
である。文化財的価値に影響を及ぼさない軽微な現状の変更については，事務手続きを簡略化し，
所有者自身の判断に基づき迅速に対応できるよう検討する必要がある。 
   また，「保存に影響を及ぼす行為」についても，「影響の軽微である場合」は許可を必要としない
ものと規定されているが，どのような場合が該当するのか明確に示しておく必要がある。 
 
 (2) 活用計画の必要性 
   このように，公的な規制を再検討し，弾力的な措置等を適用するに際しては，文化財の所有者等
は，事前に文化財の保存のために必要な維持管理や修理に関する事項を定めた保存管理計画を策定
し，その中で周囲の景観や環境と一体となった活用計画を明確にしておく必要がある。 
  活用計画では，当該文化財を如何にして活用していくかの基本的方針を定め，活用に係る問題  
点，特に安全面での課題について把握した上で，その解決案を作成しておくことが必要である。不
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特定多数が使用する施設として活用する場合には，重要文化財であっても十分な安全性を確保して
おくことが必須条件となる。 








   機能や用途を維持し安全性を維持するために，継続的な補修・改修が常に想定される場合には，
このような措置が特に必要である。 
 
 (3) 活用事例の評価と広報 
   文化財の活用は，いまだ社会的な認知を十分に得ているとはいえないが，現在様々な手法で広が
っており，今後とも多様化していくものと考えられる。しかし，その一方で，活用に名を借りて行
われた行為が文化財の価値を著しく損ねてしまった場合もある。 
   したがって，文化財の活用の具体的な手法について，どのようなことが可能か，どのようなこと
が適切かなど，広く経験を交換できるような方策が必要である。 
   このため，重要文化財とその周辺環境を中心とする，地域にとっても魅力的な総合的な文化財活
用事業が各地で行われるために，文化財の外観や内部の公開，機能や用途の維持，新しい機能や用
途の付加など，様々な手法による活用事業をモデル的に実施することが望まれる。 
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19 出土品の取扱いについて 
 
                              平成９年８月13日 庁保記第182号  
                              各都道府県教育委員会教育長あて 





























  (ｱ)  出土品については，一定の基準に基づき，将来にわたり文化財として保存を要し，活用の可能
性のあるものと，それ以外のものとに区分し，その区分に応じて保管・管理その他の取扱いを行
うこと。 
  (ｲ) 上記(ｱ)の区分により保存・活用の必要性・可能性があるとされた出土品については，その文化
財としての重要性・活用の状況等に応じて，適切な方法で保管・管理を行うこと。 
  (ｳ) 出土品の活用については，専用施設における展示・公開等の従来の方法にとらわれず，広範な
方途により積極的に行うこと。 
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  (ｴ) 法第63条第１項の規定により国庫に帰属した出土品は，法第64条の規定により，その保存のた
め又は効用からみて国において保存・活用を行う必要がある場合は国が保有し，それ以外の場合
は地方公共団体等に譲与されること。 







 (1) 区分に関する基準 
   将来にわたり保存・活用を図る必要性・可能性のある出土品とそれ以外のものとの区分について
は，一定の基準に即して行う必要がある。 
   したがって，各都道府県教育委員会においては，次に示す諸要素を総合的に勘案し，かつ，各地
域の歴史的特性や関連の学問分野等に係る要素を加えて，区分に関する具体的な基準を定めること
とされたい。 
  ① 種類：出土品の種類・性格による分類の要素 
  ② 時代：出土品が製作され，又は埋蔵された時代の要素 
  ③ 地域：出土品が出土した場所，地方又は歴史的・文化的区域の要素 
  ④ 遺跡の種類・性格：出土した遺跡の種類・性格の要素 
  ⑤ 遺跡の重要度：出土した遺跡の重要度の要素 
  ⑥ 出土状況：出土の状況，特に遺構との関係に関する要素 
  ⑦ 規格性の有無：出土品が型作り等による規格品・大量生産品であるか否かの要素 
  ⑧ 出土量：同種・同型・同質の出土品の出土量の要素 
  ⑨ 残存度・遺存状況：出土品の残存・保存の程度の要素 
  ⑩ 文化財としての重要性：出土品自体が有している文化財としての性格・重要度の内容・高低の
要素 
  ⑪ 移動・保管の可能性：出土品の大きさ・形状・重さ，それによる移動・保管の可能性の要素 
  ⑫ 活用の可能性：出土品の将来的な活用の可能性の有無・程度に関する要素 
   この基準の策定に際しては，前記「報告書」の第２章，２，(2)中の「選択についての標準・方針
の要素・視点となる事項」を参照されたい。 
   なお，この基準については，策定後もその妥当性・有効性について随時検討し，学術的な進歩，
社会的認識の変化等に従って，最適なものとなるよう改善していくことが望ましい。 
 
 (2) 区分の対象等 
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３ 出土品の保管・管理等（「指針」３関係） 
 (1) 保管・管理に関する基本的な考え方及び方法 
  (ｱ) 基本的な考え方 





    このような出土品の区分とそれに対応した保管・管理の在り方としては，次のようなものが考
えられる。 
   ① 文化財としての価値が高く，展示・公開等による活用の機会が多いと考えられるもの 




   ② 文化財としての価値，活用の頻度等において①の区分に次ぐもの 




   ③ 文化財としての価値，活用の可能性・頻度が比較的低いもの 
     必要があれば取出しが可能な状態で，保管スペースを可能な限り効率的に利用できる方法で
収納する。 
    この場合，出土品の保管・管理は，必ずしも同一遺跡から出土した出土品を同一の地方公共団
体等で一か所に一括して保管するという考え方にとらわれる必要はなく，適切かつ合理的な保
管・管理の観点から柔軟に対応することが望ましい。 
    各都道府県教育委員会においては，上記の基本的な考え方に即し，出土品の適切かつ合理的な
取扱いについて，管下の教育委員会等に対する指導等を含め，配慮されたい。 
 
  (ｲ) 適切な保管・管理のための記録の整備・管理 
    出土品の保管・管理を行う地方公共団体等においては，出土品の適切な管理や活用のため，そ
の名称・内容・数量・発見時期・出土遺跡名，発掘調査報告書への記載状況，保管の主体・場所
等に関する記録を作成し，管理する必要がある。 
    各都道府県教育委員会においては，この趣旨に沿って，出土品の適切な保管・管理について管
下の市町村教育委員会その他出土品の保管・管理を行う機関等に対する指導等を含め，配慮する
とともに，管下における出土品の保管・管理状況について的確に把握しておくこととされたい。 
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 (2) 保管・管理のための施設・体制の整備等 
   出土品について適切かつ合理的な保管・管理を行っていくためには，地方公共団体等における必
要な施設の充実と専門的知識を有する職員による体制の整備を進める必要がある。 





 (3) 出土品の廃棄その他の措置と配慮事項 








   また，廃棄その他の措置を執る場合は，後日，無用の誤解・混乱を生ずることのないよう，対象
の出土品の種類・性格・数量等に応じて，何を，どこにおいて，どのような措置を執ったかの概要
に関する記録・資料を作成し，保管しておくことが必要である。 
   各都道府県教育委員会においては，出土品の廃棄その他の措置を執った管下の市町村教育委員会
等から上記の記録・資料の提出を受ける等により，管下における取扱いの状況を把握するととも  
に，出土品の適切な取扱いの確保のため，必要に応じて適宜指導することとされたい。 







 (1) 活用に関する基本的な考え方 




   このような出土品の活用方法の改善・充実については，出土品の保管・管理を行う地方公共団体
等が，次に示す例を参考として，それぞれ有効かつ適切な方途を検討し，実施することが望まれ  
る。 
   したがって，各都道府県教育委員会においては，出土品の積極的な活用について，出土品の保管・
管理を行う管下の市町村教育委員会等に対する指導を含め，配慮されたい。 
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  (ｱ) 博物館等の展示専用施設における活用の改善・充実 
    博物館や歴史民俗資料館等の展示専用施設における展示については，発掘調査組織と博物館等
との連絡・協力関係を強化し，発掘調査の成果を地域に広く公開するため，最新の調査成果を反
映した常設展示の更新や速報的な展示の企画等を積極的に進めること。 
    また，展示の方法としても，出土品の種類によっては，見るだけではなく直接触れることがで
きるようにする等の工夫も必要である。 
  (ｲ) 学校教育における活用の充実 
    出土品は，子ども達が直接，見て，触れながら，地域の歴史や文化を学ぶことができる貴重な
資料であるため，これを学校教育における「生きた教材」として，一層積極的に活用すること。 
    この場合，地方公共団体においては，出土品の提供や資料の作成・提供，埋蔵文化財担当専門
職員による説明等の協力を行うことも必要である。 
  (ｳ) 地域の住民に対する活用の工夫 
    市町村役場や公民館等の住民に身近な公共施設における出土品の展示や地域への行事への出品，
発掘調査の現地説明会における活用等，地域の住民が直接出土品にふれることができる機会を設
けること。 
  (ｴ) 民間施設を利用した活用 
    公的な展示専用施設に限らず，例えば発掘調査の原因となった開発事業により建設された施設
での展示等，展示専用施設でない民間の施設を有効に利用した活用も積極的に進めること。 
  (ｵ) 他の地方公共団体等との連携 
    出土した地域や地方公共団体内に限らず，相互交換・貸借により，国内の他の地域に置ける展
示・公開あるいは研究資料としての活用を図ること。 
    なお，我が国の多様な文化と歴史に対する理解を深める上から，外国における展示・公開等も
有益であると考えられる。 
  (ｶ) 学術的な活用の推進 
    出土品は，文化財としての活用のほか歴史学・考古学等の研究資料としての活用の可能性を有
するものであり，その研究資料としての活用は，学術の進歩・発展にとっても有効なものである
ので，大学，研究機関における研究活動等における出土品の活用を今後一層拡充すること。 








 (2) 展示・公開のための施設・体制の整備等 
   出土品の展示・公開等その積極的な活用の推進のため，地方公共団体，特に市町村においては，
必要な施設の設置や既存の施設の充実・改善及び専門職員の配置等による体制の整備を図る必要が
ある。 
   また，埋蔵文化財の発掘調査，出土品の収蔵・保管等の拠点となる施設の設置・整備に際しては，
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発掘調査の成果を住民に還元できるよう，出土品の展示等の活用のための機能にも十分配慮するこ
とが必要である。 
   前記３，(2)の「埋蔵文化財センター」は，このような施設としても有効なものであるので，これ
を活用されたい。 

















  なお，国で保有する出土品の選択基準は，従来どおりである。 
 
７ 出土品の地方公共団体等への譲与（「指針」６，７関係） 
 (1) 地方公共団体への譲与の促進 














   また，工事等に伴う発掘調査その他の場合で，発見者等が企業，個人，法人格を有しない遺跡調






 (2) 発見者等への譲与 
   上記(1)による国保有又は法第64条第３項の規定による地方公共団体への譲与を行うことができ
ない場合については，法第64条第１項の規定により発見者等に譲与することとなる。 






 (3) 譲与の手続 










  ① 借受けの目的が当該出土品の保存・活用にとって適切であること 
  ② 当該出土品の保管・展示等を行うための施設・設備が整備されていること 










                                     平成９年８月13日  
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 (ｱ) 石器，骨角器等旧石器時代に属するもの 
 (ｲ) 土器，土製品，石器，骨角器等縄文時代に属するもの 
 (ｳ) 土器，青銅器，鉄器，石器，木製品等弥生時代に属するもの 
 (ｴ) 鏡，武器，武具，馬具，装身具，埴輪，石製品，土器等古墳時代に属するもの 
 (ｵ) 瓦，貨幣，印章，仏像，経筒，骨壺，墓誌，陶磁器，木簡等歴史時代に属するもの 
 














 (ｱ) 貸付けを受ける目的が当該出土品の保存・活用にとって適切であること 
 (ｲ) 当該出土品の保管・展示等を適切に行うための施設・設備が整備されていること 
 (ｳ) 貸付けの期間中，当該出土品が，適切な知識・技能を有する者により取り扱われること 
 
 （附 則） 
９ 出土文化財取扱要領（昭和55年２月21日文化庁長官裁定）は，廃止する。 
 





平成  年  月  日 
文 化 庁 長 官 殿 
 
                           〔法第64条第３項による譲与の場合〕 
                             都道府県・市町村教育委員会教育長名 
                           〔法第64条第１項による譲与の場合〕 
                             発見者    ○ ○ ○ ○ 








 (1) 品名・数量 
 (2) 発見の場所・遺跡名，発見の年月日 
 (3) 発見者の氏名・住所 
 (4) 発見された土地の所有者の氏名・住所 
 (5) 文化財として認定された年月日 
 
２ 譲与申請の理由・譲与後の取扱い 
 (1) 譲与申請の理由 
 (2) 譲与後に保管する場所・施設及び保管方法 
 (3) 保管責任者となる者の氏名・役職・連絡先 
 (4) その他参考となるべき事項 
 
※添付書類等 
 ① 文化財保護法第60条による警察署長の提出書の写 












平成 年 月 日 
                           発見者       ○ ○ ○ ○ 
                           発見地の土地所有者 ○ ○ ○ ○ 
                           譲与後当該出土品の寄託等を受けて 
                           保存・活用する者  ○ ○ ○ ○ 
 






 (1) 出土品の名称 
 (2) 発見地 
 (3) 発見年月日 
 
２ 保存・活用の方法 
 (1) 寄託を受けて保存・活用を行う者の氏名・住所〔機関の名称・代表者名・所在地〕 
 (2) 保存・活用を行う施設の名称・所在地，規模・構造の概要 
 (3) 保存・活用の方法等の概要 
 





平成 年 月 日 
 
文 化 庁 長 官 殿 
 
                            借受け申請者 
                              氏名（又は機関の名称及び代表者） 







 (1) 品名・数量 
 (2) 発見地・遺跡名 
 
２ 借受け申請物件の使用計画 
 (1) 使用（保管・展示等）の目的 
 (2) 使用（保管・展示等）計画 
 (3) 借受け希望機関（展示を行う場合は，その機関を付記すること。） 
 (4) 使用（保管・展示等）場所の名称・所在地 
 (5) 使用（保管・展示等）を行う建物その他の施設・設備の概要 
 (6) 借受け品を取り扱う専門技術者の氏名・経歴 
 (7) 借受け品の輸送方法 
 
※添付資料等 
 ① 保管・展示等を行う建物その他の施設・設備の概要及び図面 
 ② 防災施設等の概要及び図面 
 ③ 消防法令に適合していることを証する消防署の意見書 
 ④ その他参考資料 
 
 
－  － 327
20 出土品の保管について 
 
                              平成15年10月30日 財記念第49号  
                              各都道府県教育委員会教育長あて 
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21 文化財（美術工芸品等）の防災に関する手引 
 
                                    平成９年６月 












































  (1) 移動・転倒・落下等による被害 
  (2) 火による被害 



























 (1) 収蔵庫等の施設で収蔵・保管する場合 
  ア 寺院，神社等の収蔵庫等での収蔵・保管 
  イ 博物館施設の収蔵庫での収蔵・保管 
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 (2) 寺院，神社等の堂塔や社殿などに仏像・神像等を安置している場合 
 (3) 屋外で梵鐘，燈籠等を管理する場合 




 (1) 収蔵庫等の施設で収蔵・保管する場合 
  ① 収蔵・保管施設は，建設地及び周辺環境等を考慮し，防火・防犯設備はもとより，耐震・免震
性等を確保した構造であるものが望ましい。 
  ② これらの施設は，収蔵する文化財を適正に保管できる床面積を確保することが望ましい。 
  ③ 出入口の扉の周辺には，転倒するおそれのある文化財や器物等を置くことは避ける必要があ 
る。 
  ④ 停電した場合には，点検や復旧作業が極めて困難となるので，収蔵庫の全室や庫内に懐中電灯
等の非常用照明器具を常備しておくことが必要である。 
  ⑤ 丈の高い仏像や比較的大きな光背，あるいは近代彫刻等には，可能な限り養生を施して横たえ
る，支持具を設けるなどの対策が有効である。 
  ⑥ 仏像の台座は，心棒が上下に貫通した本格的な蓮華座の免震性が高いことを参考にして，安全
性の高い構造にすることが望ましい。また，台座各段が小さなダボでつながったものは，はずれ
やすく，像が転倒したり，飛び出したりすることが多いので，これを防ぐ処置が必要である。 
  ⑦ 収納棚を設置する場合，奥行きのある木製の棚が望ましい。また，棚の移動・転倒防止策を講
じる必要がある。 
  ⑧ 棚から落下を防止するため，安全性・使い易さ等を考慮したストッパー等を設ける必要がある。 
  ⑨ 木製の保存箱に文化財を収納して保管することは有効である。特に陶磁器・ガラス製品等の破
損しやすいものは，保存箱に緩衝材で包んで収納するとともに，収納棚の低層部で保管するなど
の配慮が必要である。 
  ⑩ 保存箱を積み重ねることは避ける必要がある。また，考古資料を収納する整理箱を積み重ねる
場合には，重心を低く保つ必要がある。 
  ⑪ タンスやマップケースは，移動・転倒のないよう配慮するとともに，引出しが飛び出さないよ
うに常に施錠しておく必要がある。 
  ⑫ 近代絵画等の額装品を収蔵・保管する場合には，移動ラック，ワイヤーの繋ぎ部分等の安全性
を十分に確保する必要がある。Ｓカンを使用する場合には，形状・強度・取扱い上の安全性を十
分に検討して選定する必要がある。 
  ⑬ 民俗文化財等を収蔵パネル等に懸けたり，吊るして収蔵・保管する場合は，収蔵パネルが転倒
しないように固定するとともに，資料の落下防止のため固く縛りつけるなどの対応が必要であ 
る。 
  ⑭ 大型の民俗文化財や厨子等を梱包せずに保管する場合には，移動・転倒防止策として支持具等
で固定することが有効である。 
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 (2) 寺院，神社等の堂塔や社殿などに仏像・神像等を安置している場合 
   堂塔・社殿に安置されている仏像・神像等，礼拝の対象で厳重な保護対策を講じることが困難な
ものについては，専門家と協議して支持具を設けることや立像の足等を検討し，転倒防止の対策を
講じることが望ましい。 




 (3) 屋外で梵鐘，燈籠等を管理する場合 
  ① 梵鐘は，鐘楼自体の構造的強度を確保するとともに，落下防止のため鐘を吊り下げる金具の安
全確保と強化を図ることが望ましい。 
  ② 燈籠や石塔，あるいはパブリック・アート等の，屋外に設置された文化財は，転倒による損傷
を防止するため，周辺に空間を設けるなどの整備措置を講じることが望ましい。 
 
 (4) 個人所有者の自宅等で保管する場合 
   所有者の居宅等で収蔵・保管するに際しての災害対策は，博物館施設・社寺の場合と同様である
が，特に保存箱に収納し，災害発生時に備えて，文化財の名称を明記しておく必要がある。 




















  展示ケースの災害対策については，以下基本的な事項について留意する必要がある。 
 ① ケースのガラスは，展示品と観覧者の双方に対する安全性が求められることから，張り合わせガ
ラスの使用，飛散防止フィルムの使用などが有効である。それぞれに経費，機能等の課題があるが，
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各館の管理・運営の状況等を踏まえて適切に対応することが望まれる。 























 (1) ケース内展示の場合 
  ① 転倒によって他の展示品に損傷を与えないため，展示空間を考慮し，個々の展示品との間隔を
十分に確保する必要がある。 
  ② 展示台を使用して展示を行う場合は，展示台自体の移動を防止するとともに，展示品の材質・
形状等を考慮して対応する必要がある。 
    特にガラス板やプラスチック板は，展示品の材質によっては滑ることが多いので，台の床面は
摩擦力の大きい素材とすることが望ましい。 
    なお，上下に展示棚を設置したり，ひな壇式にするなどの展示は，上段の展示品の落下により
下段の展示品をも損傷させる危険性が高いので好ましくない。 
  ③ 巻子等（絵巻，文書，地図等）を傾斜台に展示する必要がある場合は，台の移動の防止策をと
るとともに，傾斜角度を水平角30度以下に抑えるなどの配慮が望まれる。 
  ④ 屏風の展示は，ケース内の壁に平らに立てて展示する方法と，屈曲したまま立てて展示する方
法の二通りがとられているが，それぞれの場合に応じた屏風留めで固定する必要がある。 
  ⑤ 彫刻の立像を展示する場合は，展示空間を確保するとともに，像の足等の安全性に留意する必
要がある（前掲第２章(1)⑥を参照）。 
  ⑥ 工芸品等の支持のためテグスを使用する場合は文化財を傷めないよう，また，テグスの切断の
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防止を考慮し，その懸け方と結び方を工夫するとともに，テグスを張る方向に対して鋭角に釘を
打って固定する必要がある。 
    また，テグスを有効に使用するためには，展示品の重量を勘案してテグスの太さを選び，展示
が長期間に及ぶ場合には定期的に交換する必要がある。 
  ⑦ 陶磁器類の壺等の展示に際しては，テグスで固定するだけでなく，鉛玉や砂を入れた布袋を内
底部に置き，重心を下げることが有効である。 
  ⑧ 土器等の立体物の展示に際しては，安全性を確保した支持具の使用が有効である。 
 
 (2) 露出展示の場合 
  ① 適切な展示場所を選定するとともに，特に重量物については周辺の空間を十分に取り，移動や
転倒によって観覧者に危険が及ばないようにすることが必要である。 
  ② 額装の絵画等を展示するに際しては，次の点に留意する必要がある。 
   ア ピクチャーレールに使用するフックは，落下防止のために固定可能なものを使用する必要が
ある。 
   イ ワイヤーについては，展示物の重量・形態を十分考慮して，太さや本数を決める必要がある。 
   ウ フックの落下防止としては，受けの深いフックを用い，文化財の直上のワイヤーを壁に固定
することが有効である。 
  ③ 構造・形状等が多種多様な近・現代の立体作品の展示は，観覧者の安全確保と転倒・落下防止
の対策を，展示場所や展示台を含めて総合的に検討する必要がある。 
  ④ 大型の漁船や民俗文化財及び近代の機械類等の展示に際しては，移動を防止するため支持具等
で固定するなどの配慮が必要である。 
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 ① 転倒，落下等によって損傷した場合 
   損傷の状況を写真等で記録した上，破片等を慎重にもれなく集めて袋や箱などの容器に固体別に
収納して保管するとともに，容器には破損した文化財の一部であることを明記しておく必要がある。 
 
 ② 火によって損傷した場合 
   素材が非常に脆くなっている場合が多いので，原則として手を触れることなく，その取扱いにつ
いて早急に専門家の助言を求める必要がある。煤，汚れなどを清掃することは避けるべきである。 
 
 ③ 水によって損傷した場合 
   水を含んで重量が増加し構造的に弱くなっているため，注意しながら取り扱いに便利な場所へ移
動する。その後はカビの発生に注意しながら，低温の環境を保つ必要がある。 
   その際，並行して汚れや泥を落とし，水分を除去する必要のある文化財もあるが，材質によって
その扱いは一様ではないため，専門家に相談するなど対応が必要である。 
 
 ④ 損壊した建物等から文化財を搬出し，他の施設に移動して保管する場合 
  ア 搬出作業を円滑に行うために，日頃から次のような点について留意する必要がある。 
   ａ 必要な備品・資材を十分に準備する。特に梱包資材のように大量に必要とするものについて
は，地方公共団体や博物館施設に常備しておき，災害発生時には被災地周辺から集中的に投入
できるような体制を作っておくことが望ましい。 
   ｂ 搬出後に適当な一時保管場所を確保する。 
  イ 搬出作業の実施に当たっては，あらかじめ現場の下見を行う必要がある。その際，作業者の安
全と，搬出の必要がある文化財の現状及び搬出の経路を確認し，効率的に作業が行えるように交
通輸送手段，建物への進入手段，搬出した文化財や資材等の置き場などを確保する。 
  ウ 搬出時には，被災した文化財の取扱いに慎重を期しながら，その員数を確認し，写真等でその
現状を記録する。 












































 (1) 被害歴の集積と整理 
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 (2) 施設の日常点検と清掃 
 (3) 文化財の日常点検 
 (4) 文化財の管理体制 
 (5) 組織内外での研修 





















































 (1) 被害歴の分析と施設の把握 
 日常管理の取り組み方は，それぞれの組織・設備などの状況に応じて決めていかなければならな
い。そのため，以下の２つのことが重要である。 











   ア 外周（施設の周囲） 
    ａ 生物の繁殖に水の供給は不可欠なので，池からの漏水，雨樋の始末，配水管の破損などに
注意する。 
    ｂ 施設周辺や樹木への営巣，生物死骸の放置は，害虫の繁殖を助長する。 
    ｃ 建物近くの植栽から害虫が移動したり，周辺の薬剤散布で害虫が移動することもある。 
    ｄ その他，立地条件によって特殊な環境には独自に注意する。 
   イ 外周と接する部分（建物の内外両面） 
    ａ 生物の侵入経路となる通風孔，壁の亀裂や建具の隙間の有無を点検する。 
    ｂ 生物の繁殖に適した水の供給源となる結露，雨漏りの有無を点検する。 
    ｃ 餌となる廃棄物（ごみ）の放置を避け，その集積方法，処理方法についても工夫する。 
    ｄ 外部に漏れた照明光で虫が誘引されていないか確認する。 
    ｅ 直接の害虫侵入を避けるため，外部に直接通じる扉の開け放し頻度を調べる。 
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   ウ 外周と文化財収蔵区画との緩衝区画（建物内部） 
    ａ 害虫やカビは通気の悪い場所で繁殖することが多いので，空気流通の悪い場所を確認して
おく。 
    ｂ 害虫やカビの繁殖を防ぐため，顕著に湿度の高い場所の有無を確認する。 
    ｃ 虫菌害の早期発見のため，職員の目の届きにくい場所を確認し，見回りの方法について点
検する。 
    ｄ 害虫の移動を遮断するため，食物が持込まれる区画と文化財収蔵区画との区切りについて，
遮断が十分かどうか検討する。 
    ｅ 食物が持込まれる区画内の冷蔵庫，水場，廃棄物処理設備などの，衛生管理面を検討する。 
    ｆ レストラン，食堂などの定期的な薬剤散布に伴い害虫が移動することもあるので，散布の
日程や移動の方向を把握し適切に遮断する。 





 (3) 日常管理 
 日常管理として，観察と清浄な環境作りが必要である。 





















  ④ 清浄な環境 






  ⑤ その他の環境の整備 




   イ 適切な防虫剤の使用 
 進入路の遮断なども含めて設備的に予防が難しい場合，適切な防虫剤の使用は害虫の侵入を
阻止する上で有効である。使用する防虫剤は，文化財材質への薬害を勘案して選択する。 
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 (2) 対応（調査） 
 すみやかな初期対応の後，下記のことについて正確に調査する。専門知識が必要とされる部分は，
経験を積んだ者，あるいは専門家と相談することが望ましい。 
  ① 発生した加害生物の種類の同定と生態 
  ② 生息している文化財の材料，構造（建物の場合は，その材料，構造，他区画との共有部分の有
無など） 























 (4) 殺虫処理法 
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  ① 薬剤を使用しない方法 
   ア 低酸素濃度処理 
 酸素濃度を0.3％未満の酸欠状態にして害虫を窒息させる方法。脱酸素剤によって酸素を除
去する方法や，窒素などで置換させる方法がある。大型木造文化財では殺虫効果が劣る。 
   イ 炭酸ガス処理 
 60容積％以上の炭酸ガスで直接殺虫する方法。 
   ウ 低温処理 
 －20～－40℃で，害虫を死滅させる方法。 
   エ 高温処理 
  55～60℃で，殺虫する方法。材質への影響が大きいので，文化財自体への適用は難しいが，
洗浄の難しい敷物，布団あるいは梱包資材などに有効である。 
  ② 薬剤を使用する方法 




   イ 蒸散性薬剤の使用 
 通常，防虫剤として使用されるが，ある濃度以上を密閉空間で使用すると殺虫効果もあるも
のもある。一部の薬剤は人体にも文化財材質にも有害なので注意する。 
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録の受け渡しとともに対応を協議することも必要である。 
































 (1) 周辺環境 
 草木の繁茂，樹木による日光の遮断に留意する。特にシロアリの侵入と繁殖の根源となる倒木・
切株などは早めに撤去する。 




















  文化庁文化財部美術学芸課 
   〒110-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2 電話 03-3581-3632 FAX 03-3580-0443 
   http://www.bunka.go.jp 
  東京都国立文化財研究所保存科学部 
   〒110-8713 東京都台東区植野公園13-43 電話 03-3823-4871 FAX 03-3822-3247 
   http://www.tobunken.go.jp 
  ㈶文化財虫害研究所 
   〒160-0022 東京都新宿区新宿2-1-8 日伸第４ビル６Ｆ 
























































































































































 二 議定書附属書ＥのグループⅠ 
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 別表（第１条関係）（抄） 
特定物質の種類 特定物質 オゾン破壊係数 




年 先進国（第５(1)条非適応国） 開発途上国（第５(1)条適応国） 
1991 この年の生産・消費量を基準  
1995 100％以下 1995-98年の平均を基準 
1999 75％以下  
2001 50％以下  
2002  100％以下 
2003 30％以下 削減計画の見直し 
2005 全廃 80％以下 
































 山野勝次 文化財害虫のリストと虫害に対する保存科学 
 「文化財の虫菌害防除概説」文化財虫害研究所（1991）より引用（2000年12月改訂） 
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９．薬剤を用いない殺虫法について 






































































































































































 ◎：非常に高い ○：高い △：場合によっては低い ×：低い，あるいは全くなし 
 木川りか他，文化財保存修復学会誌，44，52-69（2000）より引用（2000年12月改訂） 
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11．蒸散性薬剤について（固体が昇華して効果を及ぼすもの） 

















































× × ○ × △  
 閉鎖空間で使用し，空間体積に対して有効量を使用した場合を示す。 











































































 ○：高い △：場合によっては低い ×：低いあるいは全くなし 
 木川りか他，文化財保存修復学会誌，44，52-69（2000）より引用（2000年12月） 
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13．殺菌剤について 
























チモール 樹脂を軟化させる △ △ △ 
・独特の臭気がつく 
・殺菌効果はあまり強くない





使用目的  薬 剤 名 商品名の例 






 蒸散性殺虫剤 DDVP（ジクロロボス）蒸散製剤 バナプレート 









殺菌 燻蒸剤 臭化メチル・酸化エチレン製剤 エキポン 
 消毒薬 エチルアルコール 消毒用アルコール 





 OSHA PEL： 
  Occupied Safety and Health Administration, Permission Exposure Limit 
  （労働安全衛生委員会，一日８時間労働における時間荷重平均許容暴露限界値） 
 ACGIH TLV： 
  American Conference of Governmental Industrial Hygienists, Threshold Limit Value 
  （米国産業衛生監督会議，一日８時間労働における時間荷重平均許容暴露限界値） 
 TWA： 
  Time Weighted Average Concentration 
  （一日８時間，一週間40時間の正規の労働時間中の時間荷重平均許容濃度） 
 STEL： 
  Short Term Exposure Limit 
  （15分以内の暴露において，全暴露期間を通じて越えてはいけない暴露限界値） 
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16．低酸素濃度環境が人体に与える影響 
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18．燻蒸剤の人体への影響 




15ppm なし なし 
日本産業衛生学会 
（勧告値） 
なし 1ppm なし 
OSHA PEL 20ppm 1ppm 5ppm 
ACGIH TLV 1ppm（TWA） 1ppm（TWA） 5ppm（TWA） 
（10ppm STEL） 
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19．蒸散性殺虫・防虫剤の人体への影響 




なし なし なし なし なし 
日本産業衛生学会
（勧告値） 
なし なし なし なし なし 
OSHA PEL 0.1ppm なし 75ppm 2mg/㎡ 10ppm 
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20．忌避処理剤・防黴処理剤の人体への影響 




なし なし なし 
日本産業衛生学会 
（勧告値） 
なし なし なし 
OSHA PEL なし なし なし 
ACGIH TLV なし なし なし 







健康障害 急性 目や鼻の粘膜に刺激性 目や鼻の粘膜に刺激性 目に刺激性，その他不明 
     慢性    
発ガン性 特に記載なし 特に記載なし 不明 





































OSHA PEL 1000ppm 0.75ppm（2ppm STEL） 
（ホルムアルデヒドについて）
なし 
ACDIH TLV 1000ppm（TWA） （0.3ppm STEL） 
（ホルムアルデヒドについて）
なし 






健康障害 急性 頭痛，目・鼻・喉の刺激 目，皮膚を刺激 
不快感，頭痛，吐き気など
吐き気，めまい，疲労感 






発ガン性 アルコール中毒では催腫瘍性 発ガン性物質と思われる 不明 
生殖機能への影響 アルコール中毒では催奇形性 ラットで変異原性が陽性 不明 
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22．従来の燻蒸施設の改良について 
 燻蒸剤等 備  考 
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ヒラタキクイムシ用防除剤（施設等処理用） 
























 カーバメート剤 プロボクスル 
 ピレスロイド剤 ペルメトリン 
ベイト（毒餌）処理 ベイト剤 トリクロルホン，ヒドラメチルノン，ホウ酸，
フェニトロチオン 
燻煙処理 燻煙剤 ジクロルボス，ペルメトリン 
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23 21世紀に向けての美術館の在り方について 
 
                 平成９年６月16日 
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芸 術 文 化 
 













































 (1) オーケストラ，オペラ，室内楽，合唱，バレエ，現代舞踊，演劇等舞台芸術の公演活動 
 (2) 文楽，歌舞伎，能楽，邦楽，邦舞等伝統芸能の公開活動 
 (3) 落語，講談，浪曲，漫才，奇術等の公演活動 
 (4) 美術の展示活動 
 (5) 国内映画祭等の活動 
 (6) 特定の芸術分野にしばられない公演・展示活動 
 
２．地域の文化の振興を目的として行う活動 
 (1) 文化会館，美術館等の地域の文化施設において行う公演，展示その他の活動 
 (2) 歴史的集落･町並み，文化的景観のセミナー，資料収集･作成，普及啓発による保存･活用活動 
 (3) 民俗文化財の公開，広域的交流，復活・復元伝承，記録作成による保存・活用活動 
 
３．文化に関する団体が行う文化の振興又は普及を図るための活動 
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３ 地域の核となる美術館・歴史博物館支援事業国庫補助要項 
 
平成 27 年 2 月 2 日 
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４ 地域の特性を活かした史跡等総合活用支援推進事業費 
  国庫補助要項 
 
平成 25 年５月 15 日 文化庁長官決定 








補助事業者は，史跡等の所有者又は文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。以下「法」という。）























  ア 埋蔵文化財センター（埋蔵文化財の調査，出土文化財等の整理，収蔵，展示等を主として行
うために必要な施設）の収蔵・防災及び展示設備整備 
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（２）その他の経費 
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１ 社会教育施設の整備について 
 
                                    昭和29年２月16日 























                                    昭和31年３月28日 
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置を講ずる必要が痛感されている。 







 (1) 登録制度の合理化 
   現行博物館法における登録制度においては，博物館の設置主体及び博物館の教育委員会所管など
について法的に限定しすぎており，このことがわが国の各種の博物館の教育活動を助長し博物館の
総合的な発展を促進する上に極めて大きな障害となっている。 
   従って，博物館の特性及び将来の発展に資するよう実態に則して，博物館の設置主体の拡大及び
博物館の教育委員会専管規定の緩和などこれに伴う登録制度を合理化して，博物館の体系を整備し
特に，国立の博物館を含めて博物館の総合法としてその法的体制を整備することを強く要望する。 
 (2) 学芸員資格制度の改善 











   大学の博物館科目の修得による学芸員の養成は今後共助成されるべきであるが，当該科目修得後
所定の経験年数を加味することが必要と思われる。 
 (3) 博物館相当施設指定の明確化 





 (4) 補助金の確保とその増額 
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３ 科学技術教育の振興方策について［関係部分］ 
 
                                    昭和32年11月11日 
                                    中央教育審議会答申 
 






















    （以下略） 
 
 




                                    昭和46年４月30日 
                                    社会教育審議会答申  
 












 (1) 人口構造の変化 








 (2) 家庭生活の変化 










 (3) 都市化 
   今日，都市化現象がきわめて顕著であり，産業や人口が都市に集中して，いわゆる自然の喪失，









   なお，都市化に伴い過疎地域が増大しているが，学習機会にめぐまれないこれら過疎地域の教育
の振興を図ることもますます急務となつている。 
 
 (4) 高学歴化 







 (5) 工業化・情報化 







 (6) 国際化 








 (1) 社会の変動と生涯教育 
   今日の激しい変化に対処するためにも，また，各人の個性や能力を最大限に啓発するためにも，
ひとびとはあらゆる機会を利用してたえず学習する必要がある。とくに社会構造の変化の一面とし
ての寿命の延長，余暇の増加などの条件を考えるなら，生涯にわたる学習の機会をできるだけ多く
















 (2) 生涯教育と社会教育 










 (3) 社会教育の意義 
   社会教育というとき，往々にして青年団・婦人会などの団体や，公民館・図書館などの施設や学
級・講座などの活動だけが思い浮かべられることが多い。また，教育という言葉のもつ語感から，
なんとなく，講義などの受け身の形態や堅い内容だけが連想されることもないとはいえない。 









   しかし，社会教育の範囲を広くとらえるといつても，いつさいの学習活動が，即社会教育である




















    （略） 
１ 社会教育の内容 
 (1) 内容の現状 
  ア 要求されている内容 









  イ 提供されている内容 





 (2) 社会的条件の変化と内容 
   今日，科学文明の高度の発達や社会の組織化・大衆化の傾向により，ともすれば人間性が失われ








   しかしながら，概括的に言えば，今後拡充を図つていく必要がある社会教育の内容として，およ
そ次のようなものが考えられよう。 
  ア 教養の向上，情操の陶冶に資する教育 




    また，自ら進んで学習し創作するという積極的な態度そのものが，自己の主体性を高める道で
もあることに，留意する必要がある。 
  イ 体育・レクリエーションに関する教育 
    都市化し，機械化する現代においては，ともすれば積極的な身体活動や仲間との共同生活が少
なくなる傾向があるので，体育・レクリエーションを一段と充実させ，また自然との交流を重視
する必要がある。 
  ウ 家庭教育の振興，家庭生活の向上に資する教育 








  エ 職業に関する知識・技術の向上に資する教育 










－  － 391
  オ 市民意識・社会連帯意識のかん養に資する教育 




    このような事態に対処し，社会の構成員としての自覚をもち，権利と義務の正しい認識のもと
に，よりよい地域社会の形成に積極的に参加し，また，国土と民族に対する愛情をもつて国家・
社会のあり方に深い関心をもつ，公民としての人間を形成していくことがたいせつである。 
  カ 国際性の啓培に資する教育 







 (1) 方法の現状 
  ア 学習の形態 











  イ 学習の方法と媒体 
    学習の方法には，従来から行なわれてきた講義，講演のほか，各種の討議法や読書，実習・実
験，演示，劇化，見学，調査，資料の自作，スポーツの練習・競技などの多彩な方法があげられ
る。 





 (2) 社会的条件の変化と方法 
   これからの国民生活の動向や社会的条件の変化を考慮するとき，方法の面には次のような課題が
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指摘される。 
  ア 学習意欲の高揚 






  イ 個人学習の促進 








  ウ 集会学習の拡充 







  エ 集団学習の拡充 






  オ 学習媒体の活用 






    最近では，各種の教育機器を総合的に活用して学習の効果を高めようとする教育工学の研究も
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さかんになりつつあるので，こうした動向にもつねに注目し，積極的にこれをとり入れることが
必要である。 
    （以下略） 
 
４ 社会教育に関する施設 
 (1) 施設の現状 
  ア 施設の種類 
    社会教育に関する施設は，社会教育活動の内容や方法が多様であるのに対応して多種にわたつ
ている。また，設置者は公共団体だけでなく，民間団体や私人もあり，施設の利用範囲も近隣住
区を中心とするものから，より広域的なものまでさまざまである。 




    社会教育に関する施設について考える場合，これらを総合的にとらえる視点が必要であるが，
ここでは，前者を中心にとりあげることとする。 
  イ 施設の現状 





 (2) 社会的条件の変化と施設 
  ア 施設一般の課題 
    国民の学習要求の高まりに即して，社会教育施設を拡充するにあたつては，次のような課題を
解決する必要がある。 
   (ｱ) 施設の計画的整備と体系的配置 





     なお，校庭の開放その他学校の施設整備の開放の推進についても配慮する必要がある。 
   (ｲ) 施設の専門分化と総合的な施設の強化 




     また，専門的施設をいくつか集めて，総合的な機能をもつ施設に統合することも必要である。
他方，施設の機能の専門分化と並行して，地域のひとびとが身近に相互のつながりを深め，自
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発的活動を展開できるような各機能をあわせもつ日常的総合施設の必要も大きい。 
   (ｳ) 都市における施設の刷新・充実 





   (ｴ) 内容の高度化に対応する条件の整備 




   (ｵ) 他の施設との連携強化 





   (ｶ) 公共投資などの拡大 
     国や地方公共団体は，これらの社会教育施設が生活環境の基盤であることを認識し，施設の
建設については財政措置を強化する必要がある。 
  イ 施設別の課題 
    （略） 
   (ｳ) 博物館 







     (ⅰ) 施設・設備の近代化，資料の計画的収集，補充および教育事業の充実を促進する必要が
ある。 
     (ⅱ) 博物館の地域格差を解消するため，都道府県や大中都市はいうまでもなく，小都市や町
村においても，地域事情を考慮しつつ特色のある博物館を設置する必要がある。 




     (ⅲ) 博物館と学校教育または社会教育の組織的な学習活動との結びつきを図るべきである。 
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     (ⅳ) 私立博物館については，税制上の優遇措置その他の国の積極的な育成策を講ずる必要が
ある。 
    （以下略） 
 
５ 社会教育における指導者 
    （以下略） 
 (2) 社会的条件の変化と指導者 
   (ｲ) 指導者別の課題 
    （以下略） 
   (ｲ) 行政関係職員 
    （以下略） 
     (ⅱ) 施設職員 
    （略） 
     ｃ 博物館の学芸員 














                                    昭和54年６月８日 
                                    中央教育審議会答申  
 










































 (1) 文化活動圏を考慮した場の整備 
   人々の文化活動は日常的な生活圏から広域的な圏域までさまざまな場で行われているが，地域社
会における文化活動の場としては，各種の公共施設，企業・民間の施設，学校施設が中心となって
おり，また，道路や広場のような公共空間あるいは自然に至るまで，さまざまな場がある。施設に
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ついては，その新設はもとより，既存施設の一層効果的な利用を工夫し，また，空間等については
その文化的側面に留意しつつ，幅広く整備し活用するという観点が望ましい。 






   文化活動の拠点となる施設の整備に当たっては，それらの施設に地域に対する愛着と帰属感の象
徴としての働きをもたせ，地域社会の振興又は再生の場とするような観点も必要である。 





   なお，これらの施設の配置に当たっては，地域の伝統や自然との調和についても十分配慮するこ
とが望ましい。 
 (2) 地域社会における学校開放の促進 
   学校はその保有する施設，教職員，情報等の面において文化活動に貢献し得る豊かな機能をもっ
ており，今後，学校が地域社会における文化活動の面で果たすべき役割は一層高まるものと思われ
る。 
   小学校・中学校・高等学校の施設については，体育・スポーツ活動面を中心として住民への開放
が既にかなり進められているが，学校の教育的・文化的機能を更に効果的に生かして，地域住民の
学習活動や芸術文化活動の面においても学校の開放を推進する必要がある。 





   また，大学についても，公開講座の開催や体育・スポーツ施設の一般利用などが行われているが，
その開放を更に積極的に進めるべきである。 
 (3) 民間の活力への期待 
   地域社会における文化活動を促進するためには，国や地方公共団体による条件整備が重要である
が，公的な制度を弾力的に運用するとともに，民間の意欲や創意を積極的に生かして，その多様な
活力を発揮させる方途を工夫する必要がある。 
   例えば，企業・団体等のもつ施設の地域住民への開放の促進，民間資金の導入，民間の発達した
情報媒体の活用，あるいは国，地方公共団体と民間とが連携・協力して施設を設置・運営する方式
なども考えられる。 
   また，さまざまな知識・経験を有する高齢者や意欲をもつ家庭婦人等がその善意と自発性に基づ
いて文化活動の指導者として参加したり，あるいは芸術文化などの分野における専門家がその居住
する地域の文化活動の発展に貢献し得るような仕組みを工夫すべきである。 
   その際，住民がこれらの人々の指導や助言を求めやすくするため指導者に関する組織的な情報を
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整備し，これらの人々の研鐟の機会を充実し，また，その処遇，称号，顕彰等の方策について検討
する必要がある。 
 (4) 文化振興のための施策 





   更に，地域社会における文化活動の在り方を検討するため特定の地域を設定し，そこでの事例や
試みなどの成果を他にも広く提供して，それぞれの地域がこれらのことを通じて相互に啓発し，文
化活動に関する施策を一層効果的に推進し得るような配慮も必要である。 
   文化活動に関する事業の援助や指導者の養成・研修，情報の提供などを行なう文化振興のための
団体を設置することについて，必要に応じて立法措置を含め，検討することが強く望まれる。 
   なお，文化活動に関する施策については，その成果を長期的な観点から評価しつつ推進を図るこ
とが望ましい。 
 (5) 文化に関する行政の責務 












                                    昭和56年６月11日 
                                    中央教育審議会答申  
 








































































































 (1) 教育機能の領域別の課題 
  ア 家庭の教育機能の充実 




  また，家庭が各人の人間形成や精神的充足の上に持つ影響は，成人や高齢者にとっても大き  
い。このため，家族相互の温かい心の触れ合いや，信頼と尊敬あるいは人格の陶冶など家庭の教
育機能の充実が望まれる。 
  イ 学校教育の弾力化と成人に対する開放 




  このため，学校教育，特に大学教育をはじめとする高等教育の制度や運用方法の一層の弾力  
化，柔軟化を図る必要がある。 
  ウ 社会教育の振興 
    地域社会における人々の多様な学習活動を助ける上で，社会教育は重要な役割を果たしている
が，その施設や教育内容・方法においてなお不十分な面が多い。 
    このため，施設や事業，指導者など社会教育全般について一層の充実を図るとともに，個人学
習の援助など新しい分野や方法についても開発を進めるべきである。 
    さらに学校教育との連携・協力についても工夫・改善を図る必要がある。 
 
 (2) 学習のための条件整備の課題 
  ア 学習情報提供・相談体制の充実 
    生涯学習を進めるに当たっては，あくまでも個人の自主性が尊重されなければならないが，同
時に人々の学習意欲を育て，かつ，その学習を容易ならしめる配慮がなくてはならない。 
    このため，学習機会やその内容，活用方法についての情報を人々に提供する事業，及び学習の
－  － 402
内容や方法について助言・援助する学習相談体制の拡充を図るべきである。 
  イ 生涯教育関係機関の連携・協力の促進 
    人々の年齢，性別，能力等の違いや，学習の目的・動機の多様性からみれば，提供される教育
機会は多種多様であつて，かつ，これらが効果的に機能することが必要である。 
    このため，民間を含めて，教育諸機関相互のより緊密な連絡・情報交換が行われることが望ま
れる。 




  ウ 生涯教育に対する国民の理解 
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２ 家庭教育の充実 
 (1) 家庭教育をとりまく状況 
   子供は，家族の愛情の下に教育され，自らも家族の一員としての種々の役割を果たしながら成長
を遂げていく。そして，親たちも複雑・困難な社会的環境条件の下で子供の教育に取り組み，努力
している。 




   また，一般の親の子供に対する関心は，知的な教育，殊に進学の問題が中心となり，基本的な生
活習慣のしつけ，社会性や自制心の涵養などの面での家庭の本来的な役割が必ずしも十分果たされ
ているとは言い難い。 




 (2) 幼少年期の成長の過程の重視 












 (3) 青年期の特質と家庭 




   この時期においては，幾多の試練を経て，青年が自己を確立していく過程を周囲が愛情をもって
見守り，これを励ますように配慮することが大切である。 
   また，青年は，その成長の過程で相談相手や心のよりどころを求めているのであり，親の適切な
指導・助言は大きな指針となり，また，心の支えとなるものである。 
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 (4) 家庭と社会 









 (5) 家庭教育への援助 
   家庭の教育機能の低下が指摘されているが，その機能の充実を図っていくのは，窮極のところ，
個々の家庭の教育に対する熱意と自主的な努力である。 
   家庭基盤の充実は，今日国民的な課題であり，従来から行政の各分野において種々の努力が払わ
れてきているが，今後も家庭の教育機能を充実するための施策が求められる。 






 (1) 学習のための意欲，能力の涵養 








   幼稚園教育においては，幼児の情操や創造性を育むとともに，集団生活を通じて社会性を養うこ
とが必要である。 






 (2) 生徒の個性に応じた教育内容・方法の多様化 
   今日，学校教育とりわけ中学校及び高等学校教育は，受験競争等の影響の下で知識の詰め込みに






   中学校教育においては，義務教育の最終段階として必須の基礎的知識・技能を確実に習得させる
とともに，各人の個性の分化に十分配慮すべきである。 
   高等学校教育においては，高等学校への進学者の増加に伴う在学者の多様化，中途退学者などの
実態を十分考慮し，生徒がその能力・適性や希望に応じて選択できる多様なコースを設け，かつ，
生徒の学習意欲や将来の進路に応じて各コース間の移動を容易なものとする必要がある。 




 (3) 進路指導の充実 
   進路指導については，各学校段階において種々の努力がなされている。しかし，近年，受験競争
が激しくなり，その指導はややもすると進学指導に重きが置かれがちである。 






   さらに，学校や父母に対しても，子供の進路の選択に関し適切な指導・助言ができるよう進学上，
職業上の広い知識・情報が与えられるようにするとともに，進路指導に関し，学校，家庭，社会の
間の連携・協力を一層強化することが大切である。 
   また，このような進路指導の充実と並んで，学校，家庭はもとより社会全体が人間の能力をより
多面的にとらえ，これを正しく評価するようになることが望まれる。 
 
 (4) 学校教育と社会教育との連携・協力等 
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４ 社会教育の推進 
 (1) 地域社会における学習活動の促進 
   青少年の興味や関心に即してその学習意欲を喚起し，自由で個性的な学習活動や生活体験の場を
提供する上で，社会教育の果たす役割は大きい。 
   この時期の青少年に対する社会教育にあっては，自由な学習や各種のスポーツ活動，芸術文化活
動あるいは団体活動などのために多様な教育機会がより豊富に準備されなければならない。 
   なお，これらの青少年の学習活動等を進めていく上で，社会教育関係団体の一層の充実・振興を
図ることはもとより，家庭や学校の積極的な理解・協力が必要である。 
 
 (2) 活動のための機会及び指導者の充実 




   また，民間企業・団体の施設の開放や空地の利用促進なども図る必要があろう。 
   さらに青少年の学習活動のための指導者として，主婦，高齢者を含む成人一般の有志指導者はも
とより，高校生，大学生などのこの面での活躍が期待される。 
 
 (3) 社会参加の促進 
   青少年が地域社会に関心や愛着を持ち，社会的に寄与しようとする気持ちを持つようにすること
は大切なことである。 
   このため，青少年に奉仕活動などの場を与え，社会的な役割を果たすことの意義を体験的に理解
させ，それを通じて地域社会に対する関心，愛着を高めるべきである。 
   青少年の社会参加に関しては，特に家庭の理解・協力が必要であり，また，親自らが進んで子供
とともに社会的活動に参加する姿勢が望まれる。 
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    （以下略） 
 
３ 社会教育の振興 
 (1) 社会教育事業の拡充 
  ① 社会教育は，人々の多様な学習要求に対して，各種の学習や体育・スポーツ活動，芸術文化活
動など広範多岐な学習機会を提供しており，生涯教育の観点からその果たす役割は極めて大きい。 
    また，近年，人々の学習要求が多様化し，かつ高度化していることに対応して，地方公共団体
において，住民の学習に関する希望等を基に学習内容・方法の改善がすすめられつつあるが，今
後もなお一層この面での施策の充実が望まれる。 




















 (2) 社会教育施設の整備・充実 




   このため，今後，地域の特性や住民の文化活動圏など学習活動の実態を考慮しつつ，これらの施
設の整備を計画的，体系的に進める必要がある。 
   また，各施設がより効果的に利用されるように，夜間の開放も含め利用時間や運営方法の弾力化
に一層努めるなど，施設の活用方法の改善を図るとともに，事業活動に関する情報提供の充実に努
め，あるいは関連施設相互の有機的連携を強化する必要がある。 
   なお，最近，一部の都道府県で設置又は構想・計画中の生涯教育センターなど，教育・文化面に
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ついての各種の機能をもつ総合的な社会教育施設を一層整備していく必要がある。 
   さらに，学校施設やその他の公共的施設の開放の促進を図るほか，各種の団体や企業等が有する
民間施設も地域住民のために開放されることが望まれる。なお，学校施設の開放を推進するため，
今後，住民にとって利用しやすい施設設計上の配慮や教職員の積極的な協力が期待される。 
   （以下略） 
 
 (4) 個人学習の奨励・援助等 
   人々の学習要求が，その内容・方法において一層多様化・高度化し，また，集団的な学習形態よ
りも個人学習を望む人々も数多く存在することから，個人学習に対する配慮がますます重要になる
であろう。 
   このため，社会通信教育の充実や，近年，各方面で試みられつつある地域の各家庭に情報を送る
新たな情報媒体の開発とその活用を図ることが望まれる。 




   さらに，個人の各種のスポーツ活動を奨励・援助するため，年齢段階に応じたスポーツ・プログ
ラムの充実や，手軽な指導書の提供が望まれる。 
   また，各人の学習活動の成果に対して適当な資格を認定・付与するような方策は，人々の学習へ
の動機や意欲を高めるうえでも考慮に値しよう。 




    （略） 
２ 学習活動の奨励・援助等 
 (1) 学習機会の充実 




   最近，各地において公民館を中心に高齢者教室や高齢者大学などの事業が活発であり，それぞれ
大きな成果を上げているが，今後は，公民館のみならず，身近な学校施設やその他の公共的施設に
おいても，この種の学習機会を設けることが望まれる。 
   また，高齢者の個人学習を奨励・援助するため，図書館，博物館など専門的な教育施設が積極的
な役割を果たすことや，電話などによる学習相談事業の充実を図ることが極めて重要である。 
   さらに，種々の制約を持つ高齢者にとって，放送大学や通信教育は，学習の機会を広く，効果的
に提供するものとして，今後，ますます重視されなければならない。 
 
 (2) 学習内容・方法の工夫・改善 
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   高齢者の希望や地域の状況等に即し，学習内容・方法の面でも適切，多様な対応が望まれる。そ
の際，実践的，活動的な方法を採用したり，異なる世代との接触・交流や各人の生活課題を重視す
るなどして，自主的な参加意欲を満たし，学習効果を高めるような工夫が大切である。 
   また，自己の学習成果を活用して，自ら指導者としての役割を果たすことは，高齢者の学習の動
機づけや学習効果を高めるものであると考えられる。 
   急速な高齢化社会を迎えて，我が国の高齢者のための教育的対応は，まだ緒についたばかりであ
る。このため，人間の老化に関する研究を含め，高齢期の特質を配慮した学習内容・方法の研究・
開発を積極的に進める必要がある。 
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                           社会教育審議会社会教育施設分科会報告  
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１ ボランティア活動の活性化のために 
 (1) 受け入れ体制 






   このような阻害要因を取り除き，社会教育施設におけるボランティア活動を活発にするためには，
次のような事柄に留意する必要があろう。 




















 (2) 費用負担 





 (3) 事故防止 
   ボランティア活動中に予測しがたい事故が，ごくまれではあるが起こっている。不測の事態に備
えて社会教育施設では，活動中の安全対策に十分配慮する必要がある。そのためにはまず，ボラン
ティアの人々に安全教育の機会が提供されねばならない。 
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標の一つに加えることを提案したい。そのことが施設におけるボランティア活動を促進し，ひいては
社会教育の振興の一助となる。 








  （審議のまとめ）［関係部分］ 
 
                       平成４年２月20日 
                       青少年の学校外活動に関する調査研究協力者会議  
 
    （略） 
１ 学校外活動の充実の必要性 
 (1) 学校教育と学校外での活動 




   心身の調和のとれた成人となるためには，この時期に，学校教育を通じて，系統的，計画的な学
習をする一方，学校教育以外の日常生活を通じて，自主的，主体的な生活体験・活動体験を豊富に
積み重ねることが大切である。 




















 (2) 学校教育への過度の依存等の問題 













   しかしながら，本来，子供の人間形成の基本である家庭での生活体験や，地域での子供が伸び伸
びと自発的な活動を行うことを通じて養われる能力や意欲・態度のすべてを学校教育の中で身につ
けることは困難であると言える。 
   これらの状況を踏まえると，学校外での総合的・体験的な活動を子供達により多く経験させるこ
とが従来以上に必要になっている。 
 
 (3) 学校週５日制の導入と学校外活動の充実 














   この場合，一方において，休日を１人１人の子供がどのように過ごすことが望ましいかをそれぞ




   その際，心身に障害のある子供，休日に保護者が家庭にいない子供に対する配慮が必要である。 
   現在，学校週５日制の試行を実施している調査研究協力校が所在する９都県・17市区町村におい
て学校外活動の充実に関する調査研究が行われており，その一環として，これらの市区町村では，
休日となった土曜日を利用して地域の実情に応じた具体的な学校外活動の試みが進められている。 























    （以下略） 
 
 (3) 学校の協力 





   また，地域においては，学校に対し，地域の活動に対する様々なレベルの協力を期待しているこ
とも事実であり，これに応えて，学校が，地域で行われる学校外活動の企画・プログラム作りへの
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助言・協力，学校施設の積極的開放，教師の学校外活動への参加など，学校外での子供の活動を奨
励する方向で協力することが望まれる。 




   このような学校の取組みに対し，教育委員会においても，適切な指導・助言・援助を与えること
が大切である。 

























 (1) 日常生活圏における学校外活動の充実 
   子供の生活行動の大部分は，日常生活圏で行われることから，学校外活動についても，日常生活
圏での充実を図ることが基本的な課題であり，これに対する積極的な取組みが必要である。 
    （以下略） 
 
  オ 青少年の文化活動の振興 
    近年，メディア等を通して音楽，美術等の芸術に親しむ機会は増加したが，子供の豊かな情操




    また，文化施設において，子供が自ら参加する文化活動に対して発表の場，練習の場の提供を
優先的に行ったり，他の地域の子供との文化交流の場を設けるなどの配慮をすることも必要であ
る。 
    さらに，子供が地域の祭りや伝統芸能など様々な地域固有の文化的行事への参加等を通じて地
域の個性豊かな文化とふれあい，地域のアイデンティティを確認するなどの機会の充実を図るこ
とも重要である。 
  カ 青少年関係指導者の充実と連携・協力 











    なお，専門的な指導者以外の地域の色々な人材からも積極的な協力を得る観点から，例えば，
地域の社会人等に対し，一定の資質や協力の実績等に着目して，地域としての認証，顕彰等の評
価方法を工夫するなど，協力意欲の増進，円滑な活動実践の助長を図る必要がある。 
    さらに，余り負担感を伴わない形で地域の人々の幅広い参加が得られるよう，例えば，特技・
趣味等を生かして協力できる人々や過去に学校の教師としての経験を持っている人々等への働き
かけ，父親のより積極的な参加の促進などに努めることが必要である。 
    （以下略） 
  ク 社会教育施設等の充実・活性化 
    地域の社会教育の中心となっている公民館，図書館，博物館や文化活動の拠点である文化会館
は，子供のみを対象に設置されているものではないが，施設によって，子供の活動に配慮した試
みがみられる。 
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    引き続き社会教育施設の整備充実に努めるとともに，このような学校外活動に配慮した事業の
展開や施設の整備と一層進めることが望まれる。 




    さらに，例えば一定の日に有料施設の無料開放を行うなど，各地域や施設の状況に応じて利用
条件に係る工夫を検討することも必要であろう。 
    （以下略） 
  コ 地域の各種施設の充実・活性化 




    さらに，大学等の高等教育機関が行う公開講座等の事業にも，近年，中学生や高校生を対象と
した企画の例がみられる。 
    このような各種施設における取組の一層の進展が望まれる。 
  サ 地域における自由な活動空間の確保 
    公園，広場等の充実や有効活用の促進も，子供の自由な活動空間を確保する上で重要である。 




    また，町並みの中に子供を含めた様々な世代の人々が集まって催し物を楽しむ空間等を設ける
ことも有意義と考える。 
    関係行政機関の理解や協力を得て学校外活動に配慮した空間の一層の充実が図られるとともに，
既存の空間についても，可能な限り子供の自由な活動の場所としての利用に配慮されることが求
められる。 
    また，自然地，空地も今日貴重な学校外活動の場と考えられる。現状においては，例えば，河
岸にみられるように，安全管理の問題もあって利用できない例も多い一方，適切な整備によって
都市の中に子供が自由に活動できる緑豊かな空間を提供している例もみられる。 
    可能な限り，これらの空間が子供の自由な活動の場所として有効利用される環境作りが望まれ
る。 
 
 (2) 広域的な学校外活動の充実 
   子供の学校外活動の範囲は，日常生活圏を基盤としながらも，最近の社会生活一般における活動
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範囲の拡大に伴って，従来より拡大する傾向にあり，日帰りによる広域的な活動や宿泊型の活動の
重要性も増大していると考えられる。 
   このような広域的活動による新鮮な活動体験は，身近な場所での活動体験とあいまって，子供の
成長に大きく寄与するものであり，そのための場や機会の充実を促進することが必要である。 
  ア 青少年団体の広域的活動の振興 
    宿泊を伴う野外活動や地域間交流活動・国際交流活動等について中心的な役割を担っている青
少年団体の広域的活動を一層振興する必要がある。 





  イ 多機能広域型の活動センターの提供 





  ウ 青少年教育施設，野外活動施設等の充実・活性化 
    青年の家，少年自然の家等の青少年教育施設においては，数泊以上にわたる団体活動の受け入
れを趣旨としているものが多いが，さらに，週末利用の活動，親子参加の活動の受入れや主催事
業の企画の一層の充実等を進めることが必要である。 




    また，キャンプ場やユース・ホステル等の野外活動施設においては，地方公共団体，社会教育
関係団体やスポーツ団体等が親子キャンプ活動，青少年国際交流事業等，様々な事業を実施して
いる。 




  エ 地域開発及び各種広域型施設の整備における配慮 
    近年，都市再開発，新たな広域的な都市計画や地域整備計画，リゾート開発などの地域開発等
が行われているが，このような地域開発等に当たっては，自然環境の保護等に十分留意しつつ，
子供の広域的な活動も視野に入れた対応が望まれる。 
    また，国立公園，国定公園，都道府県立公園等における環境保護活動や自然学習，森林を活用
した野営活動，史跡の保存・活用による体験学習活動の場や機会など，広域的な学校外活動の観
点からみて有意義と考えられる活動環境の充実及び適切な活用を図ることが望まれる。 
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 (3) 青少年の興味・関心の多様化等への対応 








  ア 多様な学校外活動関連事業・施設の振興と連携の促進 








    このような動向を踏まえ，公共部門はもとより民間事業体による事業・施設を含め，学校外活
動関連事業・施設の状況及び動態の総合的な把握に努めるとともに，これらの事業・施設の振興
と相互連携の促進を通じ，多様な学校活動の場や機会の総合的な充実を推進する必要がある。 
  イ 先導的な学校外活動プログラムの開発・提供 




    また，心身に障害のある子供の参加に配慮した活動プログラムの開発・提供も重要である。 
    併せて，これらのプログラムや各地の特色ある取組みが広く実践されるよう地域の人々や関係
団体・機関等に対し実践的な事例集等の参考資料の提供を図る必要がある。 
  ウ 学校外活動に関する情報提供等の充実 






    また，家族や子供達のグループが希望する学校外活動について，活動の進め方等に関する相談
が気軽に行える場所が地域に設置されていることが求められる。 
    このため，例えば公民館等においては，活動相談のコーナーを設けて助言するなど，活動相談
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のセンター的な機能を果たすことが期待される。 












  －新たな連携・協力システムの構築を目指して－［関係部分］ 
 
                       平成６年９月20日 







































 １ 市町村における学習サービスの現状と課題 























 ２ 広域的対応の必要性 
   しかしながら，市町村の人口規模や社会的あるいは地理的条件等によっては，上記の課題に適切








































   （以下略） 
















 １ 学習機会提供機能の充実 




    （以下略） 




    （以下略） 
 
 ２ 学習情報提供・学習相談機能の充実 
   公民館は，地域住民にとって最も身近な施設として，他の機関と連携・協力し，学習情報提供・
学習相談事業において中心的役割を果たすことが期待されている。 




   一方，博物館は，博物館資料に関する情報データベース等を整備し，広く専門的な学習情報や教
材を積極的に提供していくことが望まれる。 
 
 ３ 社会参加支援機能の充実 
   社会教育施設は，人々の自主的な学習活動への支援のみならず，学習成果を生かして社会参加を
希望する人々を支援していくことも大切である。そのためには，所定の学習を経て希望する人を，







 ４ 学習者の交流拠点としての支援機能の充実 










  －学術標本の収集，保存・活用体制の在り方について－ 
 
                       平成８年１月18日 





























































































   国境を越えた競争原理が働く国際化の中で，我が国の大学は世界に向かって独創的な研究成果を
あげ，良質な学術情報の発信基地として機能することが要請されている。 
   また，環境問題，都市問題のように専門分化した特定の学問分野だけでは対応しがたい多様な問
題への対応や，高齢化等急速に変化しつつある社会における人々の高度かつ多様な学習ニーズに対
応し得る大学への変革も求められている。 
   このような社会の要請にこたえるためには，総合的・学際的な研究・教育体制を整備することが
必要である。 
   そのための方策の一つとして，貴重で多様な学術情報を内包しており，分析法や解析法の発達に
よってさらに多くの分野に豊富な学術情報を提供してくれる一次資料の活用を図ることができるミ
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ュージアムの設置は極めて有効であり，学術研究の基盤である実証的研究を支援するものである。 
   また，一次資料に関する学術情報の発信・受信基地としてのこのミュージアムを機能させること
は，社会が要請する「開かれた大学」への具体的で有効な対応策である。 
 (2) ミュージアムを必要とする大学の内在的要因としては，次の諸点を挙げることができる。 























 (1) 収集・整理・保存 
   大学において収集・生成され，学術研究・教育の推移と成果を明らかにする精選された有形の学
術標本を整理・保存し，分類して収蔵する。 
 
 (2) 情報提供 





 (3) 公開・展示 
   収蔵した学術標本を研究者に公開し，調査研究に供するとともに，必要に応じて貸出や重複標本
の交換等も行い，有効な活用を図る。学生に対しては学術標本に直接接する機会を提供し，実証的




  さらに，大学における研究成果については，地域社会に積極的に発信することが求められてお  
り，ミュージアムにおいては展示や講演会等を通じ，大学の学術研究の中から生まれた，多くの創
造的，革新的な新知見等を地域住民に積極的に公開し，周知することが望ましい。 
   なお，ミュージアムを「社会に開かれた大学」の具体的対応として円滑に機能させるためには，
今後，社会のニーズをも踏まえ，管理運営方法について工夫することも必要である。 
 
 (4) 研 究 




 (5) 教 育 





 (1) 設置形態 







 (2) 職員体制 
   ミュージアムを研究・教育に資する施設として有効かつ効率的に運営するためには，少なくとも
当該ミュージアムの中核を形成する学術標本の研究者を専任として配置する必要がある。 
   また，学術標本を整理・保存・管理・公開に関する業務に携わる専従の職員を配置する必要もあ
る。 





 (3) 施設の整備 
   ミュージアムは学術標本を収集・整理・保存・公開するとともに，これからの学術標本を対象に





 (4) ユニバーシティ・ミュージアムの設置方針 




 (5) ユニバーシティ・ミュージアム間の連携 
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12 地域における生涯学習機会の充実方策について［関係部分］ 
 
                                    平成８年４月24日 
















































































    （略） 
２ 地域社会への貢献 
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 (1) 施設開放の促進 
    （略） 
 ○ 施設開放の拡充 







 ○ 大学博物館の整備 





   また，大学の博物館においては，その充実したスタッフや資源を生かして，一般の博物館の活動
に対して支援・協力を行うことも求められる。学芸員の現職研修への協力や研究活動への援助など
を通して，博物館全体の振興に大きな役割を果たすことが期待される。 





 (1) 地域社会の人材等を活用した教育活動 
    （略） 
 ○ 社会教育施設等の活用 












    （以下略） 
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 (1) 多様で総合的な学習機会を提供 








  ○ 総合的な計画の整備 
    多様な施設の総合的な整備のためには，地域全体での総合的，有機的な学習施設整備計画を作
ることが大切である。地域のまちづくり計画等の中にしっかりと位置付けられることにより，施
設の整備は着実に進展することであろう。 





 (2) 施設間の広域的な連携の促進 
   関係施設間にネットワークを形成し，相互の機能の広域的な連携・協力体制を整備することによ
り，地域における生涯学習機能を総合的に発揮することが期待される。 
  ○ 行政部局間の連携強化 












  ○ 民間との連携強化 











  ○ コーディネート機能の強化 















  ○ 学習情報ネットワークの構築 












 (3) 情報化，マルチメディア化への対応 




  ○ 情報化による事業の確信 




  ○ 情報提供のマルチメディア化 
    現在整備が行われつつある生涯学習情報提供システムは，文字や数値による案内情報等が中心







 (4) 学校教育との連携・協力 

























  ○ 学校週五日制への対応 






    現在，休業土曜日には，全国各地の青年の家，少年自然の家などの青少年教育施設において，














    また，市町村教育委員会においては，自ら事業を計画するほか，施設や団体の活動に関する情
報を子供たちや保護者等に迅速かつ適切に提供することや，施設や団体等に対し事業の企画や運
営に助言や支援を行うことなど，格段の配慮を行うことが必要である。 
  ○ 地域ぐるみの活動の展開 



















 (1) 人的体制の整備 
   施設の機能が十分に発揮できるかどうかは，事業の実施や施設の運営管理を担う職員体制にかか
わる面が大きい。学芸員，司書，アートマネージメント担当職員，スポーツプログラマー等の専門
的職員，あるいは様々な分野の指導者等に優秀な人材を得て，機能的な業務体制を編成することが




  ○ 専門的職員の確保・養成 






  ○ ボランティアの受入れ 














 (2) 利用者の立場に立った施設の運営 
   自発的な意志に基づき自由に行われるべき生涯学習を進めるには，施設は，施設の管理者側の都
合ではなく，利用者の立場に立った事業の実施，施設の運営に十分配慮する必要がある。 
  ○ アクセスの改善 







  ○ 住民参加による運営 
    施設の事業の運営に当たっては，施設の管理者が事業の企画・実施を含めて施設の運営全般に
責任を持って行うことが当然であるが，施設や地域の実情に応じて，地域住民が事業の企画や運
営に何らかの関与ができるようにすることも考えられる。例えば，事業の企画・運営・広報など





 (3) 新しい学習課題に対する運営の改善 




  ○ 国際化・情報化等への対応 
    国際化・情報化・高齢化等の社会の変化への対応や男女共同参画社会の形成など現代的課題に
関する学習の推進について，地域の実情に応じた積極的な取組が期待される。 















  ○ 学習者への支援 







 (4) 財政面での充実 
   財政面での充実は，活力ある施設の運営のための重要な基盤の一つである。質の高い事業を多様
に展開していくためには，職員など関係者の創意・工夫とともに，必要な財政的な裏付けの確保が
不可欠である。 
  ○ 財源の確保 
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  ○ 適切な料金設定のもとでの事業展開 




































































                           平成８年４月24日 










































































  多様化，高度化する人々の学習ニーズ，社会の変化や新たな課題等に的確に対応していくために  
は，現職研修の内容を充実し，専門的な知識・技術等の一層の向上を図る必要がある。また，情報の
活用や高齢化社会の進展などの現代的課題や，ボランティア活動との連携などの新たな課題への対応






































  （以下略） 
 
Ⅴ 学芸員 
































 １ 養成内容の改善・充実と資格取得方法の弾力化 





  また，生涯学習時代に対応した幅広い博物館化活動や特色ある博物館活動を推進していくため 
に，様々な分野の人材が，その知識や経験を生かし学芸員として活躍できるようにすることが有意
義である。このため，大学以外の学習成果や様々な実務経験で培われた職務遂行能力を積極的に評
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価することにより，学芸員の資格取得の途を弾力化する必要がある。 
 
  (1) 大学における養成内容の改善・充実 

















    以上から，大学における学芸員の養成内容を，次のように改善・充実することが適当である。 
   ① 現行の「社会教育概論」（１単位）を「生涯学習概論」（１単位）に改め，生涯学習及び社会
教育の本質について理解を深める内容とする。 






   ③ 「博物館実習」は現行通り３単位とするが，実習の効果的実施を図るため，その中に大学に
おける事前・事後の指導の１単位を含むものとする。 
   ④ 現行の「視聴覚教育」（１単位）を「視聴覚教育メディア論」（１単位）に，現行の「教育原
理」（１単位）を「教育学概」（１単位）に，それぞれ名称変更するとともに，時代の変化に対
応した幅広い内容とする。 
   ⑤ 総単位数は，現行の10単位以上から12単位以上に２単位増やす。 
     各科目の単位数・内容等を一覧の形でまとめたのが，別紙２である。 
     各大学においては，これに基づき，学芸員養成のための適切なカリキュラムを編成するとと
もに，学芸員の専門性を高めるための所要の科目の開設とその内容の充実により，専門分野に
ついての必要な知識・技術を備えた学芸員を養成することを期待したい。 
     なお，学芸員の試験認定における科目構成についても，大学における養成内容と同様の見直
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しを図る。 
 
  (2) 養成を行っている大学の連携・協力の推進 




  (3) 試験認定科目免除措置の対象となる学習成果の認定範囲の拡大 
    学芸員の試験科目の免除については，現在，大学又は文部大臣の指定する講習において，試験
科目に相当する特定の科目を修得した場合や講習を修了した場合に認められている。 




    新に試験科目に相当する科目として認定すべき学習成果として，次のようなものが考えられる。 
   ア 国立教育会館社会教育研修所における研修のうち相当と考えられる学習 
   イ 国立科学博物館・文化庁施設等機関における研修のうち相当と考えられる学習 
   ウ 地方公共団体が実施する研修のうち相当と考えられる学習 
   エ 専門学校での相当科目の修得 
   オ 大学公開講座での相当と考えられる学習 
    なお，試験科目免除に当たって，その学習の内容・程度等に基づいた適切な取扱いが図られる
ように，試験実施機関である国において一定の基準を示す必要がある。 
 
  (4) 資格取得及び試験認定受験資格の要件として実務経験の対象範囲の拡大 




    生涯学習時代における広い視野に立った博物館活動の展開が求められていることに対応し，今
後は，現在認められている実務経験以外にも，学芸員の職務遂行の上で意義があると考えられる
実務経験を積極的に評価していくことが適当である。 




   ア 社会教育主事，司書その他の社会教育施設職員 
   イ 教育委員会等において，生涯学習，社会教育，文化振興，文化財保護に関する職務に従事す
る職 
   ウ 博物館等において専門的事項を相当する非常勤職員又は，ボランティア（展示開設員など）
なお，上記のウの実務経験の評価に関しては，適切な取扱いが図られるように，国において一
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定の基準を示す必要がある。 
 
 ２ 研修内容の充実と研修体制の整備 
   学芸員が，多様化，高度化する人々の学習ニーズや社会の変化に的確に対応できるようにしてい
くために，現職研修を充実し，専門分野に関する知識・技術や学習活動を効果的に援助する能力等
の一層の向上を図る必要がある。 




   また，各博物館やその設置者においては，学芸員の資質の向上に関する研修の意義を十分に理解
し，学芸員が積極的に各種の研修に参加できるよう，奨励・支援することが期待される。 
 
  (1) 研修内容及び方法 
    研修の企画・実施に当たっては，学芸員の業務に関する各専門分野の知識・技術の向上を目指
すにとどまらず，生涯学習社会の進展，情報化，国際化等の社会の変化に対応して，広い視野か
ら学芸員の業務に取り組めるような研修内容に設定する必要がある。 




    また，高度かつ専門的な知識・技術を習得する観点から，各専門分野の博物館資料の収集・整
理・保存，企画展示の方法，教育普及活動，種々のメディアの操作と習熟に関する研修などが考
えられる。 





  (2) 研修体制の整備 
    国レベル，都道府県レベル，博物館関係団体など，各段階で実施されている研修の有機的連携
を図り，体系的・計画的に学芸員の研修機会を提供していくため，それぞれの役割分担の下に，
研修体制の整備を図っていく必要がある。 
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    また，国立の博物館等においては，その高度な研究機能や博物館資料等を活用し，高度で専門
的な研修機会を提供することが期待される。 
    都道府県においては，各都道府県内の初任者，中堅職員を対象に，経験年数別の実務研修等を
行うとともに，博物館を支援するため，関連する情報の収集・提供などを行う必要がある。 
    また，博物館関係団体においても，博物館相互の情報交換とともに，専門分野別の課題に関す
る研修などを充実することが期待される。 
    なお，博物館の設置者においては，学芸員の研修参加への奨励・支援とともに，科学研究費申
請が可能となる学術研究機関の指定制度等を活用し，学芸員の自主的研究活動や共同研究活動等
の促進や支援に努めることが期待される。 
    学芸員の研修体系についての考えから整理したものが，別紙８である。 
 
 ３ 高度な専門性の評価 




   このため，高度で実践的な専門的能力を有する学芸員に対し，その専門性を評価する名称を付与
する制度を設けることが有意義と考えられる。こうした名称付与制度が定着することによって，当
該名称を付与された学芸員の任用や処遇について，設置者等が適切な配慮を行うことも期待される。 




   この制度についての基本的考え方を整理したものが，別紙10である。 








 ４ 幅広い人事交流等の配慮と有資格者の積極的活用 





   また，大学等において学芸員となる資格を取得しても，実際には博物館に勤務していない人が相
当いる。生涯学習を推進する観点から，こうした学芸員有資格者の持つ専門的な知識やその多様な
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経験等が，博物館活動の充実や館内の様々な事業の支援のために活用されることは極めて有意義で
ある。 
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（別紙２） 
学芸員養成科目の改善 

















































































   また，博物館経営論以下の３科目は，「博物館学各論」として統合して実施することができる。た
だし，その単位数は４単位を下らないものとする。 
 ２．博物館実習の単位数には，博物館実習に係る大学における事前及び事後の指導の１単位を含む。 
















































































































 (1) 実施機関 
   国立教育会館社会教育研修所又は博物館の全国的な統括団体が実施する。 
 
 (2) 評価の対象・名称 
   学芸員のそれぞれの専門分野に対応した「高度で実践的な専門的能力」を評価の対象とする。具
体的な名称は，例えば，専門学芸員（仮称），上級学芸員（仮称）などとすることが考えられ，その
専門分野が明確になるように次のような分野名を付記する。 
   分野名の例：歴史，民族，科学，技術，自然科学，芸術，産業，教育普及（又は学習援助） 
   名 称 例：専門学芸員（歴史）又は上級学芸員（歴史）など 
 
 (3) 評価の方法 
   実施機関の審査により，名称付与を認定する。 
  ① 申請要件 
   ア．一定年数（例えば，10年）以上の実務経験を有していること。 
   イ．国立の博物館，国立教育会館社会教育研修所などが実施する一定の専門的な研修を修了し，
博物館資料の収集，保存，調査研究，展示，教育普及活動等において優れた業績を有している
こと。 
  ② 審 査 
    専門分野における博物館活動に関する論文等の提出又は面接（口頭試験）等の方法により行う。 
 
 (4) 評価の手続き 
  ① 実施機関に(2)の専門分野別に，当該分野の専門家，博物館長等により構成する審査委員会を設
置する。 
  ② 名称付与を希望する学芸員は，原則としてその所属する博物館の館長を通じて審査を申請する。 
  ③ 実施機関は，当該分野に関する審査委員会の審査を経て合否を決定し，申請者及び所属館長に
通知するとともに，認定された者を名簿に登載する。 
 




                                    平成８年７月19日 
                                    中央教育審議会答申  
 
    （略） 
第３章 これからの地域社会における教育の在り方 
 
 (1) これからの地域社会における教育の在り方 










   しかし，現実には，地域社会での活動を通しての子供たちの生活体験や自然体験は著しく不足し
ていると言われ，また，都市化や過疎化の進行，地域における人間関係の希薄化，モラルの低下な
どから，地域社会の教育力は低下していると言われている。 









 (2) 地域社会における教育の条件整備と充実方策 
  ① 地域社会における教育の在り方と条件整備 
    地域社会の活動は，正に地域の人々の主体性や自主性を前提とするものであり，地域社会の大
人一人一人が，その一員であることの自覚を持ち，地域社会の活動を自主的に担っていくことが
まず重要であると言わなければならない。 
    したがって，行政としては，地域の人々の主体性や自主性を尊重しつつ，地域の人々のニーズ
を的確に把握し，それらを踏まえながらいかに地域社会の活動を活発にするかという視点に立っ
て，活動の場や機会の提供，様々な団体への支援，指導者の養成，情報提供などの基盤整備に重
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点を置いて，施策を進めていく必要がある。その際，障害のある子供たちが積極的に参加できる
ような配慮を特に望んでおきたい。 
    また，第２章においても述べたとおり，地域社会の活動を充実させるためには，こうした施策
とともに，社会全体に［ゆとり］を確保するための条件整備を進める必要がある。 






  ② 地域社会における教育の具体的な充実方策 





 (a) 活動の場の充実 
  （遊び場の確保） 













  （学校施設の活用） 








   なお，学校開放について，土曜日や日曜日等についても実態として学校長に施設管理の責任がある
場合もあり，このため，これが進まないとの指摘がある。今後は，本来は学校開放時の管理責任が教





  （社会教育・文化施設の整備充実と新たな事業展開） 







   そのために，例えば，公民館や生涯学習センター，青少年教育施設などにおいては，今後，工作教
室や昔遊び教室，史跡めぐりなど子供・親子向けの事業や講座を充実したり，各種学習サークル活動
などを活発に行うことが望まれる。 
   また，読書は人格形成に大きな役割を果たすものであり，図書館においては，読書活動の一層の促
進を図るため，蔵書に充実のほか，子供への読書案内や読書相談，子供のための読書会などの事業の
充実などにもっと努めていく必要がある。 








  （新たなスポーツ環境の創造） 









   さらに，今後は，子供たちが異年齢の人々と交流し，適切なリーダーから指導を受けられるような
スポーツ活動の拠点や，これを支える広域的なスポーツセンター等を広く普及させ，新たなスポーツ
環境を創造していくことが必要と考える。 
      （以下略） 
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15 自然科学系学芸員の体系的な現職研修の実施について 
 
                    平成９年３月 




























 (1) 国レベルの研修の目的，受講対象者 






 (2) 国レベルの研修の内容等 
   研修内容としては，国立の博物館の持つ高度な研究機能や大学の持つ高度な学術研究機能を活用




   研修方法としては従来の短期集中型の研修に加え，学芸員のより専門的，個別的な研修ニーズに
対応するため，国内外の博物館への派遣研修等を実施する。 





 (3) 国の役割について 
   国は，研修の体系化の観点から，国立科学博物館や全国的な博物館関係団体等と連携して，都道
府県レベルの研修を担当する指導者の育成などを目的とする国レベルの研修の一層の充実を図る。 





   なお，学芸員の研修の体系化にあわせて，学芸員の高度で実践的な専門性を評価する制度につい
て，博物館関係団体等と連携しながら研究を進めていくことも重要な課題である。 
 
 (4) 国立科学博物館の役割について 






 (5) 全国的な博物館関係団体等の役割について 









 (1) 都道府県レベルの研修の目的，受講対象者 
   都道府県レベルの研修は，主として，①初任者を対象に，博物館に関する基礎的知識・技術の習




   あわせて，地域の特色に応じた課題等についての理解を図ることも求められる。 
 
 (2) 都道府県レベルの研修の枠組み 





 (3) 都道府県レベルの各研修の内容（研修項目）等 
   各研修の想定される研修項目及び研修内容については，表３のとおりである。 
 
 (4) 都道府県規模の博物館関係団体について 




 (5) 研修の企画・運営に当たっての留意点 
  ① 表に示した研修内容は，あくまで基本的な枠組みとして示したものであり，研修の企画に当た
っては，受講者の経験等や地域の実情等を配慮して工夫することが望ましい。また，地域の中核
的な博物館の機能を生かした高度で専門的な研修への取り組みも期待される。 










    なお，現在，学芸員の研修等を実施している国立科学博物館及び国立教育会館社会教育研修所
において，各研修項目に対応する講師を紹介することとしている。 
  ④ 考えられる研修項目は多岐にわたるため，数年にわたって計画的に実施することも考えられ  
る。また，研修のうち適当なものについては，自然科学系以外の学芸員も含めた共通の研修機会
とすることにより，館種の異なる博物館相互の理解や交流を深めることも有意義である。 
  ⑤ 研修形態としては，講義のみでなく討議や実習等を交えるなどの工夫により，研修の効果を上
げることが期待される。特に「中堅者共通研修」では，受講者の博物館活動の経験を踏まえた討
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議により，理論と実践の融合を図り知識を深めることができるなど大きな成果が期待されるため，
研修の企画実施にあたっては討議等の機会を十分に設けることが望ましい。 
  ⑥ 研修資料は，研修を効果的に行う上で有効であるのみならず，また，受講者が研修修了後も，
それぞれの職場において職務の遂行に当たっての参考ともなるので，受講者の経験等を配慮して
内容を工夫することがのぞましい。 
  ⑦ 学芸員を研修の講師へ起用することや，その他の生涯学習関連事業や研究開発事業への起用を
図ることは，学芸員の行う博物館活動への評価という観点からも，学芸員の資質向上に資すると
ころが大きいと思われる。 








                                    平成10年９月17日 
                                    生涯学習審議会答申  
 





    （以下略） 
 (1) 地方公共団体に対する法令等に基づく規制の廃止・緩和 












































    （以下略） 
 
第２節 地域の特性に応じた社会教育行政の展開 
    （以下略） 
２ 地域づくりと社会教育行政の取組 
    （以下略） 
 (3) 地域の人材が活躍できる場としての社会教育施設 
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ンティアを受け入れる体制ができていない，受入れのための事務が繁雑である，受入れ予算がない
などを理由として，ボランティアの受入れ等に消極的なものが見受けられる。 






    （以下略） 
５ 生涯学習施設間の連携 


















                                    平成11年６月９日 


























    （以下略） 
２ 地域の子どもたちの遊び場をふやす 
    （以下略） 
 (3) 博物館や美術館を子どもたちが楽しく遊びながら学べるようにする 
















 ◎ 博物館や美術館で，子どもたちが主体的に五感を使って体験できるような展示活動を進める 
   学校休業土曜日等を中心に，子どもたちが楽しく遊びながら自然界の原理や技術，歴史，伝統文
化，美術等を体験的に理解できるようにするため，参加体験型やハンズ・オン（自ら見て，触って，
試して，考えること）を活用した展示を進める。 
   事業を進めるに当たっては，博物館や美術館からアイディアを募集し，優れたアイディアを事業
化するなどモデル事業としての取組を進め，その成果を全国に普及する。 
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 ◎ 子どもたちの科学やものづくりへの関心を深める教室を全国的に開催する 







 ◎ 子どもたちが最先端の研究成果に触れる機会を提供する 
   大学や大学共同利用機関が，科学系博物館等と連携し，子どもたちが最先端の研究成果に直接触
れることができるよう，科学実験体験，施設見学等を開催する。（科学技術庁と連携） 
 
 ◎ 子どもたちが美術に親しみ，理解を深める機会を提供する 
   主として公立の美術館・博物館において，子どもたちがなじみやすい作品を中心とした展覧会，
文化財公開事業を開催し，子どもたちの美術や伝統文化に対する理解を深める。 
 
 ◎ 学校休業土曜日等の博物館・美術館の無料開放等を促進する 
   全国の国公私立博物館・美術館に，学校が休みとなる土曜日等の子どもの入館料の無料化を呼び
かけるなど，子どもたちが参加しやすい活動の場となるよう促進する。 
   なお，私立の登録博物館については，このような無料化の優遇措置を講じることなどにより，登
録博物館の設置運営を主な目的とする民法法人に特定公益増進法人となる道が開かれているという
ことについて，広く周知する。 




  －生涯学習の成果を生かすための方策について－   ［関係部分］ 
 
                                    平成11年６月９日 


































    （以下略） 
２ 学習成果をボランティア活動に生かすにあたっての課題と対応方策 
  －ボランティア活動の充実・発展のために－ 
 (1) 多様な活動の発見・創造 




    （以下略） 






   ボランティアを施設に円滑に受け入れるため，施設側の担当者の指名，ボランティア及び職員双
方への研修の実施などが必要となってくるが，施設の設置者においては，規則などの整備のほか，
受入れに必要な予算措置についても配慮することが必要である。 
    （以下略） 
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19 教育改革プログラム－「教育立国」を目指して［関係部分］ 
 
                                     平成11年９月21日  
                                     文部省 
 






    （以下略） 
 
 (3) 将来の科学技術の発展を託す人材の養成や社会の要請に応える学術研究の振興 
  ○ 科学技術創造立国に向けての学術研究の振興 









  ○ 高等専門学校の充実 






  ○ 産業・就業構造の変化に対応した社会人再教育の推進[再掲] 
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  ○ 青少年の科学や技術に対する興味・関心を高めるための科学や技術に関する教育の推進 

























    （以下略） 
 
 (3) 学校外の体験活動の推進 
  ○ 子どもたちの体験活動等の情報提供体制の充実 




  ○ 地域における子どもたちの体験活動の充実 
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作業等の勤労体験，レクリエーション等の自然体験活動を行う取組を実施している（農林水産省
と連携）。 





  ○ 青少年団体における活動など学校外活動への参加の奨励 




  ○ 学校外活動の評価 
    平成11年６月の生涯学習審議会の答申を踏まえ，ボランティア活動，文化・スポーツ活動など
子どもたちの学校外活動を奨励するため，社会における多様な評価の在り方などについて，所要
の取組を進める。 
  ○ 社会教育施設等の活性化 




    また，地域における学校外活動を促進するため，子どもにとって魅力ある教育用素材の宝庫で
ある科学博物館，歴史民俗博物館，美術館，動植物園や公民館，図書館等の活動の活性化やマル
チメディアの活用等の工夫を進めている。 
    さらに，完全学校週５日制の実施に向け，週末の子どもの活動の場として，専修学校，大学等，
専門高校の施設・機能の開放を促進している。 
    （以下略） 
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20 新しい情報通信技術を活用した生涯学習の推進方策について 
  －情報化で広がる生涯学習の展望－         ［関係部分］ 
 
                                    平成12年11月28日 
                                    生涯学習審議会答申  
 






































    （以下略） 
 
























                                    平成14年２月21日 
                                    中央教育審議会答申  
 
    （略） 
第３章 どのように教養を培っていくのか 
    （略） 
 
第１節 幼・少年期における教養教育 
 (1) 幼・少年期における教養教育の課題 
   およそ生物は，生物学でいう「受容体」のないところに何を与えても受け取ることはできない。
幼児期からおおむね12，13歳ごろまでの時期においては，あらゆる教育活動を通じて，変化の激し
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い社会で生涯にわたって主体的かつ自律的に学び成長していくための「受容体」ともいうべき基盤
を，子どもたち一人一人に培う必要がある。 





   これらの状況に対し，家庭教育の支援や地域における青少年教育の充実を図る観点から様々な施
策が講じられてきたが，現時点では十分な成果があがっているとは言い難い。 













   このことの背景には，我が国の教育が，形式的な平等を重視する余り，画一的なものになりがち
で，一人一人の多様な個性や能力の伸長という点に必ずしも十分に意を用いてこなかったこと，自
ら学び，自ら考える力や，豊かな人間性をはぐくむ教育がおろそかになってきたことなどがある。 





 (2) 具体的な方策 
  ① 家庭や地域で子どもたちの豊かな知恵を育てる 
    教養教育の原点は家庭教育である。その重要性は，どんなに社会が変化しようと変わることは
ない。 
    また，地域社会において，子どもが他者と触れ合う中で，人間関係や集団のルール，公共心や
規範意識，勤勉性や自己規制の力などを身に付けることができるよう，社会全体で子どもを育て
る環境づくりを進める必要がある。 
    平成14年度からの完全学校週５日制を意義あるものにするためにも，家庭や地域の教育力の向
上は緊急の課題であり，取組の一層の充実が必要である。 
 























  ② 確かな基礎学力を育てる 






























  ③ 学ぶ意欲や態度を育てる 
    学ぶことの意義や目的を見出し，自ら進んで学び考え，物事に挑戦しようとする意欲や態度を
育てることは，幼・少年期の大きな教育課題の一つである。 



















    （以下略） 
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22 青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について［関係部分］ 
 
                                    平成14年７月29日 
                                    中央教育審議会答申  
 
    （略） 
Ⅰ 今なぜ「奉仕活動・体験活動」を推進する必要があるのか 
    （以下略） 
２ 奉仕活動・体験活動のとらえ方 
  －奉仕活動・体験活動を幅広くとらえる－ 
    （以下略） 
 (1) 奉仕活動・体験活動の概念 





   しかしながら，用語の厳密な定義やその相違などに拘泥することの意義は乏しいと考える。 












   また，特に，初等中等教育段階での青少年の活動については，その成長段階において必要な体験
をして，社会性や豊かな人間性をはぐくむという教育的側面に着目し，社会，自然などに積極的に
かかわる様々な活動を幅広く「体験活動」としてとらえることとする。 
   これらを踏まえ，本報告では，社会全体で奨励していくべき幅広い活動の総体を「奉仕活動・体
験活動」と捉えたい。 
 
 (2) 無償性の取扱い 
   国民にとって「奉仕活動」を身近なものとしてとらえる観点から，活動にかかわる無償性や自発
性の問題については，次のようにとらえることが適当と考えられる。 
   すなわち，「奉仕活動」，「ボランティア活動」とも，無償性が強調されがちであるが，このような








 (3) 自発性の取り扱い 





 (4) 日常性 





    （以下略） 
 
Ⅱ 奉仕活動・体験活動をどのように推進していくのか 
    （以下略） 
３ 18歳以降の個人が行う奉仕活動等の奨励・支援 
  －奉仕活動を日常生活の一部として気軽に行う－ 
    （以下略） 
 (3) 個人が参加できる多彩なプログラム等の開発・支援 
    （以下略） 
  2) 身近に参加できる魅力あるプログラムの開発 
    （以下略） 
   ① 公共施設等におけるボランティアの受け入れの促進 










     このため，公共施設等においては，ボランティアの受け入れ・活用を組み込んだ事業の運営，
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施設の担当者の指定，ボランティア及び職員双方への研修など受け入れに必要な環境整備を行
うことを求めたい。 
     さらに，特別非常勤講師制度，スポーツや文化の指導者派遣制度など学校教育への社会人の
活用のための施策の一層の充実を図る必要がある。 






                             平成16年３月29日 
                             中央教育審議会生涯学習分科会報告  
 


































































































  (1) 国，都道府県，市町村の役割等 







   ② 都道府県は，市町村を包括する広域の地方公共団体として，都道府県域全体についての大学，
専門学校，民間教育事業者，職業訓練施設，公民館等との間における広域での連携の機能の強
化（学習情報の提供，学習成果の評価，生涯学習推進センター等による関係機関・団体等のコ








     そこで，今後，以下のことについて，重点的に取り組むことが必要である。 
   (ⅰ) 大学等における社会人の受入れの促進のための支援 
   (ⅱ) 行政上の喫緊の課題として重点的に取り組むべき課題に対応するための施策 




   (ⅳ) ＩＴの活用等の重要な政策課題に対応するため，競争的資金の提供や調査研究などの先
導的な事業や実験的な事業による支援 
   (ⅴ) 図書館の司書等の専門職や指導者等の研修と研修教材の作成など，生涯学習振興を担う
人材の養成 









    （以下略） 
 
  (4) 市町村合併への対応 





    （以下略） 
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24 科学技術と社会という視点に立った人材養成を目指して 
  －科学技術・学術審議会人材委員会 第三次提言－   ［関係部分］ 
 
                         平成16年７月 
                         科学技術・学術審議会人材委員会第三次提言  
 
    （略） 
Ⅱ 改革の方策 
    （以下略） 
 ２ 具体的な改革方策 
    （以下略） 
  (2) 「知」の活用や社会還元 
    （以下略） 
   ② 対話型科学技術社会を構築していく人材の養成 
    （以下略） 
   ア．科学技術コミュニケーション人材の養成・確保 
    （専門職としての科学技術コミュニケーターの養成） 
      科学技術コミュニケーターは，研究者の意図や研究内容を社会にわかりやすく伝えるの
みならず，社会の問題意識や認識を研究者の側にフィードバックする役割も担う者として
の活躍が期待される。 
      また，科学技術コミュニケーターとしての専門性は，科学館・科学系博物館等において
習得されることが期待されるが，現状では，学校教育との連携等において十分に活用され
ているとは言い難い状況にある。 









      さらに，科学館・科学系博物館を学校教育と連携した地域の理科教育センター的な教育
支援の拠点として活用していくことも必要である。 
   （以下略） 
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25 人々とともにある科学技術を目指して 
  －３つのビジョンと７つのメッセージ－       ［関係部分］ 
 
                          平成17年７月 
                          科学技術理解増進政策に関する懇談会報告  
 
    （略） 
４．科学技術理解増進活動を担う機関・人々へのメッセージ 
    （以下略） 


















































    （以下略） 
２．社会と科学技術イノベーションとの関係深化 
    （以下略） 
 (2) 科学技術コミュニケーション活動の推進 
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 ○ 博物館は，法制定時に比較して，形態，ニーズが多様化。 
 ○ 博物館法上位置づけられる博物館は，博物館全体の中では少数。 
 ○ 学芸員の資格取得は，同類の資格と比較して容易。 
 ○ 博物館界は，博物館法改正を要望。 
 
 (1) 多様化する博物館への対応 








 (2) 博物館登録制度の現状 









   これは，特に公立博物館においては，国からの補助金が廃止された結果，登録博物館になること
のインセンティブが働きにくい状況にあることや，登録博物館の対象外である地方公共団体の長が
設置する博物館が約1,000館以上にのぼること等が背景にあると考えられる。 





   このような状況では，博物館登録制度が我が国の博物館の活動の基盤を形成しているとは言い難
い状況である。 
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 (3) 学芸員制度の現状 
   学芸員は，博物館法で登録博物館に配置することが定められている専門職員であり，平成17年度
現在，全国の登録博物館には2,898人の学芸員が配置されている。学芸員となる資格は国家資格であ
り，資格要件が法律上に明確に定められている。 










   このような状況の中では，学芸員資格の高度化，学芸員配置等の推進が課題になると考えられる。 
 


















































































 ○ 現行博物館法は，多様な博物館像を許容する一方，登録基準では，実物資料を重視。 
 ○ 登録博物館に必要とされる「資料」や「調査研究」の内容は，館種や設置目的によって判断。
 
 (1) 博物館の基本的要件 
   現行博物館法上，「博物館」とは登録博物館であり，今般もその前提で，以下，登録博物館として
の博物館の定義について検討を行った。 
   現行博物館法は，博物館について，以下の目的を有する機関と定義している。 
  イ）資料を収集し，保管（育成）し， 
  ロ）資料を展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し，その教養，調査研究，レクリエーシ
ョン等に資するために必要な事業を行い， 
  ハ）あわせて，資料に関する調査研究をする 
   国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）勧告やＩＣＯＭ（国際博物館会議）規約など，国際的な
博物館の定義も，動物園の扱い等について多少異なるが，概ね，博物館に関する上記定義を共有し
ている。 




   また，博物館でもたらされる「楽しみ」は，博物館という場所に来館者を誘い，知的な好奇心を
刺激し，結果として教育や学習を促進させるために必要な要素である。 
   上記現行法の要件は，引き続き博物館の持つべき基本的機能であるべきである。 
 
 (2) 博物館の定義の在り方－博物館資料との関係－ 
   上記に掲げた基本的要件が各々基礎とする「資料」については，現行博物館法第３条第１項第１
号で，博物館資料を「実物，模写，模型，文献，図表，写真，フィルム，レコード等」と例示し，

























   なお，博物館資料が，資料の保全も踏まえつつ，展示等を通じて適切に公開されていること等も
重要な要件である。 









































   新たな登録制度では，上記の運用上の問題の改善・解決を図るだけでなく，登録制度が社会的な
説明責任や信頼を得るための手段となるよう，図っていく必要がある。 





   このような考え方は，社会的基盤こそ違うものの，我が国の博物館登録制度を考えていく上で共
有してよい。 




   このような考え方に基づき，新しい登録基準等具体的な制度設計は以下を配慮したものとする必
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要がある。 
  ① 資格を有する学芸員の配置など，設置者の違いや，施設の規模等に応じて，登録博物館として
当然有するべき要件，機能を備えていることについて確認できること 
  ② 博物館がその活動において，公共に資する視点でそれぞれの館に相応しい使命と計画を設定し，
どれだけ実践しているかという視点で審査を行えること 
  ③ 我が国の博物館活動の多くを支えている中小の博物館や私立博物館も含め，できるだけ多くの
博物館が参加できること 
  ④ 各関係者に＜別紙２＞に示すような利点をもたらすことが期待できるほか，私立の登録博物館
への税制上の優遇措置が登録制度の意義をより高める効果を発揮しているように，登録博物館に
なることの目に見えるメリットが多くあること。 






   このような点を踏まえ，博物館登録制度は，博物館法の中核の制度として引き続き発展させてい
くべきである。 
 




 ○ 博物館相当施設の指定制度を博物館登録制度に一本化。 
 





   今後は，上記(1)の考え方に基づき，博物館がそれぞれの館に相応しい生涯学習支援を行う上での
機能や条件を維持し，どれだけ実践しているかといった活動面を重視する観点から登録制度を再構
築する必要がある。 
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度に一本化する方向で検討すべきであり，現在，登録対象となっていない以下の各種博物館につい
て，＜別紙３＞のとおり考察した。 
  １）国立の博物館，独立行政法人立博物館 
  ２）大学博物館等 
  ３）地方公共団体の長が所管する博物館 
  ４）営利法人立（株式会社等）博物館 
  ５）個人立博物館 








 (3) 新しい登録基準の骨格 
 







    以上の考え方に基づき，館の特性に応じた審査ができるような基準を用意することが必要であ
り， 
  ① すべての館に適用する共通の基準（共通基準） 
  ② 加えて，動物園や水族館においては，生物を資料として取り扱うことから，育成等他の博物館
にはない機能が必要であるように，館種や設置目的等の違いに配慮した特別な基準（特定基準） 
  の双方が必要である。 
   共通基準のレベルの考え方としては，以下の点を踏まえて作成されるべきである。 




  ② 小規模館であっても新しい登録制度の対象となるよう，規模にかかわらず，博物館として満た
さなければならない基準を示すこと。 
  ③ 共通の基準を定めることで，博物館の多様性を奪うものであってはならず，各博物館が各館の
使命・目的に応じて目標とすべき博物館像を設定し，それに向けた努力を後押しできるような基 
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   準とすること。 
 
 ２）基準の内容について 
    基準の骨格は，前記「博物館の望ましい姿」が提示する，３点を基本として，以下のとおり考
えるべきである。 
  ① 経営（マネージメント） 







  ② 資料（コレクション） 




  ③ 交流（コミュニケーション） 





    さらに，上記を基礎として，さらに，ⅰ）経営責任・館長，ⅱ）倫理規定，ⅲ）利用者・地域，
ⅳ）展示，ⅴ）教育普及，ⅵ）学芸員その他の職員，ⅶ）調査研究，ⅷ）資料・コレクション，
ⅸ）財務・施設等の観点から，より具体的な基準を検討していく必要がある。 
    加えて，上記の基準を考えるに際しては，博物館登録制度が，美術品等の公開や希少動物の保
護等，他の関連する諸制度との連動の観点からの基準も加味する事も有益であると考えられる。 
 
    なお，登録基準に関しては，更なる詳細な検討が必要である（別紙１「今後，早急に検討する
必要がある事項について １．登録制度関係」を参照）。 
 




   現在，都道府県教育委員会（博物館相当施設の指定については，一部文部科学大臣）が担ってい
る登録審査体制については，多種多様な博物館の登録を適切に審査するため，より一層の強化，拡
充の必要があると考えられる。 
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   また，後述するように，登録博物館の状態の定期的な確認や登録博物館の名称独占を図るのであ
れば，行政に過重な負担を担わせることを避けるとともに，できるだけ地域差による不公平が生じ
ないような工夫も必要である。 



























 ○ 「認定制度」「認証制度」等も含め，より適切な名称を検討。 
 




   さらに，登録博物館になることの動機付けと，国民や住民に対して当該博物館が登録博物館であ
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ることを知らしめることができるよう，登録を受けた博物館に対しては，「登録博物館」等の名称独
占を与えることや，統一プレートの掲示等も有効であると考えられる。 






















 ○ 学芸員については，各種の調査が以下のことを指摘。 
  ・コミュニケーション能力の一層の向上が必要。 
  ・大学の養成課程の見直しが必要。 









 (1) 利用者の学芸員等に対する意識について 








 (2) 大学の学芸員養成課程について 






   調査によると全国の博物館長の38.3％，博物館設置者の43.7％は大学における養成課程のカリキ
ュラムの改善・充実を課題に挙げている。その理由は， 
   ○資格そのものの取得が比較的容易であること 
   ○各大学の養成内容に差があること（単位数，実習期間等） 
   ○博物館実務の基本的な知識・実践技術を十分に身につけていないこと 
   ○現代のニーズに応じた高度化・専門化が必要であること 
  等が指摘されている。 
 
 (3) 現職学芸員の課題について 
   現在，博物館１館当たりの専任学芸員は平均2.7人と決して多いとは言えないなど，現職の学芸員
を取り巻く状況は厳しく，依然として多くの博物館が「職員数の不足」を自館の問題点として挙げ
ている。 
   現行の学芸員資格制度には，専門分野や職種による区分がないことから，学芸系職員の55.1％は
「学芸員制度に職種による区分を導入」し，専門分野を明確にして職種等に考慮した適切な人員配
置等を促進することを課題として挙げている。 
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２ これからの学芸員制度に求められること 
 (1) 学芸員に求められる専門性 
 
  学芸員に求められる専門性は， 
 ○ 資料及びその専門分野に必要な知識及び研究能力 
 ○ 資料に関する収集・保管・展示等の実践技術 
 ○ 高いコミュニケーション能力を有し教育活動等を展開できる能力 
 ○ 一連の博物館活動を運営管理できる能力 
 
   情報化の進展やニーズの多様化とともに，特に新たな公共を担う拠点として博物館には教育サー
ビスの充実が求められている。 






   求められる専門性は，博物館の設置目的や設置主体・職員体制・経験年数・館種等により主軸と
なるものは異なるものの，具体的には，以下のようにとらえられる。 
   ○ 資料及びその専門分野に必要な知識及び研究能力を有すること 
   ○ 資料に関する収集・保管・展示等の実践技術を有すること 
   ○ 資料等を介して，あるいは来館者との直接的な対話等において高いコミュニケーション能力
を有し，地域課題の解決に寄与する教育活動等を展開できること 
   ○ 住民ニーズの的確な把握と住民参画の促進，これに応える事業等の企画・立案から評価，改
善まで，一連の博物館活動を運営管理できる能力を備えていること 
 
 (2) これからの学芸員制度に求められること～学芸員のキャリアと段階的養成・研修～ 
 
 ○ 学芸員の多岐に渡る専門性を実務経験等を考慮し適切に資格として位置付け。 
 ○ 現職学芸員の研修制度やキャリアパスの在り方を整理。 
 
   学芸員に求められる専門性は多岐にわたるが，こうした技能は一時期の学習によって身につくも
のばかりではなく，博物館での実務経験等により継続的・段階的に向上させるものであり，実務経
験を学芸員養成制度に明確に位置づけることも必要である。 
   また，現在の制度では，学芸員資格は大学で基礎的な学修を修了した者に一律に付与されている
ため，学芸員の専門分野や学芸業務の能力の指標を示す制度になっておらず，能力を適切に証明で
きるような学芸員資格にする必要がある。 
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３ 今後の見直しの方向性 
 (1) 学芸員の養成段階の在り方について 
 
 ○ 大学と博物館が協働して学芸員を養成する体制づくりが必要。 
 ○ 大学における「博物館に関する科目」は，経営・教育・コミュニケーション能力の育成を重
視して見直し，科目を修得した者は「学芸員基礎資格（仮称）」を付与。 
 ○ 博物館での一定期間の実務経験を学芸員資格の要件に位置付け。 
 ○ 新しい養成段階として大学院レベルの専門課程も今後検討。 
 
 １）大学と博物館が協働して学芸員を養成する体制づくり 
    大学における養成課程は，学芸員の専門性の礎となる能力を身につける場や，様々な博物館種
の基本的・共通の機能に対応する基礎力を育成する場であり，学芸員養成の基礎課程と位置付け
られる。 




    具体的には以下のような大学における基礎課程と博物館の実務経験を学芸員制度の資格要件に
位置づけることが必要であり，大学と博物館がより連携・協力して学芸員を養成する体制づくり
が今後不可欠である。 
  ① 大学における基礎課程 
  （ⅰ）専門分野に関する基礎的な知識・探求能力の修得 





  （ⅱ）博物館に関する科目の体系的な学修 
     学部の学修で得た知識や基礎的な探求能力を，博物館の職務に活かすための基礎学修とし
て，博物館に関する科目（博物館学）を体系的に学修する必要がある。 







     なお，これらを履修することで博物館職員として最初のステップを踏めるものとし，単位
履修者には「学芸員基礎資格（仮称。以下同じ。）」を付与し，各博物館は，学芸員基礎資格
を有する者を積極的に雇用し，日常的な職務の遂行による実務経験を積ませることを通じて
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有能な学芸員の育成に参画していくよう努めることが重要である。 
 
  ② 実務経験の必要性と学芸員制度との関係  




    このように様々な館種が存在する博物館で学芸員として活躍するためには，学芸員資格につ
いても大学の「博物館に関する科目」の修得とあわせて，一定期間（１年以上）の実務経験を
要件に含めることが強く求められる。 














   学芸員の資格要件の向上や大学院レベルの養成課程へのニーズは従前から中央教育審議会生
涯学習分科会の議論や各種調査等で見られているところである。 
   実態では，全国の学芸系職員の32％は修士号以上を取得しており，修士課程の履修を経た後に
学芸員という職業を選択する学生が増えてきている。 
   大学院における専門教育に関しては，諸外国では大学院と博物館の現場が連携協力し，博物館
学と実務能力の修得を共にプログラムに含めた高度な養成課程の先進事例もみられる。 
   我が国でも，学芸員資格取得者等を対象にした応用演習をカリキュラムに含める大学院や，大
学院生を対象に博物館で実務経験に参画できるインターン制度を開始している博物館も見られる。 






   なお，大学院段階における学芸員資格付与制度の創設については，更に別紙１（「今後，早急
に検討する必要がある事項について ２．学芸員制度関係」）のとおり多くの検討事項があり，関













 ○ 学芸員の上級資格については，引き続き検討が必要。 
 
 １）現職研修の体系化 
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 ３）上級資格の創設に向けた検討 




  ① 資格付与の仕組みづくり 





  ② 上級資格の役割 

















































































































 (1) 教育普及等の専門人材の養成・確保 











 (2) 様々な人材が博物館で活躍できる仕組みの検討 
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 (1) 博物館登録審査と博物館評価 









 (2) 上級学芸員等の人材の資格認定，資質向上 
   第４章３(2)3)で提唱した上級学芸員資格は，現職の学芸員に関して，その専門性の認定をきめ細
かく行うものであり，学芸員のモチベーションの向上，人材の流動化の推進を図ることができる。 
   この資格の創設に関しては，資格認定を行う専門機関の存在が不可欠である。 
   さらに，学芸員に対して，館種や業態に応じた個々の学芸員に必要なきめ細かな研修の体系的な
実施と，その経験を学芸員のキャリアアップに生かしていくことも可能となる。 
   また，ミュージアムエデュケーター等の多様な博物館人材の資格を認定し，博物館活動に還元し
ていく仕組み作りにも，このような第三者専門機関の存在は不可欠であると考えられる。 
 
 (3) 全国の博物館，大学，学会等に関するネットワーク形成支援 

































 (1) 学芸員養成科目の見直しについて 






  ① 学芸員養成科目の充実 




  ② 博物館実習の見直し 
    博物館実習についても，これまで以上に大学と博物館の連携・協力を緊密にし，その内容を精
査することが求められる。特に，実習の実態については，その扱いが大学や受入先の博物館によ
りかなり差があり，参考となる実習内容を例示する必要がある。 
    ただし，見直しの際には，年間約１万人の学生が実習を行うことを考慮し，受け入れ側である
博物館に過度の負担がかかることのないよう，配慮しながら検討することが必要である。 
 
 (2) 実務経験の導入について 





  ① 職務内容等の明示，ガイドラインの作成 
    「博物館における１年間の実務経験」については，具体的に携わるべき職務内容や到達すべき
目標を明示することが必要であり，当該職務は博物館資料の収集，保管，展示及び調査研究に関
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する職務等，館種を問わず博物館に共通する基本的職務とすることが必要である。 
   実務経験を資格要件とする場合には，求められる基本的職務のガイドラインを策定することにつ
いて引き続き検討することが必要である。 
 
  ② 実務経験の審査・証明 







  ③ 博物館での受け入れ体制 
    見直しの方向性は現行資格の制度内容と大きく異なることから，博物館の受入体制の確保，指
導体制の充実についても十分な検討が必要である。 
 
  ④ 制度導入の普及啓発，準備期間 
    新制度を導入する場合には，博物館，大学，学生，利用者，行政，企業等の置かれている状況，
制度導入により与える影響，制度導入の準備期間等について十分に勘案することが重要である。 




    なお，制度の導入に際しては，大学，博物館等において様々な準備が必要であり，相当の準備
期間をおく必要がある。 
 
 (3) 大学院における学芸員養成制度の創設について 























































































































































































































 (1) 実施機関 
   博物館の評価等を実施する第三者機関 
 (2) 評価の対象 
   学芸員の専門分野に対応した「高度で専門的な能力・技術」とともに博物館活動全般を管理でき
る「総合力」を評価の対象とする。 
 (3) 資格の名称 
   「上級学芸員」（仮称）とする。 
   なお，その専門分野が明確となるよう，館種に関する分野（例：「美術」「歴史」「自然史」「理工」
「動物」「水族」等）あるいはまた，博物館機能に関する分野（例：「教育普及」「情報」「保存・修
復」「経営」等）の名称を付記する。 
 (4) 評価の方法 
   実施機関の審査により資格を付与する。 
  ① 申請要件 
   ア 学芸員の有資格者で一定年数（例えば７年）以上の博物館における実務経験があること 
   イ 博物館において，収集・保管，展示，調査研究，教育普及等において，一定以上の業績を有
していること 
   ウ 原則として所属する博物館の長の推薦があること 
  ② 審査 
    実施機関に審査委員会を設置し，それぞれの専門分野ごとに博物館活動に関する業績等につい
て審査を行い，合否を決定し，申請者及び所属館長に通知する。 
 (5) その他 
   実施機関は上級学芸員（仮称）の名簿を備え，有資格者を名簿に登載する。 
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28 新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について 
  －知の循環型社会の構築を目指して－〔関係部分〕 
                                    平成20年２月19日 






































































































































































































































































































































































































































































































 (6) 国の教育行政の在り方 
○ 生涯学習振興行政・社会教育行政における国の役割は，各地方公共団体における多様な実情を可能
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29 教育振興基本計画（抄） 
 
























































































































基本施策 21 地域社会の中核となる高等教育機構（COC 構想）の推進 
 
【基本的考え方】 
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【主な取組】 
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30 学芸員養成の充実方策について（報告） 
 
                      平成21年２月18日 










































  博物館学    ４単位 
  教育原理    １単位 
  社会教育概論  １単位 
  視聴覚教育   １単位 








  生涯学習概論      １単位 
  博物館概論       ２単位 
  博物館経営論      １単位 
  博物館資料論      ２単位 
  博物館情報論      １単位 
  博物館実習       ３単位 
  視聴覚教育メディア論  １単位 












 ○ 資料及びその専門分野に必要な知識及び研究能力を有すること 
 ○ 資料に関する収集・保管・展示等の実践技術を有すること 













 (1) 大学における学芸員養成教育の在り方について 
   大学においては，学芸員資格取得を目指す学生が，博物館の社会的意義やその必要性等の理解を
図り，博物館について知識理解を深めるのみならず，専門的職員たる学芸員としてのスタートが切
れるだけの基本的な素養を身に付けるようにする必要がある。 
   したがって，大学における学芸員養成教育を“博物館のよき理解者・支援者の養成の場”と位置
づけるのではなく，学芸員として必要な専門的な知識・技術を身に付けるための入口として位置づ
けることが必要である。 



















 (2) 大学における学芸員養成課程の現状について 
   現行の博物館法施行規則第１条に定められている「大学において修得すべき博物館に関する科目」






   また，実態として２単位もしくは１単位科目を二つ合わせて２単位として開講している例がほと
んどであった。 
   このことを考えると，今回の見直しに際しては，少なくとも16単位以上を法定単位数としなけれ
ば改善とは言えず，２単位で開講しているという大学の現状を踏まえた見直しを行うことが必要で
ある。 
   なお，大学独自で法定科目以外の必修科目（選択必修を含む）を設けている大学が全体の約半数
（167大学，52.7％）を占めており，その平均単位数は7.8単位である。 





 (3) 科目の読み替えについて 













































   なお，博物館実習は，「学内実習」及び「館園実習」を実施することとし，「館園実習」は，上記
の「博物館に関する科目」及び基礎となる専門の研究分野を学んだ上で，学芸員養成課程の最終段
階で実施することを基本とするべきである。 
 ⑧ 総単位数は，現行の12単位以上から19単位以上に７単位増やす。 
   各科目の単位数・内容等をまとめたのが別紙１及び２である。 























































































 (1) 試験認定の受験資格・資格発生要件の見直しについて 




   しかしながら，外国の４年制大学や専門学校の４年制課程，省庁大学校の卒業者等は，学校教育
法施行規則第155条第１項において「４年制大学卒業者と同等以上の学力があると認められる者」と
規定されていることから，資格発生時期に差をつける必然性はないと考えられる。むしろ，これら




















   以上のことから，試験認定については，４年制大学卒業者同様，全ての学歴に対して１年間の実
務経験を課するべきである。 
   ただし，実務経験については，本来であれば登録博物館又は博物館法第29条の規定による博物館
に相当する施設における学芸員補の経験に限定するべきであり，将来的に登録制度の見直しが行わ
れた際には，これらの規定も見直すことが必要である。 




 (2) 試験認定の方法及び試験科目の見直しについて 








   また，現行の博物館法施行規則では，「文化史」，「美術史」，「考古学」，「民俗学」，「自然科学史」，
「物理」，「化学」，「生物学」及び「地学」の９科目の中から２科目を選択して受験することとして
いる。今回の見直しにより全体の科目数が増加するものの，実態として選択科目については，平成














 (3) 口述試験の見直しについて 










 (4) 試験科目免除の扱いの見直しについて 













   なお，現在国立教育政策研究所社会教育実践研究センターにおいて実施している博物館職員講習
については，平成20年度からの受講者はわずか６人であり，既にその役割は終えたものと考えるこ





 (5) 手数料の見直しについて 







 (6) 経過措置について 
   現行の試験科目である「博物館学」に合格した者については，改正後の必須科目のうち，「博物館
概論」，「博物館経営論」，「博物館資料論」及び「博物館情報・メディア論」の４科目を免除し，残
りの４科目は受験することとすることが適当である。 




 (1) 受験資格の見直しについて 
  ① 修士，博士又は専門職学位を有する者等について 











  ② 「学芸員補の職」と実務経験について 
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規定する「学芸員補の職」にも適用され，広範にわたる無試験認定の受験資格を与えている。 







  ③ 教授，准教授，講師等の担当科目について 




  ④ 博物館に関する著書，論文，報告等について 





  ⑤ 10年以上学芸員補の職にあった者について 











 (2) 審査内容の見直しについて 





 (3) 名称の見直しについて 
   現行博物館法施行規則では，昭和30年の全面改正以来「無試験認定」という名称を使用している
が，実際には学識及び業績の審査を行っており，今回の改正により口述試験が必須となることから，





































＜現行科目＞  ＜改正科目＞ 
№ 科 目 名 単位数  № 科 目 名 単位数 
１ 生涯学習概論 １単位  
    
１ 生涯学習概論 ２単位 
 
２ 博物館概論 ２単位 
 
２ 博物館概論 ２単位 
３ 博物館経営論 １単位  
    
３ 博物館経営論 ２単位 
 
４ 博物館資料論 ２単位 
 
４ 博物館資料論 ２単位 
    
    
５ 博物館資料保存論 ２単位 
    
    
６ 博物館展示論 ２単位 
５ 博物館情報論 １単位  
６ 視聴覚教育メディア論 １単位  
７ 博物館情報・メディア論 ２単位 
７ 教育学概論 １単位  
    
８ 博物館教育論 ２単位 
 
８ 博物館実習 ３単位 
 
９ 博物館実習 ３単位 
（８科目12単位）  （９科目19単位） 
 





№ 科目名 単位数 ね ら い 内      容 
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№ 科目名 単位数 ね ら い 内      容 
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№ 科目名 単位数 ね ら い 内      容 
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31 博物館の設置及び運営上の望ましい基準の見直しについて 
  （報告） 
 
                      平成22年３月 





































 (1) 「望ましい基準」の制定等の経緯 




   その後，平成10年には，「地方分権推進計画」（平成10年５月29日閣議決定）に基づき，学芸員数
の数値基準を削除する一部改正が行われた。 
   さらに，平成15年には，地方分権改革推進会議の提言等を踏まえ，定量的な規定を撤廃する等の
大綱化・弾力化を図るための全部改正が行われ，「公立博物館の設置及び運営上の望ましい基準」（平
成15年文部科学省告示113号，以下「現行の望ましい基準」という。）が告示された。 
 (2) 今回の見直しの経緯 







   あわせて，現行の望ましい基準の施行から約７年が経過し，その間の社会の変化の中で博物館を
取り巻く環境も大きく変化している。 

















































 (1) 博物館の社会での役割と今後の方向 
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することが求められており，展示や教育普及などの事業を通して，社会における博物館の役割を広
く伝える方策についてそれぞれの館が検討する必要がある。 




   今後，博物館にはその経営・事業の評価，学校や家庭および地域社会との連携，利用者に応じた
サービスといった観点からの活動のより一層の充実が望まれる。 
 (2) 博物館登録制度との関係 






 (3) 博物館倫理規程との関係 















   したがって，倫理規程の策定に当たっては，改定される新たな望ましい基準との関係に留意する
ことが必要となる。新たな望ましい基準と倫理規程の両者が相互補完的に運用されることにより，
相乗効果が発揮され博物館の質的向上につながることが期待される。 
 (4) 館種別，規模別の考え方 












 (5) 現行の望ましい基準が対象としていない施設についての考え方 
   現行の望ましい基準の対象は，公立の登録博物館に限られている。そのため，平成20年度社会教
育調査によると，登録博物館及び博物館に相当する施設，博物館類似施設全体の約9.6％を対象とし
ているに過ぎない。 








   この提言は，平成20年の博物館法改正には直接反映されず，登録制度の抜本的な見直しは将来の
課題とされた。 





   さらに，博物館に相当する施設及び博物館類似施設，特に首長部局所管の施設や，大学博物館に
ついても，博物館と同等の機能を有していることが多いことから，この新たな望ましい基準を参考
として運営されることが望まれる。 
 (6) 新たな望ましい基準の活用 
   現行の望ましい基準をどのように活用するか，どのように普及させるかについては，これまで必
ずしも十分に検討されていなかった。今後は，国による都道府県等への周知・普及を積極的に行う
とともに各館における新たな望ましい基準の効果的な活用の在り方についても検討すべきである。 




 (7) 国，設置者の役割 
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な望ましい基準も満たすことができるよう努めることが望ましい。 
   国は，基準内容の周知や好事例の紹介等，この新たな望ましい基準の普及及び博物館の質の向上
に向けて支援を行うことが求められる。 
 (8) 参考数値の考え方 
   すでにⅠ．１でも述べた通り，平成15年に，地方分権改革推進会議の提言等を踏まえ，「公立博物
館の設置及び運営に関する基準（昭和48年文部省告示）」上の定量的な規定を撤廃したところである。 
   具体的にどのような博物館を設置するかは設置者である地方公共団体等が決定すべきであり，今
回の基準の改定に当たっても，新しい時代における博物館にとって何が必要かという大局的な観点
で見直しを行うべきであり，再び数値基準を設けることは必ずしも適当ではない。 
   一方で，各博物館が設置及び運営に当たって参考にできるような客観的な目安を求める意見もあ
ることから，本報告書において参考的な数値を示すこととする。 






 (9) その他 
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＜参考＞ 





































 ④ 事業の自己評価等 
・博物館の評価に当たっては，博物館が定める事業計画の達成状況が適切に判断できる方法で評価
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を実施することが望ましい。評価作業に徒らに労力を費やし，職員のモチベーション向上を妨げ
ることのないような仕組みが必要である。 

































  ① 実物，標本，文献，図表，フィルム，レコード等の資料 
  ② ①を複製，模造若しくは模写した資料，又は①に係る模型 
  ③ ①②に関する図書，文献，調査資料その他必要な資料 
  なお，①②を「博物館資料」と称し，③については「博物館資料」に関する図書等と整理する
こととする。 
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 ⑨ 情報の提供等 
・博物館においては，自己点検評価の結果とともに運営上の課題に関する改善案を博物館利用者や















































 ⑮ 施設及び設備等 
・入館者の快適性（アメニティ）や楽しさの向上が重要である。具体的には休憩施設，飲食施設，
ショップの充実等が考えられるところであり，その旨を追加することが適当である。 
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（別添）登録・相当施設及び類似施設における各項目の上位30％の平均数値 
  学芸員，学芸員補の数（人） 









総合博物館 10.8 1.1 2.6 12.8 11,797.1 251,238.8 337.3 150.7
科学博物館 9.6 0.1 1.7 10.3 12,260.0 307,024.0 338.7 338.7
歴史博物館 6.2 0.9 1.6 7.0 6,884.0 137,355.7 333.6 105.1
美術博物館 5.9 0.6 1.2 6.5 8,938.7 36,768.6 329.2 166.2
野外博物館 5.0 0.3 0.0 5.0 15,863.3 231,196.3 365.0 207.0
動 物 園 4.0 0.0 0.0 0.0 7,130.0 25,928.0 343.0 773.0
植 物 園 0.0 0.0 0.5 0.5 56.5 900.0 357.5 25.5
動 植 物 園 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
登録施設 
水 族 館 5.5 1.0 0.0 5.5 6,651.5 54,365.0 365.0 302.0
総合博物館 3.8 3.0 1.3 5.3 9,323.0 1,098,233.7 349.5 135.8
科学博物館 12.1 0.8 1.9 13.4 13,583.5 478,378.4 354.0 359.5
歴史博物館 4.1 2.0 1.3 5.3 9,013.8 152,811.8 348.7 177.5
美術博物館 9.6 1.7 3.5 12.6 16,260.6 113,300.6 345.4 444.8
野外博物館 6.0 0.5 3.0 7.0 16,251.0 117,658.0 365.0 732.0
動 物 園 10.4 0.6 1.1 11.1 140,276.4 10,039.1 360.9 1,396.0
植 物 園 3.0 0.5 0.0 3.0 6,110.0 164,471.0 352.5 435.5
動 植 物 園 0.0 0.0 0.0 2.7 23,283.0 72,977.7 365.0 1,215.3
相当施設 
水 族 館 20.6 0.3 4.0 22.6 19,752.8 74,187.2 365.3 1,301.8
総合博物館 1.8 0.5 1.0 3.1 5,186.3 203,312.0 338.8 86.9
科学博物館 0.8 0.4 0.4 1.6 6,171.0 33,687.4 339.8 151.3
歴史博物館 0.9 0.7 0.4 1.9 2,923.1 74,629.2 339.2 59.7
美術博物館 2.2 0.5 1.0 3.2 3,892.5 15,675.1 349.7 110.3
野外博物館 0.7 0.3 0.2 1.2 2,337.9 9,689.2 359.5 122.3
動 物 園 2.8 0.2 0.8 3.6 11,542.6 11,137.0 363.5 603.3
植 物 園 1.7 0.6 0.7 2.9 7,325.0 187,762.5 363.8 295.9
動 植 物 園 2.2 0.0 0.6 2.3 6,212.4 29,131.6 363.4 332.0
類似施設 





















                                  昭和35年12月４日 




















































   博物館は，地方環境や習慣に応じて連日休むことなくかつ毎夜勤労時間後も開館されているよ  
う，交替制をとれるだけの十分な数の管理職員を持つべきである。 






















－  － 571
ある。 













   さらに，博物館の寄与は，地方の教育指導者とその収集物の性質により，学校が特に関心をもつ
博物館との間に公的かつ規則的連繫を樹立する任務をもつ適正な機関の配置により組織化される。 
   この協力は下記形態をとることもできる。 
   イ 各博物館が，博物館の教育目的への利用を組織化するために館長監督下に職員として教育専
門家をおくこと。 
   ロ 博物館が，教育の尽力を求める教育担当の部をおくこと。 
   ハ 館長，教員で構成する合同委員会を，博物館を最も有効に教育目的に利用することを保証す
るため，地方又は地域水準で設立すること。 






















第１条   名称，法的地位，所在地，存続期間および会計年度 
第２条   使命及び目的 
第３条   用語の定義 
第４条   会員 
第５条   年会費 
第６条   会員の特典 
第７条   投票権 
第８条   イコムの組織 
第９条   管理機構 
第10条  総会 
第11条  執行委員会 
第12条  執行委員会幹部 
第13条  会計監査 
第14条  諮問委員会 
第15条  国内委員会 
第16条  国内連絡員 
第17条  国際委員会 
第18条  地域連盟 
第19条  加盟機関 
第20条  大会 
第21条  運営事務局 
第22条  ユネスコ－イコム博物館情報センター 
第23条  収入及び支出 
第24条  言語 
第25条  方針と手続きの規則 
第26条  他の機関との関係 
第27条  発効と改正 
第28条  解散 
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序言 
 






























































































































































i.   総会 
ii.   執行委員会 
●  会長 
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●  副会長2 名 
●  収入役 
●  一般(通常)委員 
iii.  諮問委員会 
iv   国内委員会 
v   国内連絡員 
vi   国際委員会 
vii  大会 
viii  地域連盟 
ix   加盟機関 
x    事務局 


























































































































（i）      会長１名 
（ii）     副会長２名 































































































































































































































 （会 議） 
第12条 委員は委員会を組織し，毎年１回以上委員会を開催する。 










































































会員：Gary Edson（米国），Per Kaks（スウェーデン），Byung-mo Kim（韓国），Pascal Makambila（コン
ゴ），－2002年から；Jean-Yves Marin（フランス），Bernice Murphy（オーストラリア），2002年まで；










































文化遺産   ：美的，歴史的，科学的もしくは精神的に重要であるとみなされるあらゆる概念または
事物。 
管理機関   ：博物館の権能を付与する規則によって，博物館の存続，戦略的発展，財源に責任ある
と規定された人々あるいは組織。 
収益活動   ：施設のための財政上の利得もしくは利益を目的とする活動。 
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法的権利   ：当該国における財産を所有する法的権利。国によっては，これは付与される権利であ
り正当に努力した探索の要求を満たさないかもしれない。 
最低基準   ：すべての博物館とその職員がそこに達したいと思うことを期待することがもっともで
ある基準。 




























 1.1 権能を付与する文書 
   管理機関は，博物館がその法的地位，使命，永続性，非営利的性格を明確に述べた，国の法に従
った，文書化され公表された規則，規約あるいはその他の公文書を持つことを保証しなければならない。 
 
 1.2 使命，目標，方針の声明 
   管理機関は，博物館の使命，目標および方針ならびに当該管理機関の役割および構成を明確に記
した声明を作成し，公表し，従うべきである。 
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物的資源 
 1.3 土地建物 
   管理機関は，博物館がその使命に規定された基本的な機能を果たすためにふさわしい環境を備え
た十分な土地建物を保証するべきである。 
 
 1.4 アクセス 
   管理機関は，博物館とその収蔵品が適切な時間帯に一定の期間すべての人に公開されることを保
証すべきである。特殊なニーズを持った人々には特別の配慮がされなければならない。 
 
 1.5 健康と安全 
   管理機関は，施設の健康，安全および利用可能性に関する基準が職員と来館者に適用されるよう
保証するべきである。 
 
 1.6 災害に対する保護 
   管理機関は，公衆および職員，収蔵品とその他の資源を自然および人為的な災害から保護するた
めの方針を立て，それを維持するべきである。 
 
 1.7 警備の条件 
   管理機関は，収蔵品を展示，展覧会，作業または収蔵区域および輸送時における盗難または破損
から守るために適切な警備を保証するべきである。 
 
 1.8 保険および補償 





 1.9 資金の確保 
   管理機関は，博物館の活動を実施し，発展させるために十分な資金を確保するべきである。すべ
ての財源は専門的に説明できるようにすべきである。 
 
 1.10 収益の方針 






 1.11 雇用の方針 
   管理機関は，人事に関するすべての措置が博物館の方針および適性かつ適法な手続きにしたがっ
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てとられるように保証するべきである。 
 
 1.12 館長もしくは首長の任命 




 1.13 管理機関へのアクセス 
   博物館の館長もしくは首長は，関連管理機関に直接の責任を負い，直接アクセスができなくては
ならない。 
 
 1.14 博物館職員の有資格性 
   すべての責任を果たすのに必要な専門知識を有する，資格を持った職員を雇用することが必要で
ある。（2.18，2.24，8.12も参照のこと） 
 
 1.15 職員の訓練 
   有効な労働力を維持するためにすべての博物館職員の継続的教育と専門的発達の十分な機会が用
意されるべきである。 
 
 1.16 倫理的矛盾 
   管理機関は，本「職業倫理規定」または国の法律もしくは専門職に関する倫理規定の諸条項と矛
盾すると考えられる行為を一切，博物館職員に要求してはならない。 
 
 1.17 博物館職員とボランティア 
   管理機関は，博物館の専門職員とボランティアの間に前向きな関係を促進するような，ボランテ
ィアの活動に関する書かれた方針を持つべきである。 
 
 1.18 ボランティアと倫理 











 2.1 収蔵品に関する方針 
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 2.2 有効な所有権 




 2.3 資料の由来と正当な注意義務 





 2.4 無認可のもしくは非学術的なフィールドワークに由来する資料と標本 






 2.5 文化的に慎重さを要する資料 





 2.6 保護された生物学的もしくは地学的資料 




 2.7 生きている収蔵品 




 2.8 作業用収蔵品 
   収蔵品に関する方針は，品物自体よりも文化的，学術的もしくは技術的な過程の保存のほうに力




 2.9 収蔵品に関する方針の枠外の取得 






 2.10 管理機関の構成員もしくは博物館職員による取得 




 2.11 最後の手段の保管所 




 2.12 処分に関する法的もしくはその他の権限 






 2.13 博物館の収蔵品からの除去 




 2.14 放出に対する責任 
   放出の決定は，博物館の館長および当該収蔵品の担当学芸員と共同で行動する管理機関の責任で
ある。作業用収蔵品には特別の措置が適用されうる（2.7および2.8参照）。 
 
 2.15 収蔵品から除去された資料の処分 
   各博物館は，寄贈，移管，交換，売却，返還，もしくは破壊による資料の収蔵品からの永久的な
除去をおこなうための公認された方法を規定し，また受け取る施設への制限されない権利の譲渡を容認
する方針を持たねばならない。すべての除去の決定，当該資料およびその処分について完全な記録を保
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存しなければならない。放出品は優先的に他の博物館に提供するべきであるとの強い仮定がある。 
 
 2.16 収蔵品の処分からの収入 




 2.17 放出された収蔵品の購入 




 2.18 収蔵品の永続性 




 2.19 収蔵品の責任の委任 
   収蔵品の保護に関する専門的な責任は，適切な知識と技術を持った人々もしくは十分な監督下に
ある人々に任されるべきである（8.11も参照のこと）。 
 
 2.20 収蔵品の文書化 





 2.21 災害からの保護 
   武力抗争およびその他の人為的また自然災害時における収蔵品の保護の方針の作成について，細
やかな注意が払わなければならない。 
 
 2.22 収蔵品と関連のデータの安全 
   収蔵品のデータが一般に公開されるとき，博物館は，慎重さを必要とする個人的なまたは関連の
情報および秘密事項を開示することを避けるための制御を行わねばならない。 
 
 2.23 環境保存計画 
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 2.24 収蔵品の保存と修復 






 2.25 生きた動物の厚生 




 2.26 博物館の収蔵品の個人的使用 








 3.1 主要な証拠としての収蔵品 
   博物館の収蔵品の方針は，主要な証拠としての収蔵品の意義を明確に示さねばならない。方針は，
これが現在の知的な流行もしくは博物館の使用に支配されていないことを証明すべきである。 
 
 3.2 収蔵品の利用可能性 




 3.3 現地の収集 





 3.4 主要な証拠の例外的な収集 
   非常に例外的なケースでは，由来の不明の資料が，本質的に知識の増進に著しく貢献するもので
あり，その資料を保存することが公的利益に叶うことがある。そのような資料の博物館の収蔵品への受
け入れは，関連の学問分野の専門家の決定に従うべきであり，その国に対するもしくは国際的な偏見が
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あってはならない。 
 
 3.5 研 究 
   博物館職員による研究は，博物館の使命と目標に関連し，確立した法的，倫理的，学問的な慣行
に合致するものでなければならない。 
 
 3.6 破壊的分析 
   破壊的分析の手法が行われるときは，分析された資料，分析の結果，出版物を含むそこから生じ
た研究の完全な記録がその資料の永久的な記録の一部となるべきである。 
 
 3.7 遺骸および神聖な意味のある資料 




 3.8 研究資料に対する権利の保有 
   博物館職員が発表のための資料，現地調査の記録のための資料を作成するとき，その資料に対す
るあらゆる権利に関して，それを支援する博物館の間で明確な取り決めがなくてはならない。 
 
 3.9 共有される専門知識 




 3.10 博物館および他の施設間での協力 









 4.1 陳列，展覧会および特別な活動 




 4.2 展示物の解釈 
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   博物館は，陳列や展覧会において提示する情報には十分な根拠があり，正確であり，それが象徴
する団体や信仰に対して適切な配慮がなされていることを保証すべきである。 
 
 4.3 慎重さを要する資料の展示 





 4.4 公開陳列からの撤去 





 4.5 由来不明の資料の陳列 





 4.6 公 表 




 4.7 複 製 









 5.1 違法もしくは不法に取得された資料の鑑定 
   博物館が鑑定のサービスをおこなうとき，そのような活動から直接的であれ間接的であれ利益を
得ているとみなされるような行動をとるべきではない。違法もしくは不法に取得，譲渡，輸入もしくは
輸出されたと信じられる，または疑われる資料の鑑定や真正の認定は，適切な機関に通知される以前に
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公表するべきではない。 
 
 5.2 真正の認定と評価（価値の判定） 












 6.1 協 力 




 6.2 文化財の返還 




 6.3 文化財の復帰 





 6.4 占領された国からの文化財 




 6.5 現代の地域社会 
   博物館の活動が現代の地域社会もしくはその遺産とかかわっている場合，資料の取得は，所有者
や通知者につけこむことなしに，情報を与えた上での相互の了承に基づいてのみ行われるべきである。
関与する地域社会の希望の尊重が最重要視されるべきである。 
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 6.6 地域社会の施設の財源 
   現代の地域にかかわる活動のための資金を求めるとき，彼らの利益をないがしろにしてはならな
い（1.10を参照のこと）。 
 
 6.7 現代の地域社会からの収蔵品の使用 





 6.8 地域社会の中の支援団体 









 7.1 国及び地方の法規 
   博物館の事業に影響をあたえるので，博物館はすべての国と地方の法律にしたがい，他の国の法
規を尊重すべきである。 
 
 7.2 国際法 
   博物館の方針は，イコム職業倫理規程の解釈において基準とされる，以下の国際法を認めるべき
である。 
  ● 武力衝突時の文化財保護のためのユネスコ条約（ハーグ条約，1954年第一議定書および1999年
第二議定書） 
  ● 文化財の不法な輸入，輸出および所有権の譲渡を禁止し防止する手段に関するユネスコ条約
（1970年） 
  ● 危機に瀕している野生動植物の種の国際交易に関する条約（1973年） 
  ● 生物学的多様性に関する国連条約（1992年） 
  ● 窃盗および不法輸出された文化的資源に関するユニドロワ条約（1995年） 
  ● 水中文化遺産の保護に関するユネスコ条約（2001年） 










 8.1 関連法規の熟知 
   博物館の専門職員はすべて，関連する国際，国内および地方の法ならびに彼らの雇用条件に通暁
しているべきである。彼らは不適切な行為とみなされるような状況を回避するべきである。 
 
 8.2 職業上の責任 




 8.3 専門職的行動 




 8.4 学問的および学術的責任 
   博物館専門職員は，収蔵品に固有の情報の調査，保存，使用を促進するべきである。したがって，
彼らはそのような学術的および科学的データの損失につながるような行動や状況を避けるべきである。 
 
 8.5 不法な市場 
   博物館専門職員は，自然および文化財の不法な移動もしくは市場に直接であれ間接であれ力を貸
すべきでない。 
 
 8.6 秘密保持 




 8.7 博物館と収蔵品の警備 
   博物館の警備，もしくは勤務中に訪問した個人コレクションの警備と所在地に関する情報は，博
物館職員によって厳重な秘密とされなければならない。 
 
 8.8 秘密保持の義務の例外 
   秘密の保持は，盗まれた，不法に取得された，もしくは違法に譲渡された可能性がある物品にか
んする警察または他の正当な機関による捜査に協力する法的な義務に従属する。 
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 8.9 個人の独自性 




 8.10 専門職業上の関係 
   博物館の専門職員は，彼らが勤務する博物館の内外で多数の人々と業務上の関係を持つ。彼らは，
他の人々に対して効率の良い高い水準の専門的サービスを提供することを期待されている。 
 
 8.11 専門的相談 




 8.12 贈答，援助，貸与もしくはその他の個人的な便宜 




 8.13 外部の雇用もしくは仕事の利益 





 8.14 自然・文化遺産の取引 
   博物館の専門職員は，直接，間接を問わず，自然もしくは文化遺産の取引（利益のための売買）
に加わるべきではない。 
 
 8.15 取引人との相互作用 





 8.16 個人的収集活動 
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 8.17 ＩＣＯＭの名称とロゴの使用 
   イコム会員は，いかなる営利目的の活動もしくは製品の促進や信用性の付与のために
“International Council of Museums”および“ＩＣＯＭ”という言葉，もしくはそのロゴを使用して
はならない。 
 
 8.18 その他の利害衝突 
   個人と博物館の間にその他の利害の衝突が生じた場合は，博物館の利益が優先する。 
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５ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約 
 
                                 昭和55年８月23日 
                                 条約第25号 
                                 最近改正平成17年２月17日  













第１条 定 義 
 この条約の適用上，文脈によって別に解釈される場合を除くほか， 
  (a) 「種」とは，種若しくは亜種又は種若しくは亜種に係る地理的に隔離された個体群をいう。 
  (b) 「標本」とは，次のものをいう。 
  (ⅰ) 生死の別を問わず動物又は植物の個体 
  (ⅱ) 動物にあっては，附属書Ｉ若しくは附属書Ⅱに掲げる種の個体の部分若しくは派生物であっ
て容易に識別することができるもの，又は附属書Ⅲに掲げる種の個体の部分若しくは派生物であって容
易に識別することができるもののうちそれぞれの種について附属書Ⅲにより特定されるもの 




  (c) 「取引」とは，輸出，再輸出，輸入又は海からの持込みをいう。 
  (d) 「再輸出」とは，既に輸入されている標本を輸出することをいう。 
  (e) 「海からの持込み」とは，いずれの国の管轄の下にもない海洋環境において捕獲され又は採取
された種の標本をいずれかの国へ輸送することをいう。 
  (f) 「科学当局」とは，第９条の規定により指定される国の科学機関をいう。 
  (g) 「管理当局」とは，第９条の規定により指定される国の管理機関をいう。 
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に規制するものとし，取引が認められるのは，例外的な場合に限る。 
 ２ 附属書Ⅱには，次のものを掲げる。 
  (a) 現在必ずしも絶滅のおそれのある種ではないが，その存続を脅かすこととなる利用がされない
ようにするためにその標本の取引を厳重に規制しなければ絶滅のおそれのある種となるおそれのある種 








 １ 附属書Ⅰに掲げる種の標本の取引は，この条に定めるところにより行う。 
 ２ 附属書Ⅰに掲げる種の標本の輸出については，事前に発給を受けた輸出許可書を事前に提出する
ことを必要とする。輸出許可書は，次の条件が満たされた場合にのみ発給される。 
  (a) 輸出国の科学当局が，標本の輸出が当該標本に係る種の存続を脅かすこととならないと助言し
たこと。 
  (b) 輸出国の管理当局が，標本が動植物の保護に関する自国の法令に違反して入手されたものでな
いと認めること。 
  (c) 生きている標本の場合には，輸出国の管理当局が，傷を受け，健康を損ね若しくは生育を害し
又は虐待される危険性をできる限り小さくするように準備され，かつ，輸送されると認めるこ  と。 




  (a) 輸入国の科学当局が，標本の輸入が当該標本に係る種の存続を脅かす目的のために行われるも
のでないと助言したこと。 
  (b) 生きている標本の場合には，輸入国の科学当局が，受領しようとする者がこれを収容し及びそ
の世話をするための適当な設備を有していると認めること。 




  (a) 再輸出国の管理当局が，標本がこの条約に定めるところにより自国に輸入されたと認めるこ  
と。 
  (b) 生きている標本の場合には，再輸出国の管理当局が，傷を受け，健康を損ね若しくは生育を害
し又は虐待される危険性をできる限り小さくするよう準備され，かつ，輸送されると認めるこ  と。 
  (c) 生きている標本の場合には，再輸出国の管理当局が，輸入許可書の発給を受けていると認める
こと。 
 ５ 附属書Ⅰに掲げる種の標本の海からの持込みについては，当該持込みがされる国の管理当局から
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事前に証明書の発給を受けて入ることを必要とする。証明書は，次の条件が満たされた場合にのみ発給
される。 
  (a) 当該持込みがされる国の科学当局が，標本の持込みが当該標本に係る種の存続を脅かすことと
ならないと助言していること。 
  (b) 生きている標本の場合には，当該持込みがされる国の管理当局が，受領しようとする者がこれ
を収容し及びその世話をするための適当な設備を有していると認めること。 
  (c) 当該持込みがされる国の管理当局が，標本が主として商業的目的のために使用されるものでな
いと認めること。 
第４条 附属書Ⅱに掲げる種の標本の取引に対する規制 
 １ 附属書Ⅱに掲げる種の標本の取引は，この条に定めるところにより行う。 
 ２ 附属書Ⅱに掲げる種の標本の輸出については，事前に発給を受けた輸出許可書を事前に提出する
ことを必要とする。輸出許可書は，次の条件が満たされた場合にのみ発給される。 
  (a) 輸出国の科学当局が，標本の輸出が当該標本に係る種の存続を脅かすこととならないと助言し
たこと。 
  (b) 輸出国の管理当局が，標本が動植物の保護に関する自国の法令に違反して入手されたものでな
いと認めること。 
  (c) 生きている標本の場合には，輸出国の管理当局が，傷を受け，健康を損ね若しくは生育を害し











  (a) 再輸出国の管理当局が，標本がこの条約に定めるところにより自国に輸入されたと認めるこ  
と。 





  (a) 当該持込みがされる国の科学当局が，標本の持込みが当該標本に係る種の存続を脅かすことと
ならないと助言していること。 
  (b) 生きている標本の場合には，当該持込みがされる国の管理当局が，傷を受け，健康を損ね若し
くは生育を害し又は虐待される危険性をできる限り小さくするように取り扱われると認めること。 
 ７ ６の証明書は，科学当局が自国の他の科学機関および適当な場合には国際科学機関と協議の上行








  (a) 輸出国の管理当局が，標本が動植物の保護に関する自国の法令に違反して入手されたものでな
いと認めること。 
  (b) 生きている標本の場合には，輸出国の管理当局が，傷を受け，健康を損ね若しくは生育を害し
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  (a) 附属書Ⅰに掲げる種の標本にあっては，その所有者が通常居住する国の外において取得して当
該通常居住する国へ輸入するもの 


















  (a) 輸出者又は輸入者が，標本の詳細について管理当局に登録すること。 
  (b) 標本が２又は５のいずれかに規定する標本に該当するものであること。 





  (a) 違反に係る標本の取引若しくは所持又はこれらの双方について処罰すること。 









 ４ １の措置がとられることにより生きている標本が没収される場合には， 
  (a) 当該標本は，没収した国の管理当局に引き渡される。 
  (b) (a)の管理当局は，当該標本の輸出国との協議の後，当該標本を，当該輸出国の負担する費用で
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当該輸出国に返送し又は保護センター若しくは管理当局の適当かつこの条約の目的に沿うと認める他の
場所に送る。 







  (a) 輸出者及び輸入者の氏名又は名称及び住所 
  (b) 発給された許可書及び証明書の数及び種類，取引の相手国，標本の数又は量及び標本の種類，
附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲに掲げる種の名称並びに可能な場合には標本の大きさ及び性別 
 ７ 締約国は，この条約の実施に関する次の定期的な報告書を作成し，事務局に送付する。 
  (a) ６(b)に掲げる事項に関する情報の概要を含む年次報告書 
  (b) この条約を実施するためにとられた立法措置，規制措置及び行政措置に関する２年ごとの報告
書 
 ８ ７の報告書に係る情報は，関係締約国の法令に反しない限り公開される。 
第９条 管理当局及び科学当局 
 １ この条約の適用上，各締約国は，次の当局を指定する。 
  (a) 自国のために許可書又は証明書を発給する権限を有する１又は２以上の管理当局 



















  (a) 事務局の任務の遂行を可能にするために必要な規則を作成すること及び財政規則を採択するこ
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と。 
  (b) 第15条の規定に従って附属書Ｉ及び附属書Ⅱの改正を検討し及び採択すること。 
  (c) 附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲに掲げる種の回復及び保存に係る進展について検討するこ  
と。 
  (d) 事務局又は締約国の提出する報告書を受領し及び検討すること。 
  (e) 適当な場合には，この条約の実効性を改善するための勧告を行うこと。 
 ４ 締約国は，通常会合において，２の規定により開催される次回の通常会合の時期及び場所を決定
することができる。 







  (a) 政府間又は非政府のもののいずれであるかを問わず国際機関又は国際団体及び国内の政府機関
又は政府団体 









 ２ 事務局は次の任務を遂行する。 
  (a) 締約国の会合を準備し及びその会合のための役務を提供すること。 
  (b) 第15条及び第16条の規定により与えられる任務を遂行すること。 
  (c) 締約国会議の承認する計画に従い，この条約の実施に寄与する科学的及び技術的研究（生きて
いる標本につき適切に準備し，輸送するための基準に関する研究及び標本の識別方法に関する研究を含
む。）を行うこと。 
  (d) 締約国の報告書を研究すること及び締約国の報告書に関する追加の情報であってこの条約の実
施を確保するために必要と認めるものを当該締約国に要請すること。 
  (e) この条約の目的に関連する事項について締約国の注意を喚起すること。 
  (f) 最新の内容の附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲをこれらの附属書に掲げる種の標本の識別を容
易にする情報とともに定期的に刊行し，締約国に配付すること。 
  (g) 締約国の利用に供するため事務局の業務及びこの条約の実施に関する年次報告書を作成し並び
に締約国がその会合において要請する他の報告書を作成すること。 
  (h) この条約の目的を達成し及びこの条約を実施するための勧告を行うこと（科学的及び技術的性
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格の情報を交換するよう勧告を行うことを含む）。 












 １ この条約は，締約国が次の国内措置をとる権利にいかなる影響も及ぼすものではない。 
  (a) 附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲに掲げる種の標本の取引，捕獲若しくは採取，所持若しくは
輸送の条件に関する一層厳重な国内措置又はこれらの取引，捕獲若しくは採取，所持若しくは輸送を完
全に禁止する国内措置 






















 １ 締約国会議の会合において附属書Ｉ及び附属書Ⅱの改正をする場合には，次の規定を適用する。 
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  (b) 改正は，出席しかつ投票する締約国の３分の２以上の多数による議決で採択する。この１(b)
の規定の適用上，「出席しかつ投票する締約国」とは，出席しかつ賛成票又は反対票を投ずる締約国をい
う。投票を棄権する締約国は，改正の採択に必要な３分の２に算入しない。 




  (a) 締約国は，会合と会合との間における検討のため，この２に定めるところにより，郵便手続に
よる附属書Ｉ又は附属書Ⅱの改正を提案することができる。 





  (c) 事務局は，海産の種以外の種に関する改正案を受領した場合には，直ちに改正案を締約国に通
告するものとし，その後できる限り速やかに自己の勧告を締約国に通告する。 
  (d) 締約国は，事務局が(b)又は(c)の規定に従ってその勧告を締約国に通告した日から60日以内  
に，関連する科学的な資料及び情報とともに改正案についての意見を事務局に送付することができる。 
  (e) 事務局は，(d)の規定に基づいて受領した回答を自己の勧告とともにできる限り速やかに締約国
に通告する。 
  (f) 事務局が(e)の規定により回答及び勧告を通告した日から30日以内に改正案に対する異議の通
告を受領しない場合には，改正は，その後90日ですべての締約国について効力を生ずる。ただし，３の
規定に基づいて留保を付した締約国については，この限りでない。 
  (g) 事務局がいずれかの締約国による異議の通告を受領した場合には，改正案は，(h)から(j)まで
の規定により郵便投票に付される。 
  (h) 事務局は，異議の通告を受領したことを締約国に通報する。 
  (i) 事務局が(h)の通報の日から60日以内に受領した賛成票，反対票及び棄権票の合計が締約国の総
数の２分の１に満たない場合には，改正案は，更に検討の対象とするため締約国会議の次回の会合に付
託する。 
  (j) 受領した票の合計が締約国の総数の２分の１に達した場合には，改正案は，賛成票及び反対票
を投じた締約国の３分の２以上の多数による議決で採択される。 
  (k) 事務局は，投票の結果を締約国に通報する。 










































第19条 署 名 
  この条約は，1973年４月30日までワシントンにおいて，その後は1974年12月31日までベルヌにおい
て，署名のために開放しておく。 




第21条 加 入 












  (a) 附属書Ｉ，附属書Ⅱ又は附属書Ⅲに掲げる種 


























                                 最終改正平成26年6月13日  
                                 法律第69号 
 
 第１章 総則（第１条―第６条）  
 第２章 個体等の取扱いに関する規制  
  第１節 個体等の所有者の義務等（第７条・第８条）  
  第２節 個体の捕獲及び個体等の譲渡し等の禁止（第９条―第19条）  
  第３節 国際希少野生動植物種の個体等の登録等（第20条―第29条）  
  第４節 特定国内種事業及び特定国際種事業の規制  
   第１款 特定国内種事業の規制（第30条―第33条）  
   第２款 特定国際種事業の規制（第33条の２―第33条の５）  
  第５節 適正に入手された原材料に係る製品である旨の認定等（第33条の６―第33条の15）  
 第３章 生息地等の保護に関する規制  
  第１節 土地の所有者の義務等（第34条・第35条）  
  第２節 生息地等保護区（第36条―第44条）  
 第４章 保護増殖事業（第45条―第48条）  
 第５章 雑則（第49条―第57条）  
 第６章 罰則（第57条の２―第66条）  
 附則  
 









































３ 指定の期間は，３年を超えてはならない。  
４ 環境大臣は，指定をするときは，その旨及び指定に係る野生動植物の種を官報で公示しなければな
らない。  
５ 指定は，前項の規定による公示の日の翌々日からその効力を生ずる。  









一 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する基本構想  
二 希少野生動植物種の選定に関する基本的な事項  
三 希少野生動植物種の個体（卵及び種子であって政令で定めるものを含む。以下同じ。）及びその
器官（譲渡し等に係る規制等のこの法律に基づく種の保存のための措置を講ずる必要があり，かつ，








六 前各号に掲げるもののほか，絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する重要事項  
３ 環境大臣は，希少野生動植物種保存基本方針について第１項の閣議の決定があったときは，遅滞な
くこれを公表しなければならない。  




   第２章 個体等の取扱いに関する規制  















一 次条第１項の許可を受けてその許可に係る捕獲等をする場合  
二 生計の維持のため特に必要があり，かつ，種の保存に支障を及ぼすおそれのない場合として環境
省令で定める場合  
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第一項の許可をしてはならない。  
一 捕獲等の目的が第一項に規定する目的に適合しないこと。  
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当該各号に定めるときは，その許可を取り消すことができる。  








一 次条第１項の許可を受けてその許可に係る譲渡し等をする場合  







































































































四 前三号に掲げるもののほか，環境省令で定める事項  
３ 環境大臣は，登録をしたときは，その申請をした者に対し，登録票を交付しなければならない。  
４ 前項の登録票（以下この節において「登録票」という。）には，第２項第三号イからニまでに掲げ
る区分ごとに環境省令で定める様式に従い，次に掲げる事項を記載するものとする。  
一 登録をした個体等の種名  
二 登録をした個体等の形態，大きさその他の主な特徴  
三 前二号に掲げるもののほか，環境省令で定める事項  
５ 登録を受けた国際希少野生動植物種の個体等の正当な権原に基づく占有者は，その登録に係る第２
項第三号に掲げる事項に変更を生じたときは，環境省令で定めるところにより，当該登録に係る登録




















































































































５ 機関登録は，登録機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。  
一 機関登録の年月日及び番号  
二 機関登録を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては，その名称，代表者の氏名及び主たる事務
所の所在地） 
三 前二号に掲げるもののほか，環境省令で定める事項  
６ 環境大臣は，機関登録をしたときは，機関登録に係る個体等に関する登録関係事務を行わないもの
とする。  




















一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは，当該書面の閲覧又は謄写の請求  







































































    第４節 特定国内種事業及び特定国際種事業の規制 





一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名  
二 特定国内希少野生動植物種の個体等の譲渡し又は引渡しの業務を行うための施設の名称及び所
在地  
三 譲渡し又は引渡しの業務の対象とする特定国内希少野生動植物種  
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   第３章 生息地等の保護に関する規制 




































































































































































































































































































































































































































   附 則 （平成６年６月29日法律第52号） 
 この法律は，公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
－  － 643






















































































































   附 則 （平成17年７月26日法律第87号） 抄 
 この法律は，会社法の施行の日から施行する。 
 
－  － 646
















第２項及び第53条の改正規定並びに附則第５条，第６条及び第九条の規定 公布の日  

































－  － 648
７ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行令 
 
                                 平成5年2月10日 政令第17号 
                                 最近改正平成26年2月21日 








２ 法第４条第４項の国際希少野生動植物種は，別表第２に掲げる種とする。  
３ 法第４条第５項の特定国内希少野生動植物種は，別表第３に掲げる種とする。  
（希少野生動植物種の卵及び種子） 

























－  － 649
（特定器官等の要件） 

















































三 変更登録又は登録票の書換交付 １件につき千５百円  
四 登録票の再交付 一件につき千５百円 
（特定国際種事業に係る特定器官等）  
第５条の２ 法第33条の２の政令で定める特定器官等は，次に掲げるものとする。  
一 別表第５のぞう科の項に掲げる原材料器官等のうち牙及びその加工品に係る特定器官等  


























－  － 651
   附 則 抄 
（施行期日） 
第１条 この政令は，法の施行の日（平成５年４月１日）から施行する。  
（特殊鳥類の譲渡等の規制に関する法律施行令等の廃止） 
第２条 次に掲げる政令は，廃止する。  
一 特殊鳥類の譲渡等の規制に関する法律施行令（昭和47年政令第405号）  







   附 則 （平成６年１月28日政令第13号）  
 この政令は，平成６年３月１日から施行する。  
 
   附 則 （平成６年７月20日政令第240号）  
 この政令は，平成６年７月29日から施行する。  
 






























   附 則 （平成８年１月18日政令第四号）  
 この政令は，平成８年２月１日から施行する。  
 










３  この政令の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例による。  
 
   附 則 （平成９年11月27日政令第338号）  
 この政令は，平成９年12月28日から施行する。  
 
   附 則 （平成10年５月６日政令第169号）  
（施行期日） 






   附 則 （平成11年11月25日政令第380号）  
（施行期日） 
１ この政令は，平成12年１月４日から施行する。  
（経過措置） 
２ この政令の施行の際現にポリュスティクム・オバイ（アマミデンダ）に係る特定国内種事業を行っ








   附 則 （平成11年12月27日政令第423号） 
 この政令は，平成12年４月１日から施行する。 
 
















   附 則 （平成14年８月７日政令第276号） 
 この政令は，平成14年９月１日から施行する。 
 











－  － 654
   附 則 （平成15年３月31日政令第125号） 
 この政令は，平成15年４月１日から施行する。 
 
































   附 則 （平成21年12月２日政令第273号） 
 この政令は，平成21年12月15日から施行する。 
 
－  － 655






   附 則 （平成23年３月18日政令第24号） 
 この政令は，平成23年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成24年４月20日政令第134号） 
 この政令は，平成24年５月１日から施行する。 
 















  （１） がんかも目 
がんかも科 ブランタ・カナデンスィス・レウコパレイア（シジュウカラガン） 





  （３） こうのとり目 
こうのとり科 キコニア・ボイキアナ（コウノトリ） 
とき科 ニポニア・ニポン（トキ） 
  （４） はと目 
はと科 カルコファプス・インディカ・ヤマスィナイ（キンバト） 
－  － 656
コルンバ・ヤンティナ・ニテンス（アカガシラカラスバト） 
コルンバ・ヤンティナ・ステイネゲリ（ヨナクニカラスバト） 










  （６） きじ目 
きじ科 ラゴプス・ムトゥス・ヤポニクス（ライチョウ） 
  （７） つる目 
つる科 グルス・ヤポネンスィス（タンチョウ） 
くいな科 ガルリラルルス・オキナワエ（ヤンバルクイナ） 









  （９） ペリカン目 
う科 ファラクロコラクス・ウリレ（チシマウガラス） 




  （11） みずなぎどり目 
あほうどり科 ディオメデア・アルバトルス（アホウドリ） 
  （12） ふくろう目 
ふくろう科 ケトゥパ・ブラキストニ・ブラキストニ（シマフクロウ） 
 備考 括弧内に記載する呼称は，和名である。 
 




 １ 哺乳綱 
  （１） 食肉目 
ねこ科 プリオナイルルス・ベンガレンスィス・エウプティルルス（ツシマヤマネコ） 
プリオナイルルス・ベンガレンスィス・イリオモテンスィス（イリオモテヤマネコ）
  （２） 翼手目 
おおこうもり科 プテロプス・ダスュマルルス・ダイトエンスィス（ダイトウオオコウモリ） 
プテロプス・プセラフォン（オガサワラオオコウモリ） 
  （３） うさぎ目 
うさぎ科 ペンタラグス・フルネスィ（アマミノクロウサギ） 
 ２ 鳥綱 
  ふくろう目 
ふくろう科 ブボ・ブボ・ボリソウィ（ワシミミズク） 
 ３ 爬虫綱 
  へび亜目 
へび科 オピストトロピス・キクザトイ（キクザトサワヘビ） 
 ４ 両生綱 
  さんしょううお目 
さんしょううお科 ヒュノビウス・アベイ（アベサンショウウオ） 
 ５ 条鰭亜綱 





 ６ 昆虫綱 








  （２） かめむし目 
せみ科 プラテュプレウラ・アルビヴァンナタ（イシガキニイニイ） 
  （３） ちょう目 











































－  － 659














  （２） よたか目 
よたか科 カプリムルグス・ノクティテルス（プエルトリコヨタカ） 
  （３） ひくいどり目 
エミュー科 ドロマイウス・ミノル（クロエミュー） 
ドロマイウス・バウディニアヌス（ヒメエミュー） 

















































































































































  （14） さけい目 
－  － 663
さけい科 スュルラプテス・ティベタヌス（チベットサケイ） 





 備考 括弧内に記載する呼称は，和名である。 
 
表２ 
科名 種名 適用日 
第１ 動物界 
 １ 哺乳綱 






























































































































































































































































ま い ソタリア属（コビトイルカ属）全種 昭和55年11月４日 

















































































































 （８） うさぎ目 
カプロラグス・ヒスピドゥス（アラゲウサギ） 昭和55年11月４日 う さ
ぎ科 ロメロラグス・ディアジ（メキシコウサギ） 昭和55年11月４日 















































































































































































 （12） 長鼻目 
エレファス・マクスィムス（アジアゾウ） 昭和55年11月４日 ぞ う
科 ロクソドンタ・アフリカナ（アフリカゾウ） 平成２年１月18日 
 （13） 齧歯目 





































 ２ 鳥綱 


















 （３） こうのとり目 




と き ゲロンティクス・エレミタ（ホオアカトキ） 昭和55年11月４日 
－  － 674
科 
 （４） はと目 















































































































































































あ と カルドゥエリス・ククルラタ（ショウジョウヒ 昭和55年11月４日 


































































































































































































































 三 爬虫綱 





タ ー カイマン・クロコディルス・アパポリエンスィ 昭和55年11月４日 




























































た て ブラキュロフス属（フィジーイグアナ属）全種 昭和56年６月６日 
－  － 682












































































































































 ４ 両生綱 
















































 ６ 条鰭亜綱 






















































－  － 686
パピリオ・キカエ（ルソンカラスアゲハ） 昭和62年10月22日 ょ う
科 パピリオ・ホメルス（ホメルスアゲハ） 昭和62年10月22日 
















































































































































































































































































































































別表第４ 器官及び加工品（第２条の２，第２条の３関係）  
科名 器官 加工品 
第１ 動物界 
 １ 哺乳綱 










うし科 毛，皮，角 毛皮製品，皮革製品，角製品 
らくだ科 毛，皮 毛皮製品 
しか科 毛，皮，角 毛皮製品，皮革製品，角製品 
じゃこうじか科 毛，皮，角 毛皮製品，皮革製品，角製品 
いのしし科 牙 牙を材料として製造された装身具，調度
－  － 693
品その他環境省令で定める物品 
ペッカリー科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 



















いたち科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
あしか科 毛，皮 毛皮製品 
あざらし科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
くま科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
じゃこうねこ科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
 （３） 貧歯目 
アルマジロ科 皮 皮革製品 
 （４） カンガルー目 
カンガルー科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
ねずみカンガルー科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
 （５） 奇蹄目 
うま科 毛，皮 毛皮製品，皮革製品 
さい科 角 角製品 
ばく科 皮 皮革製品 
 （６） 霊長目 
おながざる科 毛，皮 毛皮製品 
きつねざる科 毛，皮 毛皮製品 
いたちきつねざる科 毛，皮 毛皮製品 




 （８） 齧歯目 
チンチラ科 毛，皮 毛皮製品 
 （９） 海牛目 
－  － 694
ジュゴン科 皮 皮革製品 
マナティー科 皮 皮革製品 
 ２ 鳥綱 




とき科 羽毛 羽毛製品 
 （２） はと目 
はと科 羽毛 羽毛製品 




 （４） わしたか目 
わしたか科 羽毛 羽毛製品 
コンドル科 羽毛 羽毛製品 
 （５） きじ目 
きじ科 羽毛 羽毛製品 
 （６） つる目 
つる科 羽毛 羽毛製品 
 （７） レア目 
レア科 皮，羽毛 皮革製品，羽毛製品 
 ３ 爬虫綱 
















ガビアル科 皮 皮革製品 
－  － 695
 （２） とかげ亜目 
たてがみとかげ科 皮 皮革製品 
おおとかげ科 皮 皮革製品 
 （３） へび亜目 
ボア科 皮 皮革製品 
つめなしボア科 皮 皮革製品 
にしきへび科 皮 皮革製品 




おさがめ科 皮 皮革製品 
かめ科 皮，甲 皮革製品，甲製品 
いしがめ科 皮，甲 皮革製品，甲製品 
りくがめ科 甲 甲製品 
 ４ 昆虫綱 









サボテン科 茎   
ひのき科 幹，枝条   
まめ科 幹，枝条   
ゆり科 葉   
らん科 花，茎   
まつ科 幹，枝条   
 






別表第６ 登録対象固体群（第四条関係）  
種名 個体群 個体等 



































































－  － 697
れた加工品 
ナミビア及び南アフリカ共和国の個体群 皮，牙（環境省令で






















































 備考 括弧内に記載する呼称は，和名である。 
















－  － 701
１ 平成23年度社会教育調査［関係部分］ 
 (1) 設置者別指定管理者（管理受託者を含む）別博物館数 
    計     都道府県   
    うち指定管理者    うち指定管理者  
 
























         
 全 国  1,262 － 118 31 4 5 － 27 155 － 35 14 1 1
         
 北 海 道  61 － 6 1 1 1 － 1 9 － 3 1 － －
 青 森  6 － － － － － － － 2 － － － － －
 岩 手  22 － 3 1 － － － 1 2 － 2 － － －
 宮 城  17 － 1 1 － － － － 3 － 1 － － －
 秋 田  11 － 1 － 1 － － 1 5 － 1 － 1 －
         
 山 形  16 － 3 － － － － 1 1 － － － － －
 福 島  17 － － － － － － － 2 － － － － －
 茨 城  25 － 1 － － － － － 7 － 1 － － －
 栃 木  27 － 3 － － － － － 3 － 1 － － －
 群 馬  24 － － － － － － － 5 － － － － －
         
 埼 玉  25 － － 1 － － － － 6 － － 1 － －
 千 葉  39 － 1 － 1 － － － 5 － 1 － － －
 東 京  111 － 6 － － － － 7 4 － 4 － － －
 神 奈 川  49 － 4 － － － － － 4 － － － － －
 新 潟  39 － 4 － － 1 － － 3 － － － － －
         
 富 山  35 － 14 － － － － － 6 － 5 － － －
 石 川  30 － 11 2 － － － － 4 － 1 － － －
 福 井  18 － － － － － － － 4 － － － － －
 山 梨  29 － 2 2 － － － － 5 － 1 2 － －
 長 野  80 － 7 1 － － － 1 2 － 1 － － －
         
 岐 阜  23 － － 2 － － － － 4 － － 1 － －
 静 岡  40 － 2 － － 1 － － 1 － － － － －
 愛 知  44 － 2 1 － － － － 4 － － － － －
 三 重  18 － － － － － － － 3 － － － － －
 滋 賀  19 － 1 － － － － 1 3 － 1 － － －
         
 京 都  43 － － － － － － 5 － － － － － －
 大 阪  35 － 9 － － 1 － 1 2 － 2 － － －
 兵 庫  42 － 1 2 － － － － 4 － － － － －
 奈 良  21 － － － 1 － － 2 1 － － － － －
 和 歌 山  13 － － － － － － 2 4 － － － － －
         
 鳥 取  7 － 3 － － － － － 1 － － － － －
 島 根  19 － 8 1 － 1 － － 6 － 4 1 － 1
 岡 山  32 － 2 1 － － － － 1 － － 1 － －
 広 島  31 － 9 2 － － － － 3 － － 1 － －
 山 口  19 － 3 2 － － － － 3 － － 2 － －
         
 徳 島  10 － 1 － － － － － 3 － － － － －
 香 川  10 － － － － － － － 1 － － － － －
 愛 媛  20 － 1 4 － － － － 5 － 1 2 － －
 高 知  13 － 4 1 － － － － 3 － 3 － － －
 福 岡  29 － 1 1 － － － 1 4 － 1 － － －
         
 佐 賀  11 － － － － － － － 5 － － － － －
 長 崎  16 － 3 3 － － － － 2 － 1 1 － －
 熊 本  16 － － － － － － 1 2 － － － － －
 大 分  14 － － － － － － － 3 － － － － －
 宮 崎  9 － － 1 － － － 1 3 － － － － －
         
 鹿 児 島  18 － 1 － － － － 1 1 － － － － －
 沖 縄  9 － － 1 － － － － 1 － － 1 － －
         
（注）「指定管理者」とは，地方自治法第244条の２第３項に基づき管理者として指定されている者をいう。 
 
－  － 702
 
  市（区）     町    




















区  分 
 
       
495 － 79 17 3 4 67 － 3 － － － 全 国  
       
29 － 3 － 1 1 11 － － － － － 北 海 道  
3 － － － － － － － － － － － 青 森  
15 － 1 1 － － 1 － － － － － 岩 手  
5 － － 1 － － 1 － － － － － 宮 城  
3 － － － － － 1 － － － － － 秋 田  
       
3 － 3 － － － － － － － － － 山 形  
4 － － － － － 2 － － － － － 福 島  
8 － － － － － 1 － － － － － 茨 城  
10 － 2 － － － 2 － － － － － 栃 木  
11 － － － － － 1 － － － － － 群 馬  
       
9 － － － － － － － － － － － 埼 玉  
22 － － － 1 － 1 － － － － － 千 葉  
21 － 2 － － － － － － － － － 東 京  
18 － 4 － － － 4 － － － － － 神 奈 川  
19 － 4 － － 1 － － － － － － 新 潟  
       
23 － 7 － － － 3 － 2 － － － 富 山  
23 － 10 2 － － － － － － － － 石 川  
7 － － － － － 2 － － － － － 福 井  
6 － － － － － 3 － 1 － － － 山 梨  
38 － 6 1 － － 14 － － － － － 長 野  
       
10 － － 1 － － － － － － － － 岐 阜  
19 － 2 － － 1 － － － － － － 静 岡  
23 － 1 1 － － － － － － － － 愛 知  
6 － － － － － 1 － － － － － 三 重  
5 － － － － － 1 － － － － － 滋 賀  
       
7 － － － － － － － － － － － 京 都  
14 － 7 － － 1 － － － － － － 大 阪  
16 － 1 2 － － 1 － － － － － 兵 庫  
4 － － － 1 － － － － － － － 奈 良  
1 － － － － － 1 － － － － － 和 歌 山  
       
4 － 3 － － － － － － － － － 鳥 取  
4 － 4 － － － － － － － － － 島 根  
16 － 2 － － － 2 － － － － － 岡 山  
17 － 9 1 － － － － － － － － 広 島  
11 － 3 － － － － － － － － － 山 口  
       
3 － 1 － － － 2 － － － － － 徳 島  
2 － － － － － － － － － － － 香 川  
9 － － 2 － － 1 － － － － － 愛 媛  
7 － 1 1 － － 1 － － － － － 高 知  
11 － － 1 － － 2 － － － － － 福 岡  
       
－ － － － － － 1 － － － － － 佐 賀  
7 － 2 2 － － 1 － － － － － 長 崎  
5 － － － － － 3 － － － － － 熊 本  
5 － － － － － － － － － － － 大 分  
3 － － 1 － － 1 － － － － － 宮 崎  
       
4 － 1 － － － － － － － － － 鹿 児 島  
5 － － － － － 2 － － － － － 沖 縄  
       
 
－  － 703
 
    村     組  合   
    うち指定管理者    うち指定管理者  
 
























         
 全 国  4 － － － － － 3 － 1 － － － 347 164
         
 北 海 道  － － － － － － － － － － － － 8 3
 青 森  － － － － － － － － － － － － 1 －
 岩 手  － － － － － － － － － － － － 1 2
 宮 城  － － － － － － 1 － － － － － 1 6
 秋 田  1 － － － － － － － － － － － － －
         
 山 形  － － － － － － － － － － － － 8 3
 福 島  － － － － － － － － － － － － 7 2
 茨 城  － － － － － － － － － － － － 5 4
 栃 木  － － － － － － － － － － － － 8 4
 群 馬  － － － － － － － － － － － － 6 1
         
 埼 玉  － － － － － － － － － － － － 6 4
 千 葉  － － － － － － － － － － － － 7 4
 東 京  － － － － － － － － － － － － 55 24
 神 奈 川  － － － － － － － － － － － － 12 11
 新 潟  － － － － － － － － － － － － 16 1
         
 富 山  － － － － － － － － － － － － 3 －
 石 川  － － － － － － － － － － － － 3 －
 福 井  － － － － － － － － － － － － 3 2
 山 梨  1 － － － － － 1 － － － － － 11 2
 長 野  1 － － － － － － － － － － － 18 6
         
 岐 阜  － － － － － － － － － － － － 3 6
 静 岡  － － － － － － － － － － － － 10 10
 愛 知  － － － － － － 1 － 1 － － － 12 4
 三 重  － － － － － － － － － － － － 5 3
 滋 賀  － － － － － － － － － － － － 7 2
         
 京 都  － － － － － － － － － － － － 19 12
 大 阪  － － － － － － － － － － － － 12 6
 兵 庫  － － － － － － － － － － － － 15 6
 奈 良  － － － － － － － － － － － － 8 6
 和 歌 山  － － － － － － － － － － － － 1 4
         
 鳥 取  － － － － － － － － － － － － 2 －
 島 根  － － － － － － － － － － － － 8 1
 岡 山  － － － － － － － － － － － － 12 1
 広 島  － － － － － － － － － － － － 7 4
 山 口  － － － － － － － － － － － － 5 －
         
 徳 島  － － － － － － － － － － － － 2 －
 香 川  － － － － － － － － － － － － 5 2
 愛 媛  － － － － － － － － － － － － 3 2
 高 知  － － － － － － － － － － － － 2 －
 福 岡  － － － － － － － － － － － － 6 5
         
 佐 賀  － － － － － － － － － － － － 5 －
 長 崎  － － － － － － － － － － － － 3 3
 熊 本  － － － － － － － － － － － － 4 1
 大 分  － － － － － － － － － － － － 2 4
 宮 崎  1 － － － － － － － － － － － － －
         
 鹿 児 島  － － － － － － － － － － － － 9 3
 沖 縄  － － － － － － － － － － － － 1 －
         
 
－  － 704
設置者別登録博物館及び博物館相当施設別博物館数 
 
     登録博物館       博物館相当施設    
 




市（区） 町 村 組合








市（区） 町 村 組合 




   
 全 国  913 121 386 57 2 1 311 35 349 － 27 34 109 10 2 2 36 129
   
 北 海 道  44 8 20 10 － － 6 － 17 － 1 1 9 1 － － 2 3
 青 森  4 1 2 － － － 1 － 2 － － 1 1 － － － － －
 岩 手  18 2 13 1 － － 1 1 4 － 1 － 2 － － － － 1
 宮 城  8 2 3 － － － 1 2 9 － － 1 2 1 － 1 － 4
 秋 田  7 3 2 1 1 － － － 4 － 1 2 1 － － － － －
   
 山 形  14 1 2 － － － 8 3 2 － 1 － 1 － － － － －
 福 島  12 2 4 1 － － 5 － 5 － － － － 1 － － 2 2
 茨 城  20 6 7 1 － － 4 2 5 － － 1 1 － － － 1 2
 栃 木  23 2 10 2 － － 8 1 4 － － 1 － － － － － 3
 群 馬  20 5 8 1 － － 6 － 4 － － － 3 － － － － 1
   
 埼 玉  22 6 9 － － － 6 1 3 － － － － － － － － 3
 千 葉  34 5 22 1 － － 6 － 5 － － － － － － － 1 4
 東 京  73 － 19 － － － 50 4 38 － 7 4 2 － － － 5 20
 神 奈 川  32 4 13 4 － － 11 － 17 － － － 5 － － － 1 11
 新 潟  30 2 13 － － － 15 － 9 － － 1 6 － － － 1 1
   
 富 山  33 5 23 3 － － 2 － 2 － － 1 － － － － 1 －
 石 川  27 3 21 － － － 3 － 3 － － 1 2 － － － － －
 福 井  16 4 7 1 － － 3 1 2 － － － － 1 － － － 1
 山 梨  22 4 4 3 － 1 9 1 7 － － 1 2 － 1 － 2 1
 長 野  72 2 35 12 1 － 17 5 8 － 1 － 3 2 － － 1 1
   
 岐 阜  12 3 6 － － － 2 1 11 － － 1 4 － － － 1 5
 静 岡  26 1 14 － － － 10 1 14 － － － 5 － － － － 9
 愛 知  31 － 18 － － － 12 1 13 － － 4 5 － － 1 － 3
 三 重  15 3 6 1 － － 5 － 3 － － － － － － － － 3
 滋 賀  15 3 5 1 － － 6 － 4 － 1 － － － － － 1 2
   
 京 都  19 － 1 － － － 17 1 24 － 5 － 6 － － － 2 11
 大 阪  21 2 7 － － － 12 － 14 － 1 － 7 － － － － 6
 兵 庫  26 4 8 － － － 13 1 16 － － － 8 1 － － 2 5
 奈 良  13 1 4 － － － 6 2 8 － 2 － － － － － 2 4
 和 歌 山  7 4 1 1 － － － 1 6 － 2 － － － － － 1 3
   
 鳥 取  7 1 4 － － － 2 － － － － － － － － － － －
 島 根  15 3 4 － － － 8 － 4 － － 3 － － － － － 1
 岡 山  28 1 13 2 － － 12 － 4 － － － 3 － － － － 1
 広 島  28 3 15 － － － 7 3 3 － － － 2 － － － － 1
 山 口  14 1 8 － － － 5 － 5 － － 2 3 － － － － －
   
 徳 島  6 2 2 1 － － 1 － 4 － － 1 1 1 － － 1 －
 香 川  8 1 1 － － － 5 1 2 － － － 1 － － － － 1
 愛 媛  13 3 5 1 － － 3 1 7 － － 2 4 － － － － 1
 高 知  5 2 1 1 － － 1 － 8 － － 1 6 － － － 1 －
 福 岡  19 2 9 2 － － 5 1 10 － 1 2 2 － － － 1 4
   
 佐 賀  9 5 － 1 － － 3 － 2 － － － － － － － 2 －
 長 崎  4 － 3 － － － 1 － 12 － － 2 4 1 － － 2 3
 熊 本  11 2 4 3 － － 2 － 5 － 1 － 1 － － － 2 1
 大 分  5 2 2 － － － 1 － 9 － － 1 3 － － － 1 4
 宮 崎  6 3 2 1 － － － － 3 － 1 － 1 － 1 － － －
   
 鹿 児 島  11 1 1 － － － 9 － 7 － 1 － 3 － － － － 3
 沖 縄  8 1 5 1 － － 1 － 1 － － － － 1 － － － －
   
 
－  － 705
 (2) 種類別博物館数 
１．計 










動物園 植物園 動植物園 水族館 
       
（設置者別）      
 計  1,262 143 109 448 452 18 32 10 8 42 
       
 国  － － － － － － － － － － 
 独 立 行 政 法 人  27 6 7 5 6 1 － 1 － 1 
 都 道 府 県  155 21 15 47 57 3 5 1 － 6 
 市 （ 区 ）  495 77 46 204 125 6 19 3 4 11 
 町  67 10 8 28 20 1 － － － － 
 村  4 1 1 1 1 － － － － － 
 組 合  3 － － 1 1 － － － － 1 
 一般社団法人・一般財団法人 （特例民法法人を含む。）  347 20 19 98 200 5 1 － － 4 
 そ の 他  164 8 13 64 42 2 7 5 4 19 
       
（都道府県別）      
 全 国  1,262 143 109 448 452 18 32 10 8 42 
       
 北 海 道  61 18 8 12 14 3 3 － － 3 
 青 森  6 1 － 3 2 － － － － － 
 岩 手  22 7 3 8 3 － － 1 － － 
 宮 城  17 2 2 5 6 － 1 － － 1 
 秋 田  11 3 3 2 3 － － － － － 
       
 山 形  16 3 － 6 7 － － － － － 
 福 島  17 2 1 7 7 － － － － － 
 茨 城  25 3 5 8 7 － 1 － － 1 
 栃 木  27 4 2 7 12 － 1 － － 1 
 群 馬  24 2 1 9 11 － 1 － － － 
       
 埼 玉  25 5 3 9 7 1 － － － － 
 千 葉  39 2 5 24 6 1 － － － 1 
 東 京  111 12 9 41 45 － 3 － － 1 
 神 奈 川  49 8 5 10 16 4 2 1 － 3 
 新 潟  39 8 － 13 15 － － 1 － 2 
       
 富 山  35 6 4 11 12 1 － － － 1 
 石 川  30 2 1 10 15 － 1 － － 1 
 福 井  18 2 2 10 4 － － － － － 
 山 梨  29 1 2 11 14 － 1 － － － 
 長 野  80 12 4 29 34 1 － － － － 
       
 岐 阜  23 3 5 6 7 1 － － － 1 
 静 岡  40 － 2 16 16 － 1 － 2 3 
 愛 知  44 1 3 11 21 2 1 － 2 3 
 三 重  18 2 － 8 5 － － － － 3 
 滋 賀  19 3 1 7 8 － － － － － 
       
 京 都  43 2 2 15 22 1 1 － － － 
 大 阪  35 3 4 14 10 1 2 1 － － 
 兵 庫  42 1 5 16 12 － 2 3 － 3 
 奈 良  21 － 1 12 7 － － 1 － － 
 和 歌 山  13 － 2 6 2 － 1 － － 2 
       
 鳥 取  7 2 1 2 2 － － － － － 
 島 根  19 － 1 6 9 1 － － － 2 
 岡 山  32 1 3 8 18 － 1 － － 1 
 広 島  31 1 5 9 14 － 1 － － 1 
 山 口  19 3 2 5 7 － 1 － － 1 
       
 徳 島  10 2 1 4 2 － 1 － － － 
 香 川  10 1 1 3 3 1 － － － 1 
 愛 媛  20 3 3 9 4 － 1 － － － 
 高 知  13 － － 6 4 － 1 1 － 1 
 福 岡  29 2 1 13 10 － 1 1 － 1 
       
 佐 賀  11 1 － 4 6 － － － － － 
 長 崎  16 2 1 6 3 － － － 2 2 
 熊 本  16 1 2 8 4 － － － 1 － 
 大 分  14 － 1 8 3 － 1 － － 1 
 宮 崎  9 1 1 3 3 － 1 － － － 
       
 鹿 児 島  18 1 1 5 9 － 1 － 1 － 
 沖 縄  9 4 － 3 1 － － － － 1 
       
－  － 706
２．登録博物館 








博物館 動物園 植物園 動植物園 水族館 
       
（設置者別）      
 計  913 122 71 326 372 11 1 2 － 8 
       
 国  … … … … … … … … … … 
 独 立 行 政 法 人  … … … … … … … … … … 
 都 道 府 県  121 20 10 41 49 1 － － － － 
 市 （ 区 ）  386 70 36 166 103 5 － 1 － 5 
 町  57 10 7 22 17 1 － － － － 
 村  2 1 1 － － － － － － － 
 組 合  1 － － 1 － － － － － － 
 一般社団法人・一般財団法人 （特例民法法人を含む。）  311 16 16 81 190 4 1 － － 3 
 そ の 他  35 5 1 15 13 － － 1 － － 
       
（都道府県別）      
 全 国  913 122 71 326 372 11 1 2 － 8 
       
 北 海 道  44 16 6 9 12 1 － － － － 
 青 森  4 1 － 3 － － － － － － 
 岩 手  18 6 1 8 3 － － － － － 
 宮 城  8 2 2 2 2 － － － － － 
 秋 田  7 3 － 1 3 － － － － － 
       
 山 形  14 2 － 6 6 － － － － － 
 福 島  12 2 － 5 5 － － － － － 
 茨 城  20 3 3 7 7 － － － － － 
 栃 木  23 4 2 6 11 － － － － － 
 群 馬  20 2 1 6 11 － － － － － 
       
 埼 玉  22 4 2 9 6 1 － － － － 
 千 葉  34 2 4 22 5 1 － － － － 
 東 京  73 9 4 24 36 － － － － － 
 神 奈 川  32 7 3 8 10 4 － － － － 
 新 潟  30 8 － 7 12 － － 1 － 2 
       
 富 山  33 4 4 11 12 1 － － － 1 
 石 川  27 2 1 10 13 － － － － 1 
 福 井  16 2 2 9 3 － － － － － 
 山 梨  22 1 － 9 12 － － － － － 
 長 野  72 12 4 24 32 － － － － － 
       
 岐 阜  12 3 3 2 4 － － － － － 
 静 岡  26 － 1 11 14 － － － － － 
 愛 知  31 1 3 9 15 1 1 － － 1 
 三 重  15 2 － 8 5 － － － － － 
 滋 賀  15 2 － 6 7 － － － － － 
       
 京 都  19 － － 6 13 － － － － － 
 大 阪  21 2 2 8 8 1 － － － － 
 兵 庫  26 1 2 11 12 － － － － － 
 奈 良  13 － 1 6 5 － － 1 － － 
 和 歌 山  7 － 2 3 2 － － － － － 
       
 鳥 取  7 2 1 2 2 － － － － － 
 島 根  15 － 1 5 9 － － － － － 
 岡 山  28 1 2 7 17 － － － － 1 
 広 島  28 1 5 9 13 － － － － － 
 山 口  14 2 2 5 5 － － － － － 
       
 徳 島  6 1 － 3 2 － － － － － 
 香 川  8 1 1 2 3 1 － － － － 
 愛 媛  13 1 2 7 3 － － － － － 
 高 知  5 － － 2 2 － － － － 1 
 福 岡  19 1 － 10 8 － － － － － 
       
 佐 賀  9 1 － 4 4 － － － － － 
 長 崎  4 2 1 1 － － － － － － 
 熊 本  11 1 2 5 3 － － － － － 
 大 分  5 － － 2 3 － － － － － 
 宮 崎  6 1 － 2 3 － － － － － 
       
 鹿 児 島  11 － 1 2 8 － － － － － 
 沖 縄  8 4 － 2 1 － － － － 1 
       
－  － 707
 (3) 種類別博物館数 
３．博物館相当施設 










動物園 植物園 動植物園 水族館 
       
（設置者別）      
 計  349 21 38 122 80 7 31 8 8 34 
       
 国  － － － － － － － － － － 
 独 立 行 政 法 人  27 6 7 5 6 1 － 1 － 1 
 都 道 府 県  34 1 5 6 8 2 5 1 － 6 
 市 （ 区 ）  109 7 10 38 22 1 19 2 4 6 
 町  10 － 1 6 3 － － － － － 
 村  2 － － 1 1 － － － － － 
 組 合  2 － － － 1 － － － － 1 
 一般社団法人・一般財団法人 （特例民法法人を含む。）  36 4 3 17 10 1 － － － 1 
 そ の 他  129 3 12 49 29 2 7 4 4 19 
       
（都道府県別）      
 全 国  349 21 38 122 80 7 31 8 8 34 
       
 北 海 道  17 2 2 3 2 2 3 － － 3 
 青 森  2 － － － 2 － － － － － 
 岩 手  4 1 2 － － － － 1 － － 
 宮 城  9 － － 3 4 － 1 － － 1 
 秋 田  4 － 3 1 － － － － － － 
       
 山 形  2 1 － － 1 － － － － － 
 福 島  5 － 1 2 2 － － － － － 
 茨 城  5 － 2 1 － － 1 － － 1 
 栃 木  4 － － 1 1 － 1 － － 1 
 群 馬  4 － － 3 － － 1 － － － 
       
 埼 玉  3 1 1 － 1 － － － － － 
 千 葉  5 － 1 2 1 － － － － 1 
 東 京  38 3 5 17 9 － 3 － － 1 
 神 奈 川  17 1 2 2 6 － 2 1 － 3 
 新 潟  9 － － 6 3 － － － － － 
       
 富 山  2 2 － － － － － － － － 
 石 川  3 － － － 2 － 1 － － － 
 福 井  2 － － 1 1 － － － － － 
 山 梨  7 － 2 2 2 － 1 － － － 
 長 野  8 － － 5 2 1 － － － － 
       
 岐 阜  11 － 2 4 3 1 － － － 1 
 静 岡  14 － 1 5 2 － 1 － 2 3 
 愛 知  13 － － 2 6 1 － － 2 2 
 三 重  3 － － － － － － － － 3 
 滋 賀  4 1 1 1 1 － － － － － 
       
 京 都  24 2 2 9 9 1 1 － － － 
 大 阪  14 1 2 6 2 － 2 1 － － 
 兵 庫  16 － 3 5 － － 2 3 － 3 
 奈 良  8 － － 6 2 － － － － － 
 和 歌 山  6 － － 3 － － 1 － － 2 
       
 鳥 取  － － － － － － － － － － 
 島 根  4 － － 1 － 1 － － － 2 
 岡 山  4 － 1 1 1 － 1 － － － 
 広 島  3 － － － 1 － 1 － － 1 
 山 口  5 1 － － 2 － 1 － － 1 
       
 徳 島  4 1 1 1 － － 1 － － － 
 香 川  2 － － 1 － － － － － 1 
 愛 媛  7 2 1 2 1 － 1 － － － 
 高 知  8 － － 4 2 － 1 1 － － 
 福 岡  10 1 1 3 2 － 1 1 － 1 
       
 佐 賀  2 － － － 2 － － － － － 
 長 崎  12 － － 5 3 － － － 2 2 
 熊 本  5 － － 3 1 － － － 1 － 
 大 分  9 － 1 6 － － 1 － － 1 
 宮 崎  3 － 1 1 － － 1 － － － 
       
 鹿 児 島  7 1 － 3 1 － 1 － 1 － 
 沖 縄  1 － － 1 － － － － － － 
       
－  － 708
４．計のうち公立 








博物館 動物園 植物園 動植物園 水族館 
       
 全 国  724 109 70 281 204 10 24 4 4 18 
             
 北 海 道  49 16 8 10 12 1 2 － － － 
 青 森  5 1 － 2 2 － － － － － 
 岩 手  18 7 2 7 2 － － － － － 
 宮 城  10 － 2 4 3 － 1 － － － 
 秋 田  10 3 2 2 3 － － － － － 
             
 山 形  4 2 － － 2 － － － － － 
 福 島  8 2 － 2 4 － － － － － 
 茨 城  16 3 1 5 5 － 1 － － 1 
 栃 木  15 3 1 3 7 － － － － 1 
 群 馬  17 2 1 7 7 － － － － － 
             
 埼 玉  15 4 1 8 1 1 － － － － 
 千 葉  28 2 3 20 2 1 － － － － 
 東 京  25 6 － 12 3 － 3 － － 1 
 神 奈 川  26 6 3 5 6 4 2 － － － 
 新 潟  22 6 － 6 7 － － 1 － 2 
             
 富 山  32 4 4 11 11 1 － － － 1 
 石 川  27 2 1 9 14 － 1 － － － 
 福 井  13 1 2 8 2 － － － － － 
 山 梨  16 1 1 6 7 － 1 － － － 
 長 野  55 11 3 23 18 － － － － － 
             
 岐 阜  14 2 4 4 2 1 － － － 1 
 静 岡  20 － － 12 7 － 1 － － － 
 愛 知  28 1 3 8 12 － － － 2 2 
 三 重  10 2 － 6 2 － － － － － 
 滋 賀  9 1 － 6 2 － － － － － 
             
 京 都  7 － 1 3 2 － 1 － － － 
 大 阪  16 － 3 9 2 － 1 1 － － 
 兵 庫  21 1 3 7 5 － 2 1 － 2 
 奈 良  5 － 1 4 － － － － － － 
 和 歌 山  6 － 2 3 1 － － － － － 
             
 鳥 取  5 2 1 1 1 － － － － － 
 島 根  10 － － 2 5 1 － － － 2 
 岡 山  19 － 3 5 10 － － － － 1 
 広 島  20 1 4 7 6 － 1 － － 1 
 山 口  14 3 2 3 4 － 1 － － 1 
             
 徳 島  8 1 1 4 1 － 1 － － － 
 香 川  3 － － 2 1 － － － － － 
 愛 媛  15 3 2 8 1 － 1 － － － 
 高 知  11 － － 5 4 － 1 1 － － 
 福 岡  17 1 1 10 4 － 1 － － － 
             
 佐 賀  6 1 － 2 3 － － － － － 
 長 崎  10 2 1 3 1 － － － 1 2 
 熊 本  10 1 1 4 3 － － － 1 － 
 大 分  8 － 1 5 2 － － － － － 
 宮 崎  8 1 － 3 3 － 1 － － － 
             
 鹿 児 島  5 － 1 2 1 － 1 － － － 
 沖 縄  8 4 － 3 1 － － － － － 
       
 
－  － 709
５．計のうち私立 











動物園 植物園 動植物園 水族館 
       
 全 国  511 28 32 162 242 7 8 5 4 23 
       
 北 海 道  11 1 － 2 2 2 1 － － 3 
 青 森  1 － － 1 － － － － － － 
 岩 手  3 － 1 1 1 － － － － － 
 宮 城  7 2 － 1 3 － － － － 1 
 秋 田  － － － － － － － － － － 
       
 山 形  11 － － 6 5 － － － － － 
 福 島  9 － 1 5 3 － － － － － 
 茨 城  9 － 4 3 2 － － － － － 
 栃 木  12 1 1 4 5 － 1 － － － 
 群 馬  7 － － 2 4 － 1 － － － 
       
 埼 玉  10 1 2 1 6 － － － － － 
 千 葉  11 － 2 4 4 － － － － 1 
 東 京  79 6 5 29 39 － － － － － 
 神 奈 川  23 2 2 5 10 － － 1 － 3 
 新 潟  17 2 － 7 8 － － － － － 
       
 富 山  3 2 － － 1 － － － － － 
 石 川  3 － － 1 1 － － － － 1 
 福 井  5 1 － 2 2 － － － － － 
 山 梨  13 － 1 5 7 － － － － － 
 長 野  24 1 1 6 16 － － － － － 
       
 岐 阜  9 1 1 2 5 － － － － － 
 静 岡  20 － 2 4 9 － － － 2 3 
 愛 知  16 － － 3 9 2 1 － － 1 
 三 重  8 － － 2 3 － － － － 3 
 滋 賀  9 2 1 － 6 － － － － － 
       
 京 都  31 － － 11 19 1 － － － － 
 大 阪  18 3 1 5 7 1 1 － － － 
 兵 庫  21 － 2 9 7 － － 2 － 1 
 奈 良  14 － － 7 6 － － 1 － － 
 和 歌 山  5 － － 2 1 － 1 － － 1 
       
 鳥 取  2 － － 1 1 － － － － － 
 島 根  9 － 1 4 4 － － － － － 
 岡 山  13 1 － 3 8 － 1 － － － 
 広 島  11 － 1 2 8 － － － － － 
 山 口  5 － － 2 3 － － － － － 
       
 徳 島  2 1 － － 1 － － － － － 
 香 川  7 1 1 1 2 1 － － － 1 
 愛 媛  5 － 1 1 3 － － － － － 
 高 知  2 － － 1 － － － － － 1 
 福 岡  11 － － 3 6 － － 1 － 1 
       
 佐 賀  5 － － 2 3 － － － － － 
 長 崎  6 － － 3 2 － － － 1 － 
 熊 本  5 － 1 3 1 － － － － － 
 大 分  6 － － 3 1 － 1 － － 1 
 宮 崎  － － － － － － － － － － 
       
 鹿 児 島  12 － － 3 8 － － － 1 － 
 沖 縄  1 － － － － － － － － 1 
       
 
－  － 710
 (4) 種類別設置者別博物館数 
 区    分  計 国 
独立行政
法  人





          
   計  1,262 － 27 155 495 67 4 3 347 164
        
   総 合 博 物 館  143 － 6 21 77 10 1 － 20 8
   科 学 博 物 館  109 － 7 15 46 8 1 － 19 13
   歴 史 博 物 館  448 － 5 47 204 28 1 1 98 64
  美 術 博 物 館  452 － 6 57 125 20 1 1 200 42
 
計
  野 外 博 物 館  18 － 1 3 6 1 － － 5 2
   動 物 園  32 － － 5 19 － － － 1 7
   植 物 園  10 － 1 1 3 － － － － 5
   動 植 物 園  8 － － － 4 － － － － 4
   水 族 館  42 － 1 6 11 － － 1 4 19
        
   計  913 … … 121 386 57 2 1 311 35
               
  総 合 博 物 館  122 … … 20 70 10 1 － 16 5
  科 学 博 物 館  71 … … 10 36 7 1 － 16 1
  歴 史 博 物 館  326 … … 41 166 22 － 1 81 15
  美 術 博 物 館  372 … … 49 103 17 － － 190 13
  野 外 博 物 館  11 … … 1 5 1 － － 4 －




 植 物 園  2 … … － 1 － － － － 1
  動 植 物 園  － … … － － － － － － －
  水 族 館  8 … … － 5 － － － 3 －
        
  計  349 － 27 34 109 10 2 2 36 129
              
  総 合 博 物 館  21 － 6 1 7 － － － 4 3
  科 学 博 物 館  38 － 7 5 10 1 － － 3 12
  歴 史 博 物 館  122 － 5 6 38 6 1 － 17 49
  美 術 博 物 館  80 － 6 8 22 3 1 1 10 29
  野 外 博 物 館  7 － 1 2 1 － － － 1 2
  動 物 園  31 － － 5 19 － － － － 7
 
博物館相当施設
 植 物 園  8 － 1 1 2 － － － － 4
  動 植 物 園  8 － － － 4 － － － － 4
  水 族 館  34 － 1 6 6 － － 1 1 19
        
 
－  － 711
 (5) 博物館の職員数（全国） 
１．登録博物館・博物館相当施設別 ①計 
計 































           
 （種類別）         
  計 1,262 9,808 520 3,190 393 5,705 1,297 337 333 28 599 5,622 267 395 148 4,812 3,048 115 478 89 2,366
           
  総 合 博 物 館 143 1,121 63 590 26 442 185 43 38 9 95 844 28 54 47 715 164 6 30 6 122
  科 学 博 物 館 109 881 50 292 100 439 83 22 11 － 50 575 17 32 14 512 340 17 62 19 242
  歴 史 博 物 館 448 2,181 174 984 26 997 486 150 170 10 156 1,528 88 179 14 1,247 474 30 125 5 314計
  美 術 博 物 館 452 2,928 170 1,114 58 1,586 395 105 87 6 197 1,701 129 114 56 1,402 739 40 123 6 570
  野 外 博 物 館 18 135 8 29 9 89 17 6 8 － 3 279 1 － 11 267 160 2 11 19 128
  動 物 園 32 956 21 41 79 815 6 1 － 3 2 154 1 2 5 146 523 8 39 － 476
  植 物 園 10 49 3 3 － 43 51 3 1 － 47 24 1 － － 23 99 2 1 － 96
  動 植 物 園 8 390 7 9 － 374 3 1 － － 2 80 － 1 － 79 14 － － － 14
  水 族 館 42 1,167 24 128 95 920 71 6 18 － 47 437 2 13 1 421 535 10 87 34 404
           
  計 913 6,012 393 2,545 130 2,944 803 209 223 10 361 3,918 230 284 91 3,313 1,309 68 252 24 965
           
  総 合 博 物 館 122 1,022 55 564 24 379 85 33 30 1 21 773 26 44 47 656 153 5 24 6 118
 科 学 博 物 館 71 624 35 228 33 328 59 12 6 － 41 314 12 17 8 277 221 12 55 11 143
 歴 史 博 物 館 326 1,783 149 836 17 781 310 81 109 3 117 1,230 73 131 9 1,017 333 21 88 1 223
 美 術 博 物 館 372 2,384 142 882 50 1,310 296 77 64 6 149 1,368 116 90 27 1,135 498 30 84 6 378
 野 外 博 物 館 11 68 5 20 － 43 13 5 5 － 3 24 1 － － 23 84 － 1 － 83
登録博物館
  動 物 園 1 34 1 4 － 29 － － － － － 5 － － － 5 － － － － －
  植 物 園 2 1 － － － 1 2 － 1 － 1 17 1 － － 16 － － － － －
 動 植 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
 水 族 館 8 96 6 11 6 73 38 1 8 － 29 187 1 2 － 184 20 － － － 20
           
 計 349 3,796 127 645 263 2,761 494 128 110 18 238 1,704 37 111 57 1,499 1,739 47 226 65 1,401
          
 総 合 博 物 館 21 99 8 26 2 63 100 10 8 8 74 71 2 10 － 59 11 1 6 － 4
 科 学 博 物 館 38 257 15 64 67 111 24 10 5 － 9 261 5 15 6 235 119 5 7 8 99
 歴 史 博 物 館 122 398 25 148 9 216 176 69 61 7 39 298 15 48 5 230 141 9 37 4 91
 美 術 博 物 館 80 544 28 232 8 276 99 28 23 － 48 333 13 24 29 267 241 10 39 － 192
 野 外 博 物 館 7 67 3 9 9 46 4 1 3 － － 255 － － 11 244 76 2 10 19 45
 動 物 園 31 922 20 37 79 786 6 1 － 3 2 149 1 2 5 141 523 8 39 － 476
博物館相当施設
 植 物 園 8 48 3 3 － 42 49 3 － － 46 7 － － － 7 99 2 1 － 96
 動 植 物 園 8 390 7 9 － 374 3 1 － － 2 80 － 1 － 79 14 － － － 14
 水 族 館 34 1,071 18 117 89 847 33 5 10 － 18 250 1 11 1 237 515 10 87 34 384
           
 
２．設置者別 ①計 
専   任 兼   任 非 常 勤 指 定 管 理 者 































           
 計 1,262 9,808 520 3,190 393 5,705 1,297 337 333 28 599 5,622 267 395 148 4,812 3,048 115 478 89 2,366
          
 総合博物 館 143 1,121 63 590 26 442 185 43 38 9 95 844 28 54 47 715 164 6 30 6 122
 科学博物 館 109 881 50 292 100 439 83 22 11 － 50 575 17 32 14 512 340 17 62 19 242
 歴史博物 館 448 2,181 174 984 26 997 486 150 170 10 156 1,528 88 179 14 1,247 474 30 125 5 314計
 美術博物 館 452 2,928 170 1,114 58 1,586 395 105 87 6 197 1,701 129 114 56 1,402 739 40 123 6 570
 野外博物 館 18 135 8 29 9 89 17 6 8 － 3 279 1 － 11 267 160 2 11 19 128
 動 物 園 32 956 21 41 79 815 6 1 － 3 2 154 1 2 5 146 523 8 39 － 476
 植 物 園 10 49 3 3 － 43 51 3 1 － 47 24 1 － － 23 99 2 1 － 96
 動 植 物 園 8 390 7 9 － 374 3 1 － － 2 80 － 1 － 79 14 － － － 14
 水 族 館 42 1,167 24 128 95 920 71 6 18 － 47 437 2 13 1 421 535 10 87 34 404
           
  計 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
           
  総合博物 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
  科学博物 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 歴史博物 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 美術博物 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
国立
 野外博物 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 動 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 植 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 動 植 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 水 族 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
           
 計 27 478 11 160 61 246 110 16 12 8 74 372 － 16 24 332 … … … … …
          
 総合博物 館 6 37 2 3 － 32 68 4 1 8 55 42 － 3 － 39 … … … … …
 科学博物 館 7 139 2 31 61 45 7 5 2 － － 145 － 7 － 138 … … … … …
 歴史博物 館 5 46 1 6 － 39 7 4 3 － － 34 － 2 － 32 … … … … …
 美術博物 館 6 239 6 116 － 117 20 － 5 － 15 149 － 4 24 121 … … … … …
 野外博物 館 1 2 － 1 － 1 2 1 1 － － － － － － － … … … … …
 動 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
独立行政法人
 植 物 園 1 － － － － － 5 1 － － 4 － － － － － … … … … …
 動 植 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 水 族 館 1 15 － 3 － 12 1 1 － － － 2 － － － 2 … … … … …
           
 計 724 4,849 265 2,112 123 2,349 562 166 161 7 228 3,436 173 243 92 2,928 3,048 115 478 89 2,366
          
 総合博物 館 109 897 49 511 13 324 73 30 25 － 18 684 23 46 47 568 164 6 30 6 122
 科学博物 館 70 471 28 190 14 239 58 11 5 － 42 332 12 18 8 294 340 17 62 19 242
 歴史博物 館 281 1,498 106 771 7 614 281 80 91 4 106 1,159 63 120 10 966 474 30 125 5 314
 美術博物 館 204 1,152 52 581 9 510 117 40 25 － 52 906 72 52 13 769 739 40 123 6 570
公立
 野外博物 館 10 52 3 19 9 21 11 5 4 － 2 37 － － 9 28 160 2 11 19 128
 動 物 園 24 437 16 30 71 320 5 － － 3 2 108 － 1 5 102 523 8 39 － 476
 植 物 園 4 27 1 － － 26 2 － 1 － 1 1 1 － － － 99 2 1 － 96
 動 植 物 園 4 240 4 － － 236 2 － － － 2 47 － 1 － 46 14 － － － 14
 水 族 館 18 75 6 10 － 59 13 － 10 － 3 162 2 5 － 155 535 10 87 34 404
           
 計 511 4,481 244 918 209 3,110 625 155 160 13 297 1,814 94 136 32 1,552 … … … … …
          
 総合博物 館 28 187 12 76 13 86 44 9 12 1 22 118 5 5 － 108 … … … … …
 科学博物 館 32 271 20 71 25 155 18 6 4 － 8 98 5 7 6 80 … … … … …
 歴史博物 館 162 637 67 207 19 344 198 66 76 6 50 335 25 57 4 249 … … … … …
 美術博物 館 242 1,537 112 417 49 959 258 65 57 6 130 646 57 58 19 512 … … … … …
私立
 野外博物 館 7 81 5 9 － 67 4 － 3 － 1 242 1 － 2 239 … … … … …
 動 物 園 8 519 5 11 8 495 1 1 － － － 46 1 1 － 44 … … … … …
  植 物 園 5 22 2 3 － 17 44 2 － － 42 23 － － － 23 … … … … …
  動 植 物 園 4 150 3 9 － 138 1 1 － － － 33 － － － 33 … … … … …
  水 族 館 23 1,077 18 115 95 849 57 5 8 － 44 273 － 8 1 264 … … … … …
           
－  － 712
 (6) 博物館における事業実施状況 
１．計                                                       （平成22年度間） 








博物館 動物園 植物園 動植物園 水族館
         
 平成22年度開館数 1,243 143 108 440 446 17 31 10 8 40
         
 実  施  館  数 992 133 95 350 341 10 25 4 4 30
         
     実 施 館 数 754 102 66 274 273 8 15 2 － 14
   講 演 会  実施件数  (件) 5,143 547 384 1,443 1,639 88 467 15 － 560
     参加者数  (人) 418,143 39,624 31,078 145,017 140,057 5,022 20,744 660 － 35,941
         
     実 施 館 数 190 30 25 63 58 1 7 － － 6
   研 究 会  実施件数  (件) 1,397 330 105 490 433 6 20 － － 13
     参加者数  (人) 72,394 9,835 4,752 16,500 19,039 90 849 － － 21,329
 
計
        
    実 施 館 数 798 118 88 279 253 8 19 3 4 26
    実施件数  (件) 28,087 4,930 5,566 6,384 6,978 960 677 257 777 1,558
   
学級・講
座 
 参加者数  (人) 1,949,696 258,991 532,350 401,650 458,525 140,012 50,210 8,729 23,727 75,502
         
     実 施 館 数 238 40 31 66 89 3 3 － － 6
  映写会等  実施件数  (件) 9,833 469 3,706 1,257 1,719 307 2,147 － － 228
    参加者数  (人) 1,155,504 86,980 345,479 109,413 440,588 81,279 73,149 － － 18,616
        
    実 施 館 数 63 6 15 12 13 1 8 － － 8
  講 演 会  実施件数  (件) 895 14 71 34 29 10 269 － － 468
    参加者数  (人) 52,640 1,074 5,645 2,339 3,498 700 12,151 － － 27,233
        
    実 施 館 数 36 8 7 7 12 － 1 － － 1
  研 究 会  実施件数  (件) 130 24 15 41 38 － 8 － － 4
    参加者数  (人) 6,631 1,025 730 1,031 3,531 － 285 － － 29
        
   実 施 館 数 577 88 76 191 171 8 16 － 4 23




 参加者数  (人) 987,509 114,693 344,992 183,907 165,787 77,318 38,939 － 11,423 50,450
 
うち児童・生徒対象
       
    実 施 館 数 81 17 12 20 26 1 2 － － 3
  映写会等  実施件数  (件) 2,075 151 890 471 381 29 42 － － 111
    参加者数  (人) 163,473 9,759 80,353 27,357 35,865 1,620 1,047 － － 7,472
         
 
２．登録博物館                                                   （平成22年度間） 










動物園 植物園 動植物園 水族館
         
 平成22年度開館数 902 122 71 320 368 10 1 2 － 8
         
 実  施  館  数 756 113 63 273 292 6 1 1 － 7
         
     実 施 館 数 586 88 43 212 237 4 1 － － 1
  講 演 会  実施件数  (件) 3,324 512 267 1162 1,330 41 1 － － 11
    参加者数  (人) 286,946 37156 24183 114264 107,365 2,785 60 － － 1,133
        
    実 施 館 数 146 26 17 51 49 1 1 － － 1
  研 究 会  実施件数  (件) 1,047 275 77 318 364 6 1 － － 6
    参加者数  (人) 38,100 7,526 3,123 10,134 17,060 90 90 － － 77
 
計
       
   実 施 館 数 622 103 61 231 214 6 1 1 － 5




 参加者数  (人) 1,266,890 252,067 300,752 354,734 232,612 119,904 81 820 － 5,920
         
    実 施 館 数 194 36 24 56 74 1 － － － 3
  映写会等  実施件数  (件) 6,322 463 3,318 1,058 1,392 1 － － － 90
    参加者数  (人) 512,820 85,679 238,336 85,336 94,891 1 － － － 8,577
        
    実 施 館 数 36 5 9 11 10 － － － － 1
  講 演 会  実施件数  (件) 128 12 52 33 23 － － － － 8
    参加者数  (人) 12,069 1056 4612 2279 3,322 － － － － 800
        
    実 施 館 数 29 7 4 6 11 － － － － 1
  研 究 会  実施件数  (件) 105 23 12 29 37 － － － － 4
    参加者数  (人) 5,917 1,012 582 883 3,411 － － － － 29
        
   実 施 館 数 441 79 52 158 142 6 － － － 4




 参加者数  (人) 626,362 112,918 162,521 166,132 112,331 67,755 － － － 4,705
 
うち児童・生徒対象
       
    実 施 館 数 63 16 8 17 20 － － － － 2
  映写会等  実施件数  (件) 1,446 150 560 453 281 － － － － 2
    参加者数  (人) 129,613 9,758 63,516 25,992 29,811 － － － － 536
         
 
－  － 713
３．博物館相当施設                                                 （平成22年度間） 








博物館 動物園 植物園 動植物園 水族館
         
 平成22年度開館数 341 21 37 120 78 7 30 8 8 32
         
 実  施  館  数 236 20 32 77 49 4 24 3 4 23
         
     実 施 館 数 168 14 23 62 36 4 14 2 － 13
   講 演 会  実施件数  (件) 1,819 35 117 281 309 47 466 15 － 549
     参加者数  (人) 131,197 2,468 6,895 30,753 32,692 2,237 20,684 660 － 34,808
         
     実 施 館 数 44 4 8 12 9 － 6 － － 5
   研 究 会  実施件数  (件) 350 55 28 172 69 － 19 － － 7
     参加者数  (人) 34,294 2,309 1,629 6,366 1,979 － 759 － － 21,252
 
計
        
    実 施 館 数 176 15 27 48 39 2 18 2 4 21
    実施件数  (件) 8,473 249 1,542 752 2,480 396 676 243 777 1,358
   
学級・講
座 
 参加者数  (人) 682,806 6,924 231,598 46,916 225,913 20,108 50,129 7,909 23,727 69,582
         
     実 施 館 数 44 4 7 10 15 2 3 － － 3
   映写会等  実施件数  (件) 3,511 6 388 199 327 306 2,147 － － 138
     参加者数  (人) 642,684 1,301 107,143 24,077 345,697 81,278 73,149 － － 10,039
        
    実 施 館 数 27 1 6 1 3 1 8 － － 7
  講 演 会  実施件数  (件) 767 2 19 1 6 10 269 － － 460
    参加者数  (人) 40,571 18 1,033 60 176 700 12,151 － － 26,433
        
    実 施 館 数 7 1 3 1 1 － 1 － － －
  研 究 会  実施件数  (件) 25 1 3 12 1 － 8 － － －
    参加者数  (人) 714 13 148 148 120 － 285 － － －
        
   実 施 館 数 136 9 24 33 29 2 16 － 4 19




 参加者数  (人) 361,147 1,775 182,471 17,775 53,456 9,563 38,939 － 11,423 45,745
 
うち児童・生徒対象
       
    実 施 館 数 18 1 4 3 6 1 2 － － 1
  映写会等  実施件数  (件) 629 1 330 18 100 29 42 － － 109
    参加者数  (人) 33,860 1 16,837 1,365 6,054 1,620 1,047 － － 6,936




 (7) 博物館の入館者数 








博物館 動物園 植物園 動植物園 水族館
          
   平成22年度開館数  1,243 143 108 440 446 17 31 10 8 40
        
    入館者総数（千人）  122,831 7,692 14,491 20,754 33,395 3,111 17,083 885 4,456 20,964
    うち特別展（千人）  49,613 2,970 5,178 9,105 16,846 1,127 1,940 228 1,022 11,197
       
  登録博物館数  902 122 71 320 368 10 1 2 － 8
       
 
計
  入館者総数（千人）  58,073 7,020 10,499 13,096 21,732 1,171 596 54 － 3,905
    うち特別展（千人）  25,090 2,594 3,601 6,267 10,873 611 199 1 － 944
       
  博物館相当施設数  341 21 37 120 78 7 30 8 8 32
       
   入館者総数（千人）  64,758 672 3,992 7,658 11,663 1,940 16,487 831 4,456 17,059
    うち特別展（千人）  24,523 376 1,577 2,838 5,973 516 1,741 227 1,022 10,253
        
 
－  － 714
 (8) 博物館における情報提供方法 
（平成22年度間）（複数回答） 
    
 

















       
 （設置者別）      
 計  1,243 1,205 1,135 1,034 223 869 946 964 213 114
       
 国  － － － － － － － － － －
 独 立 行 政 法 人  27 26 25 24 17 13 20 19 2 7
 都 道 府 県  155 155 152 149 68 137 143 145 68 13
 市 （ 区 ）  485 477 458 394 74 455 385 407 68 36
 町  66 66 59 43 4 62 47 50 4 4
 村  4 4 4 3 － 3 2 1 － 1
 組 合  3 3 3 3 － 2 2 3 － －
 民法第34条の法人  342 325 296 290 34 142 236 233 48 36
 そ の 他  161 149 138 128 26 55 111 106 23 17
       
 （都道府県別）      
 全 国  1,243 1,205 1,135 1,034 223 869 946 964 213 114
       
 北 海 道  60 59 54 48 7 49 47 51 15 6
 青 森  6 6 6 6 1 6 6 6 2 1
 岩 手  20 20 18 14 3 17 17 18 1 3
 宮 城  15 14 14 13 3 11 12 11 － －
 秋 田  11 11 11 9 2 8 8 6 1 1
       
 山 形  16 12 11 11 4 10 9 8 2 －
 福 島  14 14 14 11 － 8 11 9 3 －
 茨 城  25 24 22 21 6 18 21 20 9 1
 栃 木  27 26 25 24 2 16 22 23 2 1
 群 馬  24 21 21 20 2 16 19 15 4 3
       
 埼 玉  25 25 25 22 6 22 21 18 3 6
 千 葉  39 38 36 34 11 32 27 30 5 2
 東 京  110 108 102 95 23 63 85 76 11 20
 神 奈 川  49 49 49 40 10 32 35 34 6 4
 新 潟  39 38 32 25 2 31 32 30 5 2
       
 富 山  34 33 31 29 4 31 28 29 3 1
 石 川  30 30 30 28 8 24 25 27 7 2
 福 井  18 17 15 12 5 11 16 17 4 3
 山 梨  28 26 25 22 3 20 20 19 2 1
       
 長 野  79 78 73 63 11 59 56 64 17 3
 岐 阜  22 22 21 19 4 17 20 19 6 －
 静 岡  40 38 36 34 10 26 35 34 6 2
 愛 知  44 44 43 40 7 37 38 38 9 8
 三 重  18 18 17 15 5 14 15 17 2 －
 滋 賀  19 18 17 17 4 13 16 14 6 2
       
 京 都  40 39 35 34 14 18 25 23 4 4
 大 阪  35 34 34 32 7 18 22 19 9 4
 兵 庫  41 40 39 37 6 29 32 35 10 9
 奈 良  20 18 17 17 3 11 12 16 3 2
 和 歌 山  13 12 12 11 1 8 9 8 2 1
       
 鳥 取  7 7 7 7 1 6 7 7 2 1
 島 根  19 17 17 16 3 11 11 15 5 3
 岡 山  32 32 31 28 2 20 25 27 3 2
 広 島  30 29 28 28 3 21 19 28 5 2
 山 口  19 18 18 18 4 13 13 14 2 1
       
 徳 島  10 10 10 10 3 8 9 8 4 1
 香 川  10 9 9 9 3 3 8 8 1 1
 愛 媛  20 18 13 10 － 15 14 13 3 2
 高 知  13 12 12 9 1 10 8 12 4 1
 福 岡  29 28 24 24 6 21 22 24 6 2
       
 佐 賀  11 11 8 8 6 5 8 9 1 1
 長 崎  16 16 15 15 2 13 14 10 4 －
 熊 本  16 16 14 12 3 10 13 13 1 2
 大 分  14 14 9 6 2 13 9 13 4 2
 宮 崎  9 9 9 7 4 8 6 8 2 －
       
 鹿 児 島  18 18 18 17 5 9 12 13 6 －
 沖 縄  9 9 8 7 1 8 7 8 1 1
       
 
－  － 715
 (9) 種類別博物館類似施設数 











動物園 植物園 動植物園 水族館 
       
（設置者別）      
 計  4,485 288 363 2,869 635 100 60 113 16 41 
             
 国  125 8 15 93 2 5 － 2 － － 
 独 立 行 政 法 人  50 18 15 10 2 1 － 3 － 1 
 都 道 府 県  256 25 65 83 22 14 8 27 3 9 
 市 （ 区 ）  2,340 146 153 1,638 244 51 39 45 7 17 
 町  793 42 51 599 73 6 － 11 3 8 
 村  133 8 3 103 14 4 － 1 － － 
 組 合  － － － － － － － － － － 
 一般社団法人・一般財団法人 （特例民法法人を含む。）  172 16 16 80 48 7 － 3 － 2 
 そ の 他  616 25 45 263 230 12 13 21 3 4 
             
（都道府県別）            
 全 国  4,485 288 363 2,869 635 100 60 113 16 41 
       
 北 海 道  269 27 35 172 20 5 4 3 1 2 
 青 森  84 1 6 60 9 1 2 3 － 2 
 岩 手  87 13 4 55 8 4 1 － － 2 
 宮 城  112 7 7 73 15 6 － 4 － － 
 秋 田  82 3 10 60 4 2 2 － － 1 
       
 山 形  71 6 6 48 9 1 － － － 1 
 福 島  117 4 8 76 16 6 1 4 － 2 
 茨 城  76 4 5 51 11 － 1 3 － 1 
 栃 木  131 7 3 77 32 2 4 5 1 － 
 群 馬  70 2 7 48 8 2 1 1 － 1 
       
 埼 玉  101 4 12 66 7 4 4 2 1 1 
 千 葉  76 1 2 45 14 2 3 7 1 1 
 東 京  198 21 14 86 51 7 5 12 1 1 
 神 奈 川  122 10 16 52 22 3 6 11 － 2 
 新 潟  184 10 16 123 24 4 1 3 － 3 
       
 富 山  72 4 10 38 13 2 1 3 1 － 
 石 川  104 6 10 64 19 3 1 1 － － 
 福 井  64 8 6 34 9 2 － 2 － 3 
 山 梨  68 4 3 37 14 4 1 4 － 1 
 長 野  279 21 21 155 71 1 6 3 1 － 
       
 岐 阜  179 9 18 123 23 6 － － － － 
 静 岡  150 9 12 79 30 － 3 12 3 2 
 愛 知  177 9 27 116 15 4 － 3 1 2 
 三 重  70 3 2 62 1 1 － － － 1 
 滋 賀  70 6 4 49 7 3 － 1 － － 
       
 京 都  94 7 7 45 25 4 1 5 － － 
 大 阪  75 9 4 47 5 2 2 4 － 2 
 兵 庫  162 9 20 105 21 1 2 3 1 － 
 奈 良  33 3 1 20 6 1 － 2 － － 
 和 歌 山  28 － 3 20 4 － 1 － － － 
       
 鳥 取  43 1 3 33 5 － － － － 1 
 島 根  69 4 7 49 7 2 － － － － 
 岡 山  94 2 5 72 10 2 － 2 － 1 
 広 島  100 4 7 69 16 1 1 1 1 － 
 山 口  67 3 5 55 2 － － 1 － 1 
       
 徳 島  34 1 5 24 3 1 － － － － 
 香 川  41 3 1 24 12 － 1 － － － 
 愛 媛  72 7 3 49 12 － － － － 1 
 高 知  26 4 4 13 2 1 1 － － 1 
 福 岡  107 3 3 83 11 4 3 － － － 
       
 佐 賀  53 － 3 42 8 － － － － － 
 長 崎  73 3 3 57 8 － － 1 1 － 
 熊 本  77 6 5 58 8 － － － － － 
 大 分  55 2 1 39 9 2 1 － － 1 
 宮 崎  44 2 2 34 － － － 4 1 1 
       
 鹿 児 島  75 12 3 52 5 － － 1 － 2 
 沖 縄  50 4 4 30 4 4 － 2 1 1 
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(10) 設置者別指定管理者（管理受託者を含む）別博物館類似施設数 
    計     都道府県   
    うち指定管理者    うち指定管理者  
 
























         
 全 国  4,485 24 522 211 73 223 125 50 256 19 78 27 6 19
         
 北 海 道  269 － 9 19 5 10 19 5 3 － 2 － － －
 青 森  84 1 12 8 6 8 5 1 6 1 － 1 － 2
 岩 手  87 － 8 7 4 3 1 2 2 － － － － －
 宮 城  112 2 12 14 6 13 2 2 6 － 1 1 3 －
 秋 田  82 2 － 12 － 1 3 － 6 2 － 3 － －
         
 山 形  71 1 13 2 2 5 2 － 4 1 1 － 1 1
 福 島  117 1 23 11 1 3 1 － 3 － 3 － － －
 茨 城  76 － 8 1 1 1 3 3 6 － 3 － － －
 栃 木  131 2 13 3 5 7 2 1 10 2 6 1 － －
 群 馬  70 － 3 1 － － 2 － 4 － 1 － － －
         
 埼 玉  101 － 13 4 － － 4 － 13 － 8 1 － －
 千 葉  76 1 8 3 2 1 5 2 2 － 1 1 － －
 東 京  198 － 29 8 － 6 12 11 22 － 5 1 － 3
 神 奈 川  122 － 22 4 － 6 1 － 14 － 3 1 － 1
 新 潟  184 － 12 9 5 10 4 1 8 － 1 1 － 3
         
 富 山  72 － 23 4 － 7 1 1 6 － 4 1 － －
 石 川  104 － 21 3 1 10 1 1 16 － 5 1 1 －
 福 井  64 － 3 2 1 1 － 1 5 － － 1 － －
 山 梨  68 － 10 8 3 1 1 － 6 － 1 4 － －
 長 野  279 － 27 9 － 18 － － 6 － － － － －
         
 岐 阜  179 2 26 2 1 8 1 1 6 2 － 1 － 1
 静 岡  150 － 16 7 － － 6 1 － － － － － －
 愛 知  177 － 15 9 － 10 3 1 12 － 3 1 － 2
 三 重  70 － 6 1 2 7 1 － － － － － － －
 滋 賀  70 － 9 4 2 6 2 － 2 － 1 － － －
         
 京 都  94 － 13 1 2 4 2 1 6 － 1 － － 1
 大 阪  75 － 6 4 3 6 2 3 6 － 1 1 － 1
 兵 庫  162 3 17 8 2 11 3 1 7 3 3 － － －
 奈 良  33 － 5 － － 3 3 2 4 － 1 － － －
 和 歌 山  28 － 2 1 1 － － － － － － － － －
         
 鳥 取  43 1 9 1 － 1 1 － 7 1 3 － － －
 島 根  69 － 8 2 4 3 － 1 1 － 1 － － －
 岡 山  94 － 8 3 1 11 － 1 6 － 3 1 － 1
 広 島  100 － 31 3 2 3 4 2 1 － － － － －
 山 口  67 2 6 2 1 1 2 2 2 2 － － － －
         
 徳 島  34 1 5 3 2 2 － － 7 1 3 1 － 1
 香 川  41 － 4 － － 1 － 1 5 － 2 － － －
 愛 媛  72 － 6 3 － 3 － － 1 － － － － 1
 高 知  26 － 4 1 1 － － － 4 － 3 － － －
 福 岡  107 3 11 6 － 5 7 1 4 3 － 1 － －
         
 佐 賀  53 － 5 1 1 2 － － 3 － － 1 － －
 長 崎  73 － 10 2 － 5 3 － 3 － 2 － － －
 熊 本  77 2 5 5 1 4 3 － 6 1 1 2 1 －
 大 分  55 － 2 2 － 7 － － 2 － － － － －
 宮 崎  44 － 13 1 1 5 2 － 3 － 1 － － －
         
 鹿 児 島  75 － 11 6 2 2 4 － 7 － 4 － － 1
 沖 縄  50 － － 1 2 2 7 1 3 － － － － －
         
（注）「指定管理者」とは，地方自治法第244条の２第３項に基づき管理者として指定されている者をいう。 
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  市（区）     町    




















区  分 
 
       
2,340 4 393 140 55 155 793 1 43 37 9 39 全 国  
              
86 － 6 12 2 7 134 － 1 7 3 3 北 海 道  
38 － 8 6 6 2 23 － 4 － － 2 青 森  
53 － 8 6 4 2 16 － － 1 － 1 岩 手  
58 2 9 11 3 5 34 － 2 1 － 8 宮 城  
55 － － 9 － － 11 － － － － － 秋 田  
              
32 － 10 1 1 4 21 － 2 1 － － 山 形  
50 － 18 6 － 1 32 1 2 5 1 2 福 島  
45 － 5 1 1 － 6 － － － － 1 茨 城  
59 － 6 2 5 7 13 － 1 － － － 栃 木  
34 － 2 － － － 13 － － 1 － － 群 馬  
              
63 － 4 3 － － 14 － 1 － － － 埼 玉  
44 1 7 2 2 1 7 － － － － － 千 葉  
82 － 24 5 － 1 10 － － 2 － 2 東 京  
54 － 16 3 － 4 13 － 3 － － － 神 奈 川  
124 － 11 6 5 7 9 － － 2 － － 新 潟  
              
48 － 17 2 － 7 8 － 2 1 － － 富 山  
45 － 12 1 － 8 15 － 4 1 － 2 石 川  
30 － 1 1 － 1 19 － 2 － 1 － 福 井  
28 － 1 2 3 － 20 － 8 1 － 1 山 梨  
110 － 21 4 － 8 52 － － 3 － 7 長 野  
              
95 － 26 1 1 5 28 － － － － 1 岐 阜  
68 － 13 5 － － 12 － 3 2 － － 静 岡  
105 － 12 8 － 6 15 － － － － － 愛 知  
46 － 6 － 2 7 15 － － 1 － － 三 重  
52 － 8 4 2 6 3 － － － － － 滋 賀  
              
43 － 12 － 2 3 6 － － 1 － － 京 都  
50 － 4 3 3 5 3 － － － － － 大 阪  
95 － 14 8 － 10 18 － － － 2 1 兵 庫  
10 － 3 － － 3 4 － － － － － 奈 良  
17 － 2 － 1 － 9 － － 1 － － 和 歌 山  
              
15 － 6 1 － 1 16 － － － － － 鳥 取  
37 － 6 2 4 2 20 － 1 － － 1 島 根  
62 － 5 － － 9 17 － － 2 1 1 岡 山  
67 － 29 3 2 3 24 － 2 － － － 広 島  
37 － 6 － － － 12 － － 2 1 1 山 口  
              
13 － － 1 2 1 12 － 2 1 － － 徳 島  
20 － 1 － － 1 4 － 1 － － － 香 川  
46 － 5 3 － 2 19 － 1 － － － 愛 媛  
5 － 1 1 1 － 13 － － － － － 高 知  
60 － 11 3 － 4 21 － － － － 1 福 岡  
              
32 － 5 － 1 2 8 － － － － － 佐 賀  
58 － 8 2 － 4 5 － － － － 1 長 崎  
47 1 3 2 － 4 10 － 1 1 － － 熊 本  
37 － 2 2 － 7 2 － － － － － 大 分  
28 － 12 1 1 3 7 － － － － 2 宮 崎  
              
47 － 7 6 1 1 14 － － － － － 鹿 児 島  
10 － － 1 － 1 6 － － － － 1 沖 縄  
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    村     組  合   
    うち指定管理者    うち指定管理者  
 
























         
 全 国  133 － 8 7 3 10 － － － － － － 172 616
                 
 北 海 道  9 － － － － － － － － － － － － 13
 青 森  5 － － 1 － 2 － － － － － － 1 5
 岩 手  3 － － － － － － － － － － － 6 4
 宮 城  1 － － 1 － － － － － － － － 2 7
 秋 田  1 － － － － 1 － － － － － － 2 4
                 
 山 形  － － － － － － － － － － － － 3 9
 福 島  13 － － － － － － － － － － － 8 10
 茨 城  1 － － － － － － － － － － － 1 11
 栃 木  － － － － － － － － － － － － 3 43
 群 馬  3 － － － － － － － － － － － 1 13
                 
 埼 玉  － － － － － － － － － － － － 3 4
 千 葉  － － － － － － － － － － － － 3 13
 東 京  5 － － － － － － － － － － － 16 40
 神 奈 川  1 － － － － 1 － － － － － － 6 33
 新 潟  4 － － － － － － － － － － － 6 28
                 
 富 山  － － － － － － － － － － － － － 8
 石 川  － － － － － － － － － － － － 8 18
 福 井  － － － － － － － － － － － － 3 6
 山 梨  5 － － 1 － － － － － － － － － 8
 長 野  43 － 6 2 － 3 － － － － － － 13 55
                 
 岐 阜  2 － － － － 1 － － － － － － 10 36
 静 岡  － － － － － － － － － － － － 11 52
 愛 知  3 － － － － 2 － － － － － － 5 33
 三 重  － － － － － － － － － － － － 2 6
 滋 賀  － － － － － － － － － － － － 3 8
                 
 京 都  － － － － － － － － － － － － 9 27
 大 阪  1 － 1 － － － － － － － － － 4 6
 兵 庫  － － － － － － － － － － － － 19 19
 奈 良  6 － 1 － － － － － － － － － － 4
 和 歌 山  － － － － － － － － － － － － － 2
                 
 鳥 取  1 － － － － － － － － － － － － 3
 島 根  1 － － － － － － － － － － － 2 7
 岡 山  － － － － － － － － － － － － － 8
 広 島  － － － － － － － － － － － － － 2
 山 口  － － － － － － － － － － － － 2 10
                 
 徳 島  － － － － － － － － － － － － 1 1
 香 川  － － － － － － － － － － － － 5 6
 愛 媛  － － － － － － － － － － － － 1 5
 高 知  2 － － － － － － － － － － － 2 －
 福 岡  2 － － 2 － － － － － － － － 5 7
                 
 佐 賀  － － － － － － － － － － － － 1 9
 長 崎  － － － － － － － － － － － － 1 3
 熊 本  3 － － － － － － － － － － － 1 7
 大 分  － － － － － － － － － － － － 1 13
 宮 崎  3 － － － － － － － － － － － － 1
                 
 鹿 児 島  1 － － － 1 － － － － － － － － 2
 沖 縄  14 － － － 2 － － － － － － － 2 7
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(11) 博物館類似施設の職員数（全国） 
１．計 
       計             

































           
  計 4,485 8,001 889 1,096 66 5,950 4,760 1,815 656 35 2,254 8,203 499 405 143 7,156 7,460 660 740 59 6,001
           
  総 合 博 物 館 288 656 59 103 2 492 288 114 35 － 139 631 40 55 3 533 530 43 47 2 438
  科 学 博 物 館 363 1,252 99 57 10 1,086 257 90 26 3 138 813 44 12 14 743 1,095 83 60 13 939
  歴 史 博 物 館 2,869 3,145 432 600 31 2,082 3,426 1,345 505 28 1,548 4,613 307 260 71 3,975 2,717 329 316 15 2,057計
  美 術 博 物 館 635 1,398 207 287 21 883 629 200 83 3 343 1,139 91 64 51 933 952 92 209 28 623
  野 外 博 物 館 100 158 19 15 － 124 54 21 5 1 27 184 8 4 － 172 193 26 3 － 164
  動 物 園 60 714 26 24 1 663 26 15 1 － 10 361 2 1 － 358 572 16 47 － 509
  植 物 園 113 298 30 3 1 264 64 23 1 － 40 337 5 1 － 331 831 43 9 1 778
  動 植 物 園 16 231 5 1 － 225 2 2 － － － 9 － － 3 6 201 8 11 － 182
  水 族 館 41 149 12 6 － 131 14 5 － － 9 116 2 8 1 105 369 20 38 － 311
           
  計 125 216 24 27 4 161 181 50 3 － 128 248 3 7 － 238 … … … … …
           
  総 合 博 物 館 8 8 1 － － 7 16 2 － － 14 12 － － － 12 … … … … …
  科 学 博 物 館 15 13 3 － － 10 14 3 － － 11 34 － － － 34 … … … … …
 歴 史 博 物 館 93 156 18 18 4 116 144 43 3 － 98 59 2 4 － 53 … … … … …
 美 術 博 物 館 2 24 － 8 － 16 － － － － － 119 － 3 － 116 … … … … …
国立
 野 外 博 物 館 5 8 2 － － 6 5 2 － － 3 8 1 － － 7 … … … … …
 動 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 植 物 園 2 7 － 1 － 6 2 － － － 2 16 － － － 16 … … … … …
 動 植 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 水 族 館 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
           
 計 50 589 18 48 － 523 90 29 10 － 51 411 6 8 42 355 … … … … …
          
 総 合 博 物 館 18 154 3 7 － 144 36 14 － － 22 138 － 4 － 134 … … … … …
 科 学 博 物 館 15 227 7 5 － 215 17 6 － － 11 55 4 － － 51 … … … … …
 歴 史 博 物 館 10 139 4 22 － 113 26 5 4 － 17 125 － 4 18 103 … … … … …
 美 術 博 物 館 2 27 1 14 － 12 7 1 6 － － 41 － － 24 17 … … … … …
 野 外 博 物 館 1 17 2 － － 15 － － － － － 16 2 － － 14 … … … … …
 動 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
独立行政法人
 
 植 物 園 3 25 1 － － 24 2 2 － － － 35 － － － 35 … … … … …
 動 植 物 園 － － － － － － － － － － － － － － － － … … … … …
 水 族 館 1 － － － － － 2 1 － － 1 1 － － － 1 … … … … …
           
 計 3,522 3,851 420 745 25 2,661 3,623 1,506 591 26 1,500 6,179 401 333 90 5,355 7,460 660 740 59 6,001
          
 総 合 博 物 館 221 328 37 73 2 216 198 89 32 － 77 419 31 44 3 341 530 43 47 2 438
 科 学 博 物 館 272 532 51 30 8 443 188 64 24 3 97 629 35 10 14 570 1,095 83 60 13 939
 歴 史 博 物 館 2,423 1,876 246 469 14 1,147 2,837 1,179 481 21 1,156 3,880 259 225 52 3,344 2,717 329 316 15 2,057
 美 術 博 物 館 353 455 38 139 1 277 299 126 49 1 123 634 65 43 17 509 952 92 209 28 623
公立
 野 外 博 物 館 75 48 6 11 － 31 41 17 4 1 19 120 4 4 － 112 193 26 3 － 164
 動 物 園 47 269 16 18 － 235 21 13 － － 8 177 1 － － 176 572 16 47 － 509
 植 物 園 84 153 17 1 － 135 32 13 1 － 18 214 4 － － 210 831 43 9 1 778
  動 植 物 園 13 105 2 1 － 102 2 2 － － － 8 － － 3 5 201 8 11 － 182
  水 族 館 34 85 7 3 － 75 5 3 － － 2 98 2 7 1 88 369 20 38 － 311
           
  計 788 3,345 427 276 37 2,605 866 230 52 9 575 1,365 89 57 11 1,208 … … … … …
          
 総 合 博 物 館 41 166 18 23 － 125 38 9 3 － 26 62 9 7 － 46 … … … … …
 科 学 博 物 館 61 480 38 22 2 418 38 17 2 － 19 95 5 2 － 88 … … … … …
 歴 史 博 物 館 343 974 164 91 13 706 419 118 17 7 277 549 46 27 1 475 … … … … …
 美 術 博 物 館 278 892 168 126 20 578 323 73 28 2 220 345 26 18 10 291 … … … … …
私立
 野 外 博 物 館 19 85 9 4 － 72 8 2 1 － 5 40 1 － － 39 … … … … …
 動 物 園 13 445 10 6 1 428 5 2 1 － 2 184 1 1 － 182 … … … … …
 植 物 園 24 113 12 1 1 99 28 8 － － 20 72 1 1 － 70 … … … … …
 動 植 物 園 3 126 3 － － 123 － － － － － 1 － － － 1 … … … … …
 水 族 館 6 64 5 3 － 56 7 1 － － 6 17 － 1 － 16 … … … … …
           
 
－  － 720
(12) 種類別設置者別博物館類似施設数 





       
 計  4,485 125 50 256 2,340 793 133 － 172 616
             
 総 合 博 物 館  288 8 18 25 146 42 8 － 16 25
 科 学 博 物 館  363 15 15 65 153 51 3 － 16 45
 歴 史 博 物 館  2,869 93 10 83 1,638 599 103 － 80 263
 美 術 博 物 館  635 2 2 22 244 73 14 － 48 230
 野 外 博 物 館  100 5 1 14 51 6 4 － 7 12
 動 物 園  60 － － 8 39 － － － － 13
 植 物 園  113 2 3 27 45 11 1 － 3 21
 動 植 物 園  16 － － 3 7 3 － － － 3
 水 族 館  41 － 1 9 17 8 － － 2 4
       
 
(13) 種類別所管別博物館類似施設数（公立のみ） 
 区   分  計 教 育 委員会 
地方公共
団体の長
     
 （種類別）    
 計  3,522 2,384 1,138
     
 総 合 博 物 館  221 130 91
 科 学 博 物 館  272 117 155
 歴 史 博 物 館  2,423 1,874 549
 美 術 博 物 館  353 217 136
 野 外 博 物 館  75 34 41
 動 物 園  47 2 45
 植 物 園  84 4 80
 動 植 物 園  13 3 10
 水 族 館  34 3 31
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(14) 博物館類似施設における事業実施状況 
（平成22年度間） 








博物館 動物園 植物園 動植物園 水族館
         
 平成22年度開館数 4,310 281 358 2,744 612 92 58 110 16 39
         
 実 施 施 設 数 1,823 160 233 1,008 258 41 29 64 7 23
         
     実 施 施 設 数 985 104 117 540 167 10 11 25 3 8
   講 演 会  実施件数  (件) 7,421 749 1,727 3,029 1,362 43 125 299 18 69
     参加者数  (人) 601,713 58,403 114,820 266,031 134,476 1,104 7,721 13,587 1,024 4,547
         
     実 施 施 設 数 225 30 48 89 38 5 1 7 2 5
   研 究 会  実施件数  (件) 2,603 547 792 693 415 17 1 74 6 58
     参加者数  (人) 63,895 10,215 24,267 17,089 7,403 442 38 2,078 422 1,941
 
計
        
    実 施 施 設 数 1,425 122 198 790 180 33 26 50 6 20
    実施件数  (件) 30,933 3,236 8,959 11,188 2,854 903 883 2,051 398 461
   
学級・講座 
 参加者数  (人) 1,743,442 152,831 589,186 641,014 125,041 26,291 62,654 78,607 23,488 44,330
         
     実 施 施 設 数 313 39 58 155 46 5 3 4 － 3
  映 写 会 等  実施件数  (件) 11,126 1,534 6,997 1,950 396 38 135 67 － 9
    参加者数  (人) 2,210,125 65,652 592,454 1,057,077 78,361 74,424 194,876 144,416 － 2,865
        
    実 施 施 設 数 113 19 36 25 15 － 7 4 2 5
  講 演 会  実施件数  (件) 1,792 148 990 135 392 － 86 9 5 27
    参加者数  (人) 135,712 8,656 52,869 10,944 54,166 － 5,657 670 250 2,500
        
    実 施 施 設 数 61 6 23 16 9 2 － 1 1 3
  研 究 会  実施件数  (件) 395 20 182 74 81 5 － 3 2 28
    参加者数  (人) 13,861 866 7,905 2,297 690 175 － 100 270 1,558
        
   実 施 施 設 数 940 85 156 481 122 22 23 31 5 15
   実施件数  (件) 14,522 1,482 5,921 4,075 1,208 199 609 407 323 298
  
学級・講座 
 参加者数  (人) 1,004,935 71,872 441,196 331,854 62,739 6,814 37,427 20,481 19,798 12,754
 
うち児童・生徒対象
       
    実 施 施 設 数 114 16 34 47 7 4 1 3 － 2
  映 写 会 等  実施件数  (件) 1,584 165 970 326 91 8 9 13 － 2
    参加者数  (人) 374,200 8,921 175,581 58,351 3,700 9,750 49,243 67,601 － 1,053

















動物園 植物園 動植物園 水族館
          
  平成22年度開館数  4,310 281 358 2,744 612 92 58 110 16 39
       
 
計
  入場者総数（千人）  153,821 10,629 19,251 58,211 28,316 3,592 14,648 11,469 1,559 6,146
    うち特別展（千人）  37,660 2,311 4,592 11,078 12,081 299 2,197 1,883 269 2,950
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２ 博物館に関するデータ（平成23年度社会教育調査による） 
 (1) 博物館 
  ① 博物館数の推移 
年度 
区分 
43 46 50 53 56 59 62 2 5 8 11 14 17 20 23
国 立 28 30 28 28 28 27 28 28 28 29 26 21 2 1 0
独 立 行 政 法 人     10 24 23 27
都 道 府 県 立 43 54 67 79 94 100 104 109 123 132 145 152 156 155
市町村，組合立 
150 




一 般 財 団 法 人
（特例民法法人
を含む。）） 









そ の 他 
160 181 
75 87 95 104 101 120 114 114 112 125 144 149 164
総 合 博 物 館 55 56 62 75 80 90 100 96 109 118 126 141 156 149 143
科 学 博 物 館 43 48 52 59 67 77 83 81 89 100 105 102 108 105 109
歴 史 博 物 館 83 97 113 136 174 211 224 258 274 332 355 383 405 436 448
美 術 博 物 館 77 85 101 135 160 193 223 252 281 325 353 383 423 449 452
野 外 博 物 館 4 4 3 5 4 8 8 11 9 11 13 11 13 18 18
動 物 園 22 26 28 29 30 34 35 35 31 33 28 31 32 29 32
植 物 園 18 18 19 18 23 21 20 21 22 18 16 17 12 11 10









水 族 館 31 35 25 27 30 36 36 38 37 39 39 42 38 41 42
  338 375 409 493 578 676 737 799 861 985 1,045 1,120 1,196 1,248 1,262
（注）１．博物館法上の「登録博物館」及び「博物館相当施設」の数である。 
   ２．「登録博物館」とは，地方公共団体，一般社団法人若しくは一般財団法人，宗教法人又は制令で定めるそ
の他法人が設置する博物館で登録をうけたものをいう。 
   ３．「博物館相当施設」とは，博物館の事業に類する事業を行う施設で，上記２の設置者のほか，国，会社，
個人等が設置するもので，相当施設の指定を受けたものをいう。 
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  ② 設置者別館数 
公      立 区  分 計 国 立 独立行政法人 小 計 都道府県 市（区） 町 村 組 合 
私 立
 計 676 27 324 94 196 33 1  325
59 登 録 博 物 館 446 － 243 79 137 26 1  203
 博物館相当施設 230 27 81 15 59 7 －  122
 計 737 28 354 100 214 39 1  355
62 登 録 博 物 館 513 － 279 88 158 32 1  234
 博物館相当施設 224 28 75 12 56 7 －  121
 計 799 28 387 104 234 47 2  384
２ 登 録 博 物 館 562 － 305 91 175 38 1  257
 博物館相当施設 237 28 82 13 59 9 1  127
 計 861 28 423 109 257 54 2 1 410
５ 登 録 博 物 館 619 － 337 95 193 46 2 1 282
 博物館相当施設 242 28 86 14 64 8 － － 128
 計 985 29 518 123 311 79 4 1 438
８ 登 録 博 物 館 715 － 421 110 244 63 3 1 294
 博物館相当施設 270 29 97 13 67 16 1 － 144
 計 1,045 26 549 132 323 91 2 1 470
11 登 録 博 物 館 769 － 450 117 255 75 2 1 319
 博物館相当施設 276 26 99 15 68 16 － － 151
 計 1,120 21 10 608 145 358 101 3 1 481
14 登 録 博 物 館 819 － － 493 126 281 82 3 1 326
 博物館相当施設 301 21 10 115 19 77 19 － － 155
 計 1,196 2 24 1,170 152 438 72 3 2 503
17 登 録 博 物 館 856 － － 865 126 344 60 3 1 331
 博物館相当施設 331 2 24 305 26 94 12 － 1 172
 計 1,248 1 23 704 156 473 66 5 4 520
20 登 録 博 物 館 907 - - 557  124 373 55 3 2 350
 博物館相当施設 341 1 23 147 32 100 11 2 2 170
 計 1,262 - 27 724 155 495 67 4 3 511
23 登 録 博 物 館 913 - - 567 121 386 57 2 1 346
 博物館相当施設 349 - 27 157 34 109 10 2 2 165
 
  ③ 館種別館数の推移 










物 園 水族館  
 計 676 90 77 211 193 8 34 21 6 36 
59 国 立 27 2 8 4 2 2 0 6 0 3 
 公 立 324 67 37 108 71 2 21 6 4 8 
 私 立 325 21 32 99 120 4 13 9 2 25 
 計 737 100 83 224 223 8 35 20 8 36 
62 国 立 28 2 9 4 2 2 0 6 0 3 
 公 立 354 74 40 115 86 2 21 4 4 8 
 私 立 355 24 34 105 135 4 14 10 4 25 
 計 799 96 81 258 252 11 35 21 7 38 
２ 国 立 28 3 8 4 2 1 0 7 0 3 
 公 立 387 76 42 138 91 3 21 4 3 9 
 私 立 384 17 31 116 159 7 14 10 4 26 
 計 861 109 89 274 281 9 31 22 9 37 
５ 国 立 28 3 8 4 2 1 0 7 0 3 
 公 立 423 85 45 152 103 3 18 4 4 9 
 私 立 410 21 36 118 176 5 13 11 5 25 
 計 985 118 100 332 325 11 33 18 9 39 
８ 国 立 29 2 9 4 3 2 － 6 － 3 
 公 立 518 94 57 194 132 3 20 5 4 9 
 私 立 438 22 34 134 190 6 13 7 5 27 
 計 1,045 126 105 355 353 13 28 16 10 39 
11 国 立 26 4 9 2 3 1 － 5 － 2 
 公 立 549 98 60 205 145 5 19 4 4 9 
 私 立 470 24 36 148 205 7 9 7 6 28 
 計 1,120 141 102 383 383 11 31 17 10 42 
14 国 立 21 3 7 2 1 1 － 5 － 2 
 独 法 10 － 1 2 6 － － 1 － - 
 公 立 608 109 61 226 166 5 21 3 4 13 
 私 立 481 29 33 153 210 5 10 8 6 27 
 計 1,196 156 108 405 423 13 32 12 9 28 
17 国 立 2 2 － － － － － － － － 
 独 法 24 6 6 4 5 1 － 1 － 1 
 公 立 667 117 67 241 191 5 23 4 4 15 
 私 立 503 31 35 160 227 7 9 7 5 12 
 計 1,248 149 105 436 449 18 29 11 10 41 
20 国 立 1 1 - - - - - - - - 
 独 法 23 5 6 4 6 1 - - - 1 
 公 立 704 112 70 260 203 10 21 5 6 17 
 私 立 520 31 29 172 240 7 8 6 4 23 
 計 1,262 143 109 448 452 18 32 10 8 42 
23 国 立 - - - - - - - - - - 
 独 法 27 6 7 5 6 1 - 1 - 1 
 公 立 724 109 70 281 204 10 24 4 4 18 
 私 立 511 28 32 162 242 7 8 5 4 23 
－  － 724
  ④ 博物館類似施設 
   ア 博物館類似施設の設置者別館数の推移 
区 分 計 国 立 都道府県立 独立行政法人 市区町村・組合立 私 立  
平成２年度 2,169  31 121  1,460 557  
平成５年度 2,843  41 158  1,935 709  
平成８年度 3,522  43 190  2,400 889  
平成11年度 4,064 128 217  2,756 963  
平成14年度 4,243 124 257  6 2,927 929  
平成17年度 4,418 127 266 44 3,090 891  
平成20年度 4,527 129 269 53 3,198 878  
平成23年度 4,485 125 256 50 3,266 788  
 
   イ 博物館類似施設の館種別館数の推移 
区 分 計 総 合 科 学 歴 史 美 術 野 外 動 物 植 物 動植物 水 族
平成２年度 2,169 126 180 1,459 246 17 44 54 13 30
平成５年度 2,843 129 213 1,915 370 29 50 80 21 36
平成８年度 3,522 177 283 2,272 520 48 51 111 19 41
平成11年度 4,064 219 330 2,561 634 71 65 128 17 39
平成14年度 4,243 225 342 2,708 651 85 62 124 13 33
平成17年度 4,418 262 366 2,795 664 93 63 121 16 38
平成20年度 4,527 280 380 2,891 652 88 58 122 19 37
平成23年度 4,485 288 363 2,869 635 100 60 113 16 41
 




国 立 ※博物館法上国立の 




   0 
博物館類似施設 
  4,485 
 









   27 
 










  157 
 
 











  36 
 
 











  129 
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  ⑥ 博物館の事業実施件数（１博物館当り） 
（平成22年度間） 
区 分 計 
総 合 













計 44.8 （80.9） 47.2 102.7 27.4 31.6 136.1 132.4 68.0 194.3 78.6
講 演 会 6.8 （81.3） 5,4 5,8 5,3 6,0 11,0 31,1 7,5 － 40,0
研 究 会 7.4 （51.8） 11.0 4.2 7.8 7.5 6.0 2.9 - - 2.2
学級・講座 35.2 （69.4） 41.8 63.3 22.9 27.6 120.0 35.6 85.7 194.3 59.9




  ⑦ 平成22年度間の博物館開館状況（平成22年度間未開館や平成23年度新設館を除く。） 
    年間250日以上299日以下開館する博物館数 407館（32.7％） 
    年間300日以上349日以下開館する博物館数 456館（36.7％） 
    年間350日以上開館する博物館数 165館（13.3％） 
    日曜日及び祝日に開館する博物館数 1,105館（88.9％） 
    １日の開館時間が７時間以上８時間未満である博物館数 308館（24.8％） 
    １日の開館時間が８時間以上である博物館数 819館（65.9％） 
「平成23年度社会教育調査」（文部科学省）より作成 
 
  ⑧ 博物館における情報提供方法 
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団  体 個  人 








のある博物館 男 女 
計 509 251 405 7,423 9,765 286 6,319 10,450
国 － － － － － － － －
独 立 行 政 法 人 15 3 3 38 13 12 332 593
都 道 府 県 113 45 73 1,536 2,891 74 2,089 2,634
市 （ 区 ） 262 154 241 4,565 5,638 124 2,866 3,935
町 24 17 25 295 392 8 57 70
村 1 1 1 14 9 － － －
組 合 2 － － － － 2 78 121
一般社団法人・一般財団法人 
（特例民法法人を含む。） 
73 26 57 893 651 49 728 2,544
そ の 他 19 5 5 82 171 17 169 553
    
 
２．登録博物館 
団  体 個  人 








のある博物館 男 女 
計 388 193 318 6,025 8,157 216 4,351 7,746
国 … … … … … … … …
独 立 行 政 法 人 … … … … … … … …
都 道 府 県 91 37 65 1,059 2,371 59 1,644 2,122
市 （ 区 ） 204 119 198 3,847 4,769 99 1,922 2,693
町 20 13 21 270 378 8 57 70
村 1 1 1 14 9 － － －
組 合 1 － － － － 1 1 1
一般社団法人・一般財団法人 
（特例民法法人を含む。 
69 23 33 835 630 47 678 2,508
そ の 他 2 － － － － 2 49 352
    
 
３．博物館相当施設 
団  体 個  人 








のある博物館 男 女 
計 121 58 87 1,398 1,608 70 1,968 2,704
国 － － － － － － － －
独 立 行 政 法 人 15 3 3 38 13 12 332 593
都 道 府 県 22 8 8 477 520 15 445 512
市 （ 区 ） 58 35 43 718 869 25 944 1,242
町 4 4 4 25 14 － － －
村 － － － － － － － －
組 合 1 － － － － 1 77 120
一般社団法人・一般財団法人 
（特例民法法人を含む。 
4 3 24 58 21 2 50 36
そ の 他 17 5 5 82 171 15 120 201
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  ⑩ 博物館の入館者数の推移 
区  分 計 総合博物館 科学博物館 歴史博物館 美術博物館 
昭和55年度間 116,278,261  4,104,651 13,768,809 26,448,538 16,561,597 
昭和58年度間 109,167,316  5,826,314 13,207,201 18,879,175 19,472,886 
昭和61年度間 120,191,253  7,134,327 12,117,280 19,245,544 21,687,325 
平成元年度間 130,321,892  6,577,516 12,562,835 18,582,954 32,127,341 
平成４年度間 134,334,844 12,529,128 12,905,951 19,478,324 28,233,413 
平成７年度間 124,073,770 10,233,484 15,115,587 19,396,049 25,667,532 
平成10年度間 113,273,000 10,073,000 12,806,000 17,849,000 25,034,000 
平成13年度間 113,977,000  9,249,000 12,334,000 19,617,000 28,071,000 
平成16年度間 117,854,000 10,106,000 12,658,000 17,101,000 33,472,000 
平成19年度間 124,165,000 8,500,000 13,816,000 19,965,000 33,029,000 
平成22年度間 122,831,000 7,692,000 14,491,000 20,754,000 33,395,000 
      
区  分 野外博物館 動 物 園 植 物 園 動植物園 水 族 館 
昭和55年度間 1,173,586 26,264,826 5,864,895 11,798,396 10,292,963 
昭和58年度間 2,382,219 26,763,183 4,293,201  6,170,443 12,172,694 
昭和61年度間 1,677,831 29,410,143 4,717,659 10,346,033 13,855,111 
平成元年度間 3,574,504 28,480,391 4,882,580  8,653,366 14,880,405 
平成４年度間 3,594,601 23,617,535 5,560,115 11,363,820 17,051,957 
平成７年度間 2,961,250 20,251,536 2,679,475  8,898,032 18,870,825 
平成10年度間 3,087,000 16,756,000 3,279,000  6,218,000 18,171,000 
平成13年度間 1,362,000 17,603,000 2,625,000  5,953,000 17,163,000 
平成16年度間 2,687,000 18,197,000 2,182,000  4,300,000 17,151,000 
平成19年度間 2,894,000 18,359,000 1,778,000 5,383,000 20,441,000 
平成22年度間 3,111,000 17,083,000 885,000 4,456,000 20,964,000 
（注）１．諸集会事業への参加者を除く。 
   ２．平成10，13，16, 19,22年度間は百の位四捨五入 
「平成23年度社会教育調査」（文部科学省） 
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  ⑪ 登録博物館・博物館相当施設・博物館類似施設の主な相違点 



























登 録 又 は 










































設 置 数 
( 2 2 . 1 0 . 1 ) 
913館 
 
 公立 567   民法法人立 311 
      宗教法人立等 35 
349館 
 
 国立        0 
 独立行政法人   27 
 公立      157 
 民法法人立    36 
 その他立    129 
4,485館 
 
 国立      125 
 独立行政法人   50 
 公立     3,522 
 民法法人立   172 
 その他立    616 
 
（注）法…博物館法；規則…博物館法施行規則 
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 (2) 博物館職員 
  ① 博物館職員数の推移 
（単位：人） 
   53 56 59 62 2 5 8 11 14 17 20 23 
26 23 24 27 25 25 28 25 21 2 1 0 
館長 
(20) (7) (6) (8) (5) (6) (A  5) (6) (4) (1) (0) (0) 
68 55 77 63 75 47 50 62 30 14 1 0 
学芸員 
(42) (52) (59) (50) (56) (35) (B 39) (52) (20) (13) (0) (0) 
その他
の 
523 394 444 346 354 355 449 482 208 18 6 0 
職員 (369) (345) (368) (286) (253) (279) (C290) (294) (134) (12) (0) (0) 









(431) (404) (433) (344) (314) (320) (D334) (352) (158) (26) 0) (0) 
   10 24 23 27 
館長 
   (7) (13) (13) (11) 
   56 175 189 188 
学芸員 
   (56) (157) (161) (160) 
その他
の 
   688 668 708 745 
職員    (385) (343) (267) (307) 
   754 867 920 960 
小計 
   (448) (513) (441) (478) 
   0 





   0 
218 256 315 348 380 411 504 544 605 658 687 604 
館長 
(172) (171) (172) (186) (191) (209) (269) (272) (296) (310) (307) (265) 
467 663 898 1,091 1,260 1,489 1,824 2,004 2,266 2,558 2,619 2,516 
学芸員 
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(2,455
) 
238 261 304 340 368 369 419 463 476 498 515 493 
館長 
(175) (182) (165) (169) (173) (200) (199) (232) (243) (251) (254) (244) 
453 477 558 650 731 802 937 1,028 1,041 1,080 1,181 1,214 
学芸員 
(336) (396) (433) (497) (558) (620) (742) (791) (806) (831 (877) (918) 
その他
の 



















































   0 










   0 
482 540 643 715 773 832 951 1,032 1,112 1,182 1,226 1,124 
館長 
(367) (360) (343) (363) (369) (415) (473) (510) (550) (575) (574) (520) 
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                      2455 
（注）１．博物館法上の「登録博物館」，「博物館相当施設」の職員数である。 
   ２．括弧内の数は，専任職員数である。 
－  － 730
  ② １館当たりの職員数 
（単位：人） 








博物館 動物園 植物園 
動 植 
物 園 水族館
計 13.3 19.6 18.6 11.7 14.0 38.5 39.5 9.7 68.8 48.6
専 任  7.8 (100.0％) 7.8 8.1 4.9 6.5 7.5 29.9 4.9 48.8 27.8
  館 長  0.4 (  5.1％) 0.4 0.5 0.4 0.4 0.4 0.7 0.3 0.9 0.6
 学 芸 員  2.5 ( 32.1％) 4.1 2.7 2.2 2.5 1.6 1.3 0.3 1.1 3.0
 学芸員補  0.3 (  3.8％) 0.2 0.9 0.1 0.1 0.5 2.5 0 0 2.3
 そ の 他  4.5 ( 57.7％) 3.1 4.0 2.2 3.5 4.9 25.5 4.3 46.8 21.9
兼 任  1.0 1.3 0.8 1.1 0.9 0.9 0.2 5.1 0.4 1.7
非 常 勤  4.5 5.9 5.3 3.4 3.8 15.5 4.8 2.4 10.0 10.5
 
  ③ 文部科学省の行う学芸員等研修の実施状況（平成23年度間，文化庁関係は除く） 
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